


伊達市事業説明書の発刊に当たって

　市は毎年、行政サービスとしていろいろな事業を行いますが、事業にはすべて予
算が必要です。その予算は、議会の承認を得なければ執行する（使う）ことが出来
ません。このため、平成 28 年度の事業計画に必要なすべての予算を記載した予算
書を作成し、３月議会において審議、議決承認を受けましたので、今年度に実施す
る事業計画が確定しました。
　したがって、予算書を見れば、今年度にどのような事業が行われる予定かが分か
りますが、予算書は極めて事務的かつ専門的なため、職員以外の方には分かりにく
いのが現状です。
　そこで、当市が今年度取組む事業について市民の皆さんに理解して頂くため、仕
事と予算の関係を出来るだけ理解しやすいようにまとめた「分かりやすい予算書」
を、ということから作製したものが本書です。

　今年度は伊達市市政施行後 10 年が経過し、ひとつの区切りである 10 周年を迎
え、記念行事も予定されていますが、一方において合併特例期間が終わり国からの
普通交付税の減額が始まります。したがって、合併の目的である少子高齢社会に対
して持続可能な社会を建設し自立を確実なものとする取り組みを一層強化すると共
に、人口減社会に対して地域創生にも取り組んでいかなければなりません。
　少子高齢社会に対しては「健幸都市（SWC）」の建設を志向し、元気な高齢者が
ケアを必要とする高齢者を支えるまちを引き続き目指す一方、「地域が家族」となっ
て市民の「共助」と「地域力」よって自律する社会を目指して行きます。
　人口減対策は、復興道路に合わせて工業団地の整備による企業誘致や商業開発等
によって雇用の創出を図ると共に、こども園の整備等子育て支援の強化、更には日
本版 CCRC を含む団地の開発などに取り組んで行きます。
　また、放射能対策については、ガラスバッジ、WBC 等の検査による健康管理を
重点に、引き続き側溝除染、里山除染などの放射能対策をさらに進めていきます。
　今年度も各種事業を推進し、市民の皆さんと共に、「少子高齢社会に安心して暮ら
せる伊達市」を目指して取り組んでまいりますので、よろしくお願いいたします。

　平成 28 年 4 月

伊達市長　　　　　　　　　　　　　
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伊達市合併 10 周年記念事業

　伊達市は、平成 28 年１月１日に合併 10 周年の節目を迎えました。今年度 12 月まで
の期間、市民の融和と一体感をより深め、更なる飛躍を目指す伊達市を市内外に強くアピー
ルするため、記念事業を実施します。

6 月５日（日）
◇合併 10 周年記念式典◇　
　【会場】　伊達市ふるさと会館
　【内容】　アトラクション、市民憲章
　　　　　市の歌の披露等

■記念植樹
　【会場】　保原総合公園　陽だまりの広場
　　　　　（野球場とグランドの間）
■姉妹都市、友好交流都市、
　大規模災害時相互応援協定市町村との歓迎交流会
　【会場】　セレビアスカイパレス 

8 月 20 日・21 日
◇合併 10 周年記念フェスティバル◇
　【会場】　保原総合公園
　【内容】　 伊達市の更なる飛躍を目指して伊

達市を市内外にアピールします。従
来の「だてな復魂祭」「霊山太鼓ま
つり」に加え、記念特別企画でグ
レードアップ。太鼓競演、Ｄ－１グ
ランプリ、産業・物産まつり　他

10 月 29 日～ 11 月 27 日
◇伊達市ゆかりの美術展◇
　【会場】　梁川美術館
　【内容】　 友好交流都市の滋賀県草津市が所蔵

する作品を借用し、歌川広重などの
浮世絵を展示します。

歌川広重「東海道五十三次　水口」
（草津市蔵　中神コレクション）

8 月中
◇国際友好交流都市締結◇
　【会場】　 アメリカ合衆国マサチューセッツ

州リヴィア市
　【内容】　 青少年の交流実績のあるアメリカ・

リヴィア市に、伊達市派遣団と市
長が訪問し、国際友好交流都市の
締結を行いさらなる国際親善を図
ります。

6 月

8 月

10〜11月
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10 年を迎えて  1 月 1 日 5 つの町の合併により伊達市誕生
 1 月 11 日 市議会議員 81 名による初議会
 2 月 12 日 仁志田昇司市長就任
 3 月 16 日 市民参加により市章制定
 6 月 8 日 新市建設計画推進のため地域審議会開催
 7 月 21 日 伊達学習交流館開館
 8 月 27 日  伊達ももの里マラソン大会が全国ランニング大会百選に

認定
 4 月 1 日 健康増進事業全市で実施
　　　　　　　　・健康運動教室　・高齢者筋力トレーニング事業
　　　　　　　　・元気じゃ脳教室
 7 月 1 日 水道料金統一
 9 月 5 日 ほばら生き生きハウス開所
 3 月 1 日 阿武隈急行保原駅と大泉駅の駅前広場整備
 4 月 1 日 伊達市第１次総合計画スタート
 10 月 15 日 国道 349 号線梁川大橋開通
 4 月 1 日 霊山児童館オープン
 9 月 1 日 高齢者配食サービス開始
 10 月 24 日 市町村対抗福島県軟式野球大会伊達市初優勝
 4 月 1 日 市内初の認定こども園大田開園
 4 月 7 日   観光物産協会による観光案内所阿武隈急行保原駅にオー

プン
 10 月 13 日 県内初の地域おこし支援員配置
 3 月 11 日 東日本大震災発生
 3 月 23 日 掛田小への統合により泉原小閉校
 3 月 24 日 市職員による放射線量測定開始
 4 月 29 日 校庭の表土除去開始
 6 月 18 日  放射線への不安解消のため、市内保育所・幼稚園・小中

学校にエアコン設置
 6 月 30 日  霊山町上小国・下小国・石田地区、月舘町相葭地区の

113 世帯が国から特定避難勧奨地点に設定される
 7 月 9 日 学校プール除染開始
 7 月 16 日 全国各地から集まったボランティアによる学校除染実施
 7 月 28 日 ガラスバッジ（積算線量計）による外部被ばく検査開始
 9 月 17 日 だてな復魂祭開催
 10 月 1 日  保原中央病院を経営する公益財団法人仁泉会に梁川病院

を譲渡
 10 月 2 日 合併 5 周年記念式典　市の花木鳥発表
 10 月 7 日 自家消費用農産物のモニタリング検査開始
 10 月 11 日 除染支援センター（除染推進センター）開設
 10 月 24 日 ホールボディカウンターによる内部被ばく検査開始
 11 月 3 日 健幸都市宣言大会
 11 月 25 日  保原町富成地区・霊山町下小国・石田地区の 15 世帯が

国から特定避難勧奨地点に追加設定される
 2 月 27 日 梁川小学校仮設校舎で授業開始
 3 月 1 日 保原小学校新校舎開校
 4 月 1 日 内部被ばく検査全市民に拡大
 7 月 1 日 外部被ばく検査全市民に拡大
 7 月 15 日  市内初の屋内遊び場「伊達市ちびっこ広場」泉原にオー

プン
 10 月 1 日 米の全量全袋検査開始
 10 月 2 日  米国の劇団と市内小中学生が英語劇を作り上げる「ヤン

グアメリカンズ」開催
 10 月 27 日 伊達市総合防災訓練初実施
 11 月 27 日 相馬福島道路「霊山道路」起工式
 12 月 14 日 特定避難勧奨地点設定解除
 2 月 3 日 吹奏楽きらめき事業合同演奏会開催
 3 月 10 日 復興の灯プロジェクト開催
 4 月 1 日 上保原認定こども園開園
 5 月 29 日  運動に取り組む市民の参加率を他自治体と競うチャレン

ジデー」初参戦
 6 月 27 日 健幸都市基本条例制定
 9 月 15 日 「元気はつらつプロジェクト」開催
 12 月 2 日 放射能相談センター開所
 12 月 2 日 3 年ぶりの出荷を祝うあんぽ柿の出荷再開式
 2 月 15 日 記録的な大雪による被害
 4 月 1 日 公民館から交流館へ
 8 月 23 日 霊山太鼓まつり・だてな復魂祭で同時開催
 9 月 1 日 集会所で体操を行う「元気づくり会」スタート
 3 月 2 日 梁川小学校新校舎開校
   やながわ放課後児童クラブ館開館
 3 月 25 日 屋内遊び場「スマイルパーク保原」オープン
 4 月 11 日 伊達氏ゆかりの公園政宗にぎわい広場オープン
 4 月 18 日 チンチン電車復元完成お披露目式
 6 月 6 日 屋内内遊び場「パレオパークやながわ」オープン
 7 月 10 日 御代田バイパス開通式
 8 月 1 日 公立初の梁川認定こども園開園
 9 月 10 日 平成 27 年関東・東北豪雨による被害
 1 月 1 日 伊達市合併 10 周年

伊達市10年の軌跡
H18

H19

H20

H21

H22

H23

H24

H25

H26

H27

H28

合併 10 周年記念ロゴマーク

市民憲章制定
　ふるさとへの愛着を育み、一体感
を醸成、よりよいまちづくりへの行
動規範を示す市民憲章を制定します。

市の歌制定
　市民の心を一つに、市を象徴する
歌を制定します。

作詞　和合亮一　氏
作曲　伊藤康英　氏

新オラトリオの作成
　伊達市全体の豊かな自然、ロマン
香り高い歴史をモチーフに、スケー
ルアップしたオラトリオを作成します。

シティプロモーション
　ふるさと大使の制定や、プロモー
ションビデオ制作を通して、伊達市
の魅力を発信します。

冠事業
　「伊達市合併 10 周年記念」冠名
をつけて事業を開催し、節目の年を
お祝いします。
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将来都市像

健幸と個性が創る  活力と希望あふれる故郷  伊達市
ふるさと

政策１

ともに紡ぐ協働の
まちづくり

政策2

豊かな心を育む
まちづくり

政策3

地域の魅力が輝く
まちづくり

政策4

こころ寄り添う
健やかな
まちづくり

政策5

自然と調和し
快適で住みよい
まちづくり

特別対策

放射能を克服するまち

政策体系

伊達市第 2 次総合計画のあらまし
（計画期間：平成 27 年度～平成 34 年度）

　この計画は本市の目指すべき将来像を描き、それを実現していくための総合的かつ計画
的なまちづくりの指針となるものであり、最上位の行政計画に位置づけられています。
　この計画を実行していくことで、市内外の多くの人々から「誇れるまち・選ばれるまち・
選ばれ続けるまち」として着実な再生・発展を遂げ、次代に継承することができる伊達市
を目指します。
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施　策

　政策１　ともに紡ぐ協働のまちづくり

　１．地域の個性を活かしたまちづくりの推進
　２．生活安全体制の強化
　３．持続可能な行政経営の推進

　政策２　豊かな心を育むまちづくり

　１．子どもの健やかな育ちと子育て支援の充実
　２．「生きる力」を育む学校教育の充実
　３．心を育む生涯学習の推進
　４．文化財の保護と芸術文化の振興

　政策３　地域の魅力が輝くまちづくり

　１．農林業の振興と担い手の育成
　２．地域活力を生み出す商工業の振興
　３．集客資源の創出と充実

　政策４　こころ寄り添う健やかなまちづくり

　１．ともに支え合う福祉の充実
　２．生涯元気なまちづくりの推進
　３．健康づくりの推進

　政策５　自然と調和し快適で住みよいまちづくり

　１．快適な生活環境の形成
　２．市民生活を支える交通網の充実
　３．快適で便利な居住空間の創出
　４．安全・安心な水環境の形成

●特別対策　放射能を克服するまち

　基本事業１　 放射線情報の把握と情報発信による安全の確立　
　基本事業２　 安全を安心につなげる信頼の醸成 
　基本事業３　 絆を強め新たな産業力の創出
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平成 28 年度　当初予算の概要
■予算総額
　平成 28 年度の伊達市の予算規模は、一般会計、および特別会計と公営企業会計をあわ
せた予算総額は、534 億 3,497 万円となりました。この金額は、昨年より約 7.7％増加
しています。

一般会計予算　333 億 3,800 万円
（前年比 12.4％増）

　通常、市の予算といえば一般会計予算のことを
言います。市の基本のサービスである福祉、教育や、
道路、公園などの整備などを行うための予算とな
ります。もちろん放射能対策の予算もこの予算に
入っています。

伊達市全会計
534 億 3,497 万円

特別会計予算　170 億 2,862 万円
（前年比 約 1.0％増）

　特定の目的のための会計予算で、国民健康保険
税などの特定の収入をもとに、一般会計とは切り
離して収入と支出を経理します。伊達市では次の
8 つの特別会計があります。

①国民健康保険特別会計
②後期高齢者医療特別会計　
③介護保険特別会計
④公共下水道事業特別会計
⑤粟野地区農業集落排水処理事業特別会計
⑥工業団地特別会計
⑦月舘宅地造成事業特別会計
⑧財産区特別会計

公営企業会計予算　30 億 6,835 万円
（前年比 1.0％減）

　民間企業と同じように、事業を行い収益を上げ
て運営している予算です。伊達市では水道事業が
この予算となります。



9

こ れ か ら の 1 0 年 の た め に
～新たなステージへの第一歩～

予算規模

333 億 3,800 万円 （対前年度＋ 36 億 8,000 万円　12.4％増）

①みらい創生事業　　　　48 億 5,079 万円（＋ 31 億 2,412 万円）

②放射能対策事業　　　　24 億 8,452 万円（＋　3 億 5,106 万円）

③第２次総合計画事業　260 億　269 万円（＋　2 億　482 万円）

基本方針

○ 伊達市発足から新市基礎固めの 10 年間が経過し、これからの 10 年のために、新たな
ステージへの第一歩を踏み出す予算編成としました。

○市町村合併に伴う普通交付税の段階的縮減の初年度に対応する予算としました。
○ 「伊達市財政計画」（平成 27 年 12 月）に基づき、三つの方針の下に、健全で持続可

能な財政運営を目指します。
　　収支均衡のための歳出削減に取り組みます。
　　安定的な自主財源の確保に努めます。
　　 効果的で効率的な予算編成・執行に努めます。

① 伊達市のみらいを創生する事業として、地域創生戦略事業をはじめ、将来

の発展に資する事業に積極的に取り組みます。

②放射能対策事業に継続して取り組みます。

③ 第２次総合計画が目指す将来都市像を実現するための事業を着実に実行し

ます。

■一般会計予算のポイント
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担当課 商工観光課

【目　　的】
　伊達市内における産業振興や雇用拡大による定住人
口の増加など、地域経済の活性化を図るため企業誘致
活動を推進します。

【実施内容】
○�県主催の企業立地セミナーへ出席しての誘致活動
○�伊達市主催の企業立地セミナー開催、企業訪問によ
る誘致活動
○�雇用促進奨励金交付
　�　伊達市内に新規に立地した企業および設備投資を
した企業に対して、地元雇用者を 1年以上継続して
雇用した場合に一人につき 50万円を補助します。

【前年実績・効果】
○�雇用促進奨励金を３社に交付
　（７名分の雇用）（平成 28年１月末現在）　

6,357 万円

◇ 〝伊達市で働く〟を増やします
企業誘致推進事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担 市　債 その他
○○○ △△△ ◇◇◇ □□□

拡
充

新工業団地構想のパース

事業説明書の構成と見方

　この事業説明書は、事業の目的や内容をわかりやすくお知らせするために、市の基本計
画である「伊達市第 2 次総合計画」の体系に合わせて構成し、平成 28 年度に実施する主
な事業について説明をしています。
　平成 28 年度は、合併 10 年を迎え次の 10 年へのスタートの年と位置付け、合併の目
的でもある少子高齢化社会への対応、その中での持続可能なまちづくりを進めるための投
資に着手していきます。
　そのため、平成 28 年度の主な事業の内、「合併 10 周年記念事業」地域創生戦略事業
を含めた「みらい創生事業」および引き続き取り組む「放射能対策事業」を特集として抽
出して掲載しています。
　なお、説明内容は、下の例のようになっています。

【事業名】原則として事業ごとに説明していま
す。なお、新規事業や拡充事業は　それぞれ印
をつけています。特集事業は、事業のイメージ
をキャッチフレーズで表しました。

【担当課、事業費】
事業の担当部署と全体予算を記載しています。
141 ページには各課の連絡先を掲載しています。
単位は、千円を四捨五入して１万円単位で表しています。

【財源】事業費の財源を次の４区分に分けて表しています。
市の負担：税収などの一般財源です。基金は市の負担としています。
国・県の負担：国や県の補助金や負担金で充当される部分です。
市　債：市の借入金です。合併特例債もこの区分に入れています。
その他：上記に含まれない財源です。例えば保育料、使用料、手数料などです。

写真や図表を多用して事業
のイメージを表しています。



特　

集　

特集
これからの 10 年のために

〜新たなステージへの第一歩〜

Ⅰ　みらい創生事業

　　　⑴地域創生戦略事業

　　　⑵主要事業

Ⅱ　放射能対策事業

　　　⑴除染対策事業

　　　⑵避難者支援事業

　　　⑶健康管理事業
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特
　
集
　

Ⅰ　

み
ら
い
創
生
事
業

Ⅰー（1）地域創生戦略事業

担当課 総合政策課

担当課 総合政策課

【目　　的】
　中心市街地の魅力の向上を図り、まちなかの賑わいを
創出するため、伊達地域を中心とした朝市や商店街を
回遊できる歩行環境の整備、チャレンジショップの運
営や空き家・空き店舗活用やイベント開催など、産官
民連携で行う主体としてまちづくり会社を設立し、積
極的かつ効果的なまちづくりを行います。

【実施内容】
まちづくり会社設立に向けた
○（仮称）地域振興協議会の設置
○説明会開催（クラウドファンディング研修含む）
○出資者募集
○伊達地域活性化（新市建設計画）
○法人手続き（登記含む）
○事業計画の策定

【目　　的】
　ワイン用ぶどうの栽培およびワイナリー経営等に関
する学習会等を通しながら、ワイン用ぶどう畑を整備
し、ワイン用ぶどうの産地化を目指します。
　また、空き店舗等を活用した「まちなかワイナリー」
を創設し、市民および観光客の交流の場を設けます。

【実施内容】
○ワイン用ぶどうの試験栽培
○研修会等への参加および実施
○空き店舗を活用するための調査立案

2,848 万円

1,138 万円

◇ まちづくり会社が、まちなかを動かします

◇ 目指せ！まちなかワインテイスティング !!

産官民連携まちづくり会社の設立事業

まちなかワイナリー事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
1,424 1,424

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
569 569

新
規

新
規

イメージ
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特
　
集
　

Ⅰ　

み
ら
い
創
生
事
業

担当課 総合政策課

担当課 総合政策課

【目　　的】
　林業の再生に向け、林業就業者の育成を図りながら、
地域の創意工夫を活かし、木材の需要の拡大、安定的・
効率的な地域材の生産・供給体制の構築および持続的
な林業経営の確立のため、公共建築物等への利用推進
や個人住宅の地域材利用支援、地域材を利用した製品
開発等関連事業への支援を行い木材利用の促進を広く
図ります。

【実施内容】
○林業活性化検討会の設置
○先進地への視察
○林業就業支援講習等への参加

【目　　的】
　屋内遊び場、認定こども園等に英語の話せる外国人
スタッフを配置し、習う英語ではなく、「遊びとともに
話す英語」を通じて、自然と身につく英語体験ができ
るプログラムを用意し、親子が楽しめる空間をつくり、
幼児期から国際感覚の理解を図るとともに、子育て支
援サービスや教育環境の充実を目指します。

【実施内容】
○未就学児を対象とした英語体験事業
○室内遊び場や認定こども園等に外国人スタッフ配置
○�「遊びとともに話す英語」を通じ、自然と身につく
英語体験プログラムを検討

1,220 万円

1,750 万円

◇ 目指せ！フォレストワーカー !!

◇ 遊びにおいで！プレイランドへ !!

森林資源を活かした生業づくり事業

英語が溶け込むまちづくり事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
610 610

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
875 875

新
規

新
規

イメージ
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特
　
集
　

Ⅰ　

み
ら
い
創
生
事
業

担当課 総合政策課

担当課 総合政策課

【目　　的】
　県外の 18歳以下の子どもを持つシングルペアレント
等を対象に、市内への移住促進と介護サービスへの就
労支援を行います。
　移住のための準備金や家賃補助などのメニューによ
り、細かな子育て支援の充実を図ります。

【実施内容】
○事業者の意向調査
○支援メニューの検討
○�第１期の募集と介護サービス等事業者での研修準備

【目　　的】
　スマートフォンアプリを活用し、出会いから結婚、そ
して子育てに至る情報の提供等、必要なアイテムを一
括することで、利便性の高いサービスを受けられるよ
うサポートの充実を図ります。また、子どもの成長記
録に関する管理ツールを提供することで、一人ひとり
に適した情報の一元化を図ります。

【実施内容】
○子育てアプリ検討会（仮称）設置
○子育てアプリの開発

388 万円

581 万円

◇ おらほの子育て日本一「伊達市」にようこそ！

◇ パパ、ママ必見！子育てアプリ

子育てファミリーウェルカム事業

伊達市子育てアプリ事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
194 194

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
291 290

新
規

新
規

アプリイメージ
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特
　
集
　

Ⅰ　

み
ら
い
創
生
事
業

担当課 総合政策課

【目　　的】
　伊達市内の中山間地域において、首都圏在住の学生
等を、寺子屋教室の講師として招き、子どもたちの勉
強のお手伝いや地域の方々とのふれあいを通じて、伊
達の魅力の再発見と「ふるさと」の価値を高め、東京
圏等からの移住を推進します。

【実施内容】
①寺子屋教室ふくしまティーチャリングツアーの開催
　○寺子屋教室　　　年 6回程度
　○田舎体験ツアー　年 2～ 3回
②首都圏での活動報告・マルシェ出展等
③情報発信

【前年実績・効果】
○ティーチャリングツアー
　開催回数８回　参加学生数約 59名
○東京での報告会
　首都圏の大学生約 20名参加

883 万円

◇ 首都圏の大学生に伊達市の「元気」伝えます
ふるさとティーチャリングプロジェクト事業

財源（万円） 市の負担
883

昨年実施した寺子屋教室の様子

担当課 こども支援課

【目　　的】
　普段、1人で家事・育児をしている妊娠中、または子
育て中の母親にヘルパーを派遣して、子育てに関する
負担感の軽減やリフレッシュを図り、安心して子育て
ができるよう支援します。

【実施内容】
○対象
　�日中、自分以外に家事や育児をしてくれる人がいな
い、妊婦や 3歳未満の子どもの保護者
○支援の内容（※利用者の立ち会いが必要です）
　①家事支援
　　食事の準備・洗濯・部屋の掃除・買い物　など
　②育児支援
　　授乳・オムツ交換・沐浴補助　など
○利用料
　無料

○利用できる回数
　①母子手帳交付～出産まで・・・・・10回
　②子どもの出生～１歳未満まで・・・20回
　③子どもが１歳～３歳未満まで・・・20回

【前年実績・効果】
○平成 28�年 1�月から登録受付を開始しています。

335 万円

◇ 子育て家庭の家事・育児を応援します
産前産後子育て支援ヘルパー派遣事業

財源（万円） 市の負担
335
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特
　
集
　

Ⅰ　

み
ら
い
創
生
事
業

担当課 農政課

担当課 農政課　（事業主体 農林業振興公社）

【目　　的】
　急激な少子高齢化により人口減少が進み、特に中山間
地域では空き家や耕作放棄地等が増加しています。農
業や田舎暮らしに興味のある都市住民も多いことから、
農業体験や田舎暮らしを通して、定住・交流人口の増
加につなげます。

【実施内容】
　伊達市の自然、文化、伝統食、農業体験等の田舎体
験ツアーを開催します。

【前年実績】
参加人数合計　41名（男性 18名、女性 23名）
○第１回（7/24 ～ 7/27）
　参加人数 10名（男性７名、女性３名）
○第２回（10/3 ～ 10/4）
　参加人数８名（男性４名、女性４名）
○第３回（11/20 ～ 11/23）
　参加人数 11名（男性２名、女性９名）

【目　　的】
　年間一千頭が捕獲されているイノシシの皮を活用し
た商品開発、販売により雇用の創出につなげます。

【実施内容】
　農林業振興公社に補助金を交付、なめし革の確保、商
品開発および製作、販売を行います。

【前年実績・効果】
○作業場、製造機器整備
○担当職員雇用（公社職員）
○なめし革確保
○商品開発
　８種類（キーホルダー・ネームホルダーなど）
　市観光物産協会・紅彩館・花工房・公社等で販売
○その他
　なめし革のエコレザー認証
　ブランド名称「ino�DATE」

○第４回（1/30 ～ 1/31）
　参加人数 12名（男性５名、女性７名）

【効　　果】
　2名移住（20歳代男性、50歳代女性）、移住検討３
名（30代男女、50代女性）

230 万円

1,500 万円

◇ 農業体験や地域住民との交流を通して新規就農や農村活性化につなげます

◇ イノシシの皮を活用した商品開発・販売を行います

伊達田園回帰支援事業

猪皮プロジェクト事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
750 750 

財源（万円） 市の負担
230

農業体験（あんぽ柿づくり）

猪革商品（一部試作中の商品含む）
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特
　
集
　

Ⅰ　

み
ら
い
創
生
事
業

担当課 総合政策課

【目　　的】
　地域資源や人材を有効活用しながら健康に老後を過
ごすプログラムを研究し、都市部の知識・経験・ネッ
トワークが豊富なアクティブシニアを受け入れ、都市
部から地方への人の流れを促進し、新たな仕事や雇用
を創出するための調査・検討・推進等具現化に向けた
取り組みを実施します。

【実施内容】
○伊達市版CCRC検討委員会（仮称）設置
○市民ワークショップ
○意向調査
○基本構想の策定

2,974 万円

◇ 新たなまちづくりに挑戦します
生涯活躍のまち（伊達市版CCRC）推進事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
30 2,944

新
規

イメージ

担当課 総合政策課

【目　　的】
　子どもの居場所はもとより多世代間の交流から生ま
れる新たな感性や、絵本から生まれる豊かな発想を形
にし、誰もが集える空間を提供します。また、ワーク
ショップや子どもの本アワード等を通じ、そのデザイ
ンを商品化させ、子どものための新たな産業の創出を
目指します。

【実施内容】
●事業化方向の検討
　○�デザインや製品・作品等の商品化、人材育成、官

民連携方策などを検討
　○ビジネス的視点からも有効な方策を検討
　○マーケティング分析、先進事例調査
　○�ワークショップに基づく関連事業のニーズ・アイ

デア把握
●インダストリー拠点整備計画作成
　○�空き店舗等をリノベーションしたチャレンジ

ショップ（絵本カフェ・本屋）整備計画を検討・
策定

2,800 万円

◇ こどもが中心の新産業創出を目指します
伊達市チルドレンズ・インダストリー事業

財源（万円） 国・県の負担
2,800

新
規
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特
　
集
　

Ⅰ　

み
ら
い
創
生
事
業

担当課 総合政策課

担当課 総合政策課

【目　　的】
　阿武隈急行と沿線自治体（伊達市、福島市、宮城県
角田市、宮城県柴田町、宮城県丸森町）で構成する「阿
武隈急行沿線開発推進協議会」において、阿武隈急行
の利用促進を目的とした広域連携事業を実施します。

【実施内容】
○ラッピング車両を活用した沿線自治体を廻るツアー
○観光資源に関する情報発信
○事業計画の策定

【目　　的】
　伊達市、福島市、桑折町、国見町、川俣町で連携し、
インバウンド対策や新たな観光ルートを創設し、地域
全体の魅力や強みを増大させ観光客増加による交流人
口の拡大を図ります。

【実施内容】
○「（仮）県北 5市町誘客推進協議会」設立
○�「県北の食と農」をテーマとしたモニターツアー実
施
○パンフレット（日本語版・外国語版）の作成
○県外でのプロモーション実施

143 万円

156 万円

◇ 阿武隈急行に乗って出かけよう！

◇ 県北の魅力増大！交流人口の拡大にチャレンジ

阿武隈急行沿線地域の広域連携と新たな観光資源創出事業

福島県北 5市町誘客推進事業

財源（万円） 国・県の負担
156

財源（万円） 国・県の負担
143

新
規

ラッピング車両の出発式
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Ⅰ　

み
ら
い
創
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事
業

担当課 月舘総合支所

【目　　的】
　つきだて花工房周辺整備および中心市街地を整備す
ることにより、交流人口の拡大を図り、月舘地域のま
ちづくりおよび地域振興を進めます。

【実施内容】
①月舘運動場夜間照明修繕工事　　　　3,466 万円
②月舘運動場管理棟改修工事　　　　　4,792 万円
③中心市街地のウォークロード整備　　2,200 万円
④クラインガルデン整備基本計画策定　1,600 万円

【前年実績】
月舘地域振興基本計画を策定しました。

1 億 2,058 万円

◇ 出会いと交流　健幸でやさしいまち　つきだて
月舘地域交流施設整備事業

財源（万円） 市の負担 市　債
1,188 10,870

新
規

Ⅰー（2）主要事業

担当課 こども支援課

【目　　的】
　保原地域に幼稚園と保育園を一体化した「認定こど
も園」を整備し、就学前保育教育を行う環境を整備し
ます。

【実施内容】
　建設予定地の調査と造成工事設計などを行います。

900 万円

◇ 保原地域に子育て支援の拠点として、認定こども園を整備します。
保原認定こども園整備事業

財源（万円） 市の負担
900

新
規
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担当課 教育総務課

担当課 学校教育課、教育総務課

【目　　的】
　小手小学校と月舘小学校および月舘中学校を９年間
を通した一体的な小中一貫教育とするため、不足する
教室を増築し、老朽化している既設の月舘中学校の施
設の大規模改修工事を実施し、施設の長寿命化を図り
教育環境の改善を進めます。

【実施内容】
○月舘中学校敷地測量業務委託
◯月舘中学校周辺インフラ状況調査業務委託

【目　　的】
　小学校統合決定後の教育課程の編成や事務手続きを
遺漏なく進めたり、小中一貫教育の基本方針を策定し
たりなど、推進委員会を設置し、適正規模・適正配置
を推進し、今以上の教育効果をあげることを目指します。

【実施内容】
　平成 28年度は、主として月舘地域における義務教育
9年間を見通した小中一貫教育のビジョンを作成します。
○小中一貫教育で目指す学校・児童生徒像
○特色ある教育課程
○�小中一貫教育の類型（義務教育学校か小中一貫型小
学校・中学校）の検討　

410 万円

122 万円

◇ 小中一貫校整備事業がスタートします

◇ 新たな伊達市の教育を提案し続けます

小中一貫校建設事業

適正規模・適正配置推進事業

財源（万円） 市の負担
410

財源（万円） 市の負担
122

新
規

新
規
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担当課 教育総務課

【目　　的】
　老朽化した校舎および屋内運動場の必要面積を確保
するため伊達小学校の改築工事を実施します。　

【実施内容】
○学校施設等建設検討委員会
○伊達小学校敷地測量業務委託
○伊達小学校改築工事基本計画業務委託

1,179 万円

◇ 伊達小学校改築事業を始めます
伊達小学校改築事業

財源（万円） 市の負担
1,179

新
規

担当課 こども支援課

【目　　的】
　元気で健やかな子どもたちの成長のために、伊達地
域に屋内遊び場を整備し、親子のストレス解消と子ど
もの体力向上を図ります。

【実施内容】
　今年度は、屋内遊び場の建築設計等を行います。

2,759 万円

◇ 伊達地域に親子で楽しむ憩いの場を提供します
こども遊び場整備事業

財源（万円） 市の負担
2,759

新
規
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担当課 健幸都市づくり課

担当課 市民協働課

【目　　的】
　健康増進・生活習慣病の予防・介護予防のために、健
康運動教室やウォーキング、元気づくり会を実施しま
す。　　

【実施内容】
○�元気づくり会：地区集会所を会場とし、元気づくり
体験の教室を 6か月間実施し、その後は市民自らが
楽しみながら継続していきます。　
○�健康運動教室：40歳以上を対象に、個別プログラム
によりストレッチ・筋力トレーニング・有酸素運動
を行い、歩数や体組成のデータをパソコンで確認で
きます。教室は日中コースと夜間コースがあります。
○�いきいきウォーキング：毎月各地区で定期的なウォー
キングやイベントを実施します。

【目　　的】
　少子高齢化や社会経済情勢等の変化により、空き家
等が増加傾向にあります。空き家実態調査結果を活用
し、利活用による住み替え促進、地域活性化のための
利用および老朽危険家屋に対する地域の安全確保のた
め、空き家対策を推進します。

【実施内容】
○�外部の有識者の意見を取り入れ、伊達市空家等対策
計画策定
○�伊達市空き家バンクを活用し、利活用可能な空き家
情報を全国へ発信
○�空き家バンクに登録された物件に対して改修のため
の補助制度を創設

【前年実績・効果】
○�伊達市全域の家屋の危険度や利用度等に関して現地
外観調査実施

【前年実績・効果】
○元気づくり会：実施集会所数 37か所
○�健康運動教室：実施回数 3,570 回
　参加延人数 29,464 人（平成 28年 2月末現在）
○�いきいきウォーキング：実施回数 70回
　参加延人数 1,430 人（平成 28年 3月末現在）

○�所有者へ意向調査を実施し、空き家の今後の利用予
定等について実態把握実施
○�一戸建て空き家数　808件
　�（良好 267 件　要修繕 370 件　利用不能 40 件　　
立入困難 131件）
�

8,535 万円

310 万円

◇ 身近な集会所で元気づくり運動を行います

◇ 空き家バンクに登録を

健康運動習慣化支援事業

空き家対策事業

財源（万円） 市の負担 その他
7,352 1,183

財源（万円） 市の負担
310

拡
充

拡
充

現地外観調査中の写真

元気づくり会 健康運動教室
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担当課 商工観光課

【目　　的】
　伊達市内における産業振興や雇用拡大による定住人
口の増加など、地域経済の活性化を図るため企業誘致
活動を推進します。

【実施内容】
○�県主催の企業立地セミナーへ出席しての誘致活動
○�伊達市主催の企業立地セミナー開催、企業訪問によ
る誘致活動
○�雇用促進奨励金交付
　�　伊達市内に新規に立地した企業および設備投資を
した企業に対して、地元雇用者を 1年以上継続して
雇用した場合に一人につき 50万円を補助します。

【前年実績・効果】
○�雇用促進奨励金を３社に交付
　（７名分の雇用）（平成 28年１月末現在）　

6,357 万円

◇ 〝伊達市で働く〟を増やします
企業誘致推進事業

財源（万円） 市の負担 その他
6,351 6

拡
充

新工業団地構想のパース

担当課 こども育成課

【目　　的】
　遊びや運動の機会が減少している児童のために、子
育てイベントの開催、児童の遊びや運動の確保および
自然と触れ合う活動などを行う事業に対して支援しま
す。

【実施内容】
　保育園・認定こども園・放課後児童クラブで下記の
事業を実施
○子育てイベントの開催事業
○専門家等による子どもの遊びの支援事業
○保育所等への児童劇等の巡回講演事業
○子どもの県外へのバスハイク事業
○その他子どもの遊びや運動機会を確保する事業

【前年実績・効果】
実施箇所数　保育園６か所
　　　　　　認定こども園２か所
　　　　　　放課後児童クラブ１か所

1,350 万円

◇ 子育てイベントを開催します
遊具の設置や子育てのイベント開催事業

財源（万円） 国・県の負担
1,350

拡
充

月舘保育園親子ふれあいコンサート
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担当課 霊山総合支所

【目　　的】
　「霊山」と「霊山こどもの村」、「りょうぜん紅彩館」
を中心としたコア拠点に、青少年の健全育成を目的と
した交流施設の機能の拡充を図ります。

【実施内容】
　子どもたちの健全な成長を促し、次世代を育む交流
施設として「こどもの本のミュージアム」を整備する
ため実施設計および造成工事を行います。

【前年実績・効果】
　基本計画の策定を行いました。

1 億 9,100 万円

◇ 広域交流と次世代を育む霊山高原づくりを目指します
霊山高原構想整備事業

財源（万円） 市の負担 市　債
960 18,140

霊山こどもの村ワークショップ
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担当課 健幸都市づくり課

担当課 都市整備課

【目　　的】
　急激な少子高齢、人口減少が進む中、高齢になって
も地域で安心して暮らせるよう、そして市民誰もが健
康で幸せに暮らすために、一人ひとりが健康を意識し、
健康を基軸としたまちづくり「健幸都市（スマートウ
エルネスシティ）」の推進を図ります。

【実施内容】
○健幸都市の全市展開に向けた取り組み
　�　モデル地区での成果や地域特性を生かした歩く仕
掛けの事業など、全市展開を目指した健幸都市の推
進を図ります。　
　�　歩きたくなるレシピ集や書き込み型のマップの活
用により、市民参加型の自然と歩きたくなるまちづ
くりの取り組みを進めます。
○健幸都市モデル地区での取り組み
　�　モデル地区（掛田地区、白根地区）における主体
的な活動への支援を行います。

【目　　的】
　ウォ－キングの途中や散歩の時などに野外で気軽に
楽しみながら健康づくりができるよう公園に健康遊具
を設置し、健康を基軸とした健幸都市の推進に向けた
「歩きたくなる公園」を整備します。

【実施内容】
　「歩きたくなるまち」を目指し、気軽に楽しみながら
健康づくりが行えるよう保原地域の公園内に健康遊具
を設置します。

【前年実績・効果】
　梁川地域の５箇所・月舘地域の１箇所の公園に健康
遊具 11基を設置しました。

○スマートウエルネスシティ総合特区の取り組み
　�　取り組み 3年目の健幸ポイント事業を継続し、持
続可能な展開への検討を行います。

2,131 万円

1,108 万円

◇ 健幸都市宣言から５年、健幸都市の取り組みをさらに進めます
健幸都市推進事業

ＳＷＣ歩きたくなる公園整備事業

財源（万円） 市の負担
2,131

財源（万円） 市の負担
1,108

多くの市民が参加した
健幸なまちづくりシンポジウム

梁川地域の公園に設置した健康遊具
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担当課 霊山総合支所担当課 商工観光課

【目　　的】
　ＳＷＣ都市再生整備計画に基づき、掛田モデル地区
の健康づくり・地域づくり事業を行います。

【実施内容】
　ＳＷＣ掛田モデル地区の健康づくりのため、「健康講
座」などのイベント事業を開催します。また、地域づ
くりのため、ポケットパーク環境整備事業などを行い
ます。

【前年実績・効果】
◯健康講座
◯クリスマスコンサート
◯ポケットパーク花植栽　など

【目　　的】
　健幸都市（ＳＷＣ）構想モデル地区の霊山町掛田地
区を中心に、歩いて健康になるためのまちづくりに向
けた商店街活性化を推進します。

【実施内容】
　商店街へ人を呼ぶ込むために実施する地域資源を活
用した「だてマルシェ～かけだ・まちなか市～」や、情
報発信事業などの商店街活性化の事業を支援します。

【前年実績・効果】�
事業補助金
○伊達マルシェ実行委員会…400万円
　イベント開催、大学等と連携した情報発信事業
○NPO法人りょうぜん楽しもう会…100万円
　健康に関するウォークイベント等

100 万円500 万円

ＳＷＣ都市再生整備計画提案事業ＳＷＣ都市再生整備計画提案事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
60 40財源（万円） 市の負担 国・県の負担

300 200

健康講座の様子だてマルシェの様子

【掛田モデル地区整備地図】



27

特
　
集
　

Ⅰ　

み
ら
い
創
生
事
業

担当課 都市整備課

【目　　的】
　市民が気楽に外出し、健康的にいきがいを持った生
活を営むための動機づけや日常の買い物および各種イ
ベント等の利用を目的にポケットパークおよび駐車場
を国の都市再生整備計画交付金を活用し整備します。

【実施内容】
○ポケットパーク（掛田字金子町地内）
　�東屋、水飲み場、健康運動器具（ストレッチ）、照明等
◯駐車場
　駐車場造成および舗装等

【前年実績・効果】�
　掛田字中町地内に約 160㎡のポケットパークを整備
し、平成 28年度整備地のポケットパークおよび駐車場
の測量設計を行いました。

4,334 万円

ＳＷＣ掛田地区ポケットパーク・駐車場整備事業

平成 27 年に完成した霊山町掛田中町地内のポケットパーク

担当課 土木課 担当課 土木課

【目　　的】
　市民の健康意識およびまちづくりへの意欲を創出す
るため、安心して歩くことができる道路を整備します。
霊山町掛田地区の道路整備をモデルとして行います。

【実施内容】
　将来的なまちづくりと連携した、安心して歩くこと
ができる道路を整備します。
○市道整備延長＝ 140ｍ（北町西裏線）

【目　　的】
　市民が健康となるためのまちづくりを考え、歩きた
くなる環境やコミュニティーのあり方など、健康にな
る事への「しかけ」を整備します。

【実施内容】
　歩行者を優先する区域のカラー舗装および立体路面
表示により、車両の走行速度を抑制し、歩行者が歩き
やすい道路に整備します。
○コミュニティ道路整備延長＝ 480ｍ（西陣場北町線）

4,100 万円 2,200 万円

SWC掛田地区市道整備事業 SWC掛田地区コミュニティ道路整備事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担 市　債
130 1,640 2,330

財源（万円） 市の負担 国・県の負担 市　債
184 960 3,190

財源（万円） 市の負担 国・県の負担 市　債
70 880 1,250
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担当課 こども支援課

担当課 施設工事課

【目　　的】
　伊達地域の待機児童の解消と子育て支援の拠点機能
を拡充するため、幼保連携型認定こども園を整備します。

【実施内容】
○�伊達幼稚園と伊達保育園を統合し、伊達認定こども
園（仮称）を民設民営により社会福祉法人「桑の実
福祉会」が整備します。
○�今年度は、「桑の実福祉会」が行う認定こども園建築
工事に対する補助金を交付します。
○平成 29年４月開園予定です。

【前年実績・効果】
　伊達認定こども園建設予定地の用地取得および造成
工事を行いました。

【目　　的】
　上小国地区の生活用水に関する放射能不安を解消し、
避難されている方々の早期帰還および地域の復興再生
を図るため、福島再生加速化交付金を活用し、水道施
設整備を促進するものです。　

【実施内容】
○霊山町上小国上地区
　ハイポリ管配水管φ 75㎜Ｌ＝ 2,000 ｍ
　配水支管φ 50㎜以下Ｌ＝ 1,000 ｍ
　加圧ポンプ場　1か所
○測量設計業務委託
　平成 29年度実施設計業務委託　Ｌ＝ 1,420 ｍ
　　

【前年実績・効果】
○霊山町上小国下地区
　ハイポリ管配水管φ75㎜～φ150㎜　Ｌ＝3,636ｍ
　配水支管φ 50㎜以下　Ｌ＝ 817ｍ

○霊山町上小国上地区
　ハイポリ管配水管φ 75㎜Ｌ＝ 548ｍ
　配水支管φ 50㎜以下Ｌ＝ 223ｍ
○測量設計業務委託
　平成 28年度実施設計業務委託　Ｌ＝ 4,880 ｍ

3 億 8,880 万円

3 億 2,830 万円

◇ 伊達地域に認定こども園を整備します

◇ 水道水の確保によって放射能被害を払拭し、早期帰還を目指します

伊達認定こども園整備事業

上小国地区水道施設整備事業	 	 	 	

財源（万円） 市の負担 国・県の負担 市　債
673 25,477 12,730

財源（万円） 市の負担 国・県の負担 その他（一般会計出資金）
2,130 20,467 10,233

猫内

仲ノ内

相原

Ｐ西堤

松山

山上

●伊達中央交流館

聖光学院高校◯文

伊達小学校

伊達駅

◯文

4

伊達認定こども園建設地
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担当課 土木課

【目　　的】
　市内各地域の特性を生かした地域間の交通連携を促進するため、合併特例債等を活用した道路ネットワークの整
備を行います。

※具体的な整備箇所は、95～ 105頁に掲載しています。

（合併特例債対象事業）
⑴保原地域
　上ノ原２号線　　　�相馬福島道路の I.C 整備に併せた幹線道路整備　　　
　保原箱崎線　　　　上保原地区の幹線道路整備

⑵霊山地域
　繕木杉ノ内線　　　�相馬福島道路の I.C 整備に併せた幹線道路整備
　前地田代線　　　　大石地区の防災道路整備
　下屋敷高ノ上線　　掛田地区の生活道路整備

⑶月舘地域
　沢川水路　　　　　御代田地区の雨水排水路等の整備
　寺村社旭作線　　　御代田地区の生活道路整備　

（単独対象事業）
⑴伊達地域
　岡前北畑線　　　伊達地区の生活道路整備�　
　原西３号線　　　箱崎地区の R399整備に併せた幹線道路整備

⑵梁川地域
　愛宕後離森線　　旧中ノ内橋撤去工事

⑶保原地域
　東台後中瀬町線　�古川端橋架替に伴う取付道路整備負担金
　田向１号線　　　相馬福島道路整備に併せた市道整備

7 億 5,836 万円

◇ 各地域の特性を生かした道路網を整備します
道路新設改良事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担 市　債
2,836 26,860 46,140
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担当課 管理課

担当課 都市整備課

【目　　的】
　「道の駅」は、本市の魅力と地域資源をアピールする
場、市民の地域交流の場、災害に備えた救援活動の場
としても重要な機能を持つものです。
　「休憩機能」「情報発信機能」「地域連携機能」を持っ
た施設を整備し、本市の魅力発信と地域活性化を図る
とともに、災害時の支援活動の拠点として活用するた
め整備します。　

【実施内容】
　造成工事および建築工事に着手します。建築工事は
平成 28年度～ 29年度の継続工事となります。

【前年実績・効果】
　造成実施設計、建築実施設計を行いました。

【目　　的】
　伊達駅は本市のＪＲ玄関口であり、通勤通学の時間
帯は送迎の車両により駅周辺が混雑していることから、
混雑解消は基より個性があり好感のもてる景観、環境
に配慮した駅前広場を整備するものです。

【実施内容】
　東日本旅客鉄道㈱との協議を行うための「基本計画」
を策定した後、実施設計および用地測量を行います。
　　

【前年実績・効果】
�　平成 27年度は、基本計画策定の為の事前協議を行
いました。

7 億 1,784 万円

2,100 万円

◇ 伊達市らしさが息づく交流と発信の場

◇ 駅前の混雑解消と魅力ある景観形成を目指します

道の駅建設事業

伊達駅前整備事業

イメージ図

伊達駅前

財源（万円） 市の負担 国・県の負担 市　債
5,649 7,175 58,960

財源（万円） 市の負担 市　債
960 1,140
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担当課 都市整備課、総合政策課

【目　　的】
　市民に親しまれている保原総合公園の広域的な利用
と市民の更なる健康増進、青少年の健全育成や福祉の
向上に資するため、総合的なスポ－ツ・レクリエ－ショ
ン拠点として、駐車場の増設や公園機能拡充を図るた
め公園規模を拡大します。また、保原総合公園拡張整
備に伴い、阿武隈急行大泉駅を利用する公園来訪者の
利便性向上を図るため、大泉駅と公園とのアクセスを
整備します。

【実施内容】
　保原総合公園の規模拡大および公園機能拡充のため、
公園拡張整備の実施設計を行い、造成工事に着手しま
す。　

【年次計画】
�平成 28年（繰越）　　　　用地買収・実施設計
�平成 28年～平成 31年　　造成工事
�平成 29年～平成 33年　　公園施設整備工事　

1 億 3,559 万円

◇ 公園機能を拡充し、利便性を高めます
保原総合公園拡張整備事業

保原総合公園拡張整備予定地

財源（万円） 市の負担 市　債
679 12,880

担当課 教育総務課

【目　　的】
　市内の小学５年生の児童全員を対象とし、親元を離
れ、一定期間通学しながら合宿を行い、日常生活の技
能や自立心・協調性を高めることを目的とした、「通学
合宿体験事業」を行うため通学合宿所を整備します。

【実施内容】
○通学合宿所基本・実施設計業務委託

3,100 万円

◇ 小学５年生を対象とした、通学合宿所を整備します
通学合宿所整備事業

財源（万円） 市の負担 市　債
970 2,130
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担当課 消防防災課

【目　　的】
　局地的短時間豪雨や大規模な土砂災害等に対応するため、避難などの防災情報を広範囲に迅速かつ正確に伝達す
るための同報系防災行政無線を整備します。

【実施内容】
○屋外拡声子局（スピーカー）設備 71局
◯戸別受信機設備　355台

【前年実績・効果】
　電波伝搬調査、音響音達調査などの実施設計に係る業務を委託により実施。�

7 億 185 万円

◇ 市民の安全・安心なまちづくりを構築します
同報系防災行政無線整備事業

防災行政無線イメージ

財源（万円） 市の負担 市　債
25 70,160
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担当課 教育総務課

担当課 教育総務課

【目　　的】
　耐震性能が不足し、老朽化が著しい掛田小学校（校
舎 2棟、屋内運動場）の耐震化および施設の長寿命化
のための大規模改修工事を実施します。

【実施内容】
　掛田小学校耐震基本計画業務委託（校舎 2棟、屋内
運動場）

【目　　的】
　中学校 6施設の営繕、施設管理業務、その他施設備
品等の更新により、生徒達の教育環境改善を図り安心・
安全な施設を供給します。

【実施内容】
○伊達中学校トイレ改修工事
○松陽中学校屋内運動場屋根改修工事
○桃陵中学校放送設備、屋内運動場音響設備更新工事等
○特殊建築物定期報告業務委託

【前年実績・効果】
○桃陵中学校屋内運動場屋根葺替工事
○松陽中学校外壁タイル改修工事
○梁川中学校トイレフラッシュバルブ交換工事
○伊達中学校高圧気中開閉器更新工事
○特殊建築物定期報告業務委託

1,183 万円

1 億 481 万円

◇ 安心で安全な教育施設づくりを目指します

◇ 中学校６校の施設維持管理を行います

小学校施設整備事業

中学校施設維持管理事業

校舎全景（グラウンド側から望む）

財源（万円） 市の負担
1,183

財源（万円） 市の負担
10,481
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担当課 教育総務課

担当課 学校給食センター

【目　　的】
　耐震性能が不足し、老朽化により施設機能が低下して
いる保原体育館を、耐震化や内外装、給排水設備、冷
暖房設備、エレベーター等の大規模改修工事を行うこ
とで、施設の長寿命化、さらには、地域スポーツ活動、
災害時の避難施設として利便性の向上が図れるよう整
備するものです。

【実施内容】
　保原体育館耐震補強・大規模改修工事実施設計業務
委託

【前年実績・効果】
　保原体育館耐震基本計画・大規模改修基本設計業務
委託 810万円

【目　　的】
　老朽化した保原・梁川学校給食センターを統合し、新
たに最新設備の学校給食センターを建設し、公設民営
による給食事業を行い、事業費の効率化を図ります。

【実施内容】
①�実施・造成設計が完了し、開発許可・建築確認申請
事務を行います。　
②�建設予定地の造成工事と、隣接する道路の拡幅の用
地確保と工事と汚水処理設備工事、センター本体建
築工事に着手します。

【前年実績・効果】
　28年度工事着手に向け、準備を行いました。�
　基本設計完了、実施・造成設計業務委託を行いました。

2,009 万円

10 億 8,618 万円

◇ 時代のニーズに合った施設改修設計を行います

◇ 保原・梁川給食センターを統合改築します

保原体育館改修整備事業

（仮称）伊達市保原学校給食センター建設事業

正面玄関全景（駐車場側より望む）

新築完成予想図

財源（万円） 市の負担 市　債
109 1,900

財源（万円） 市の負担 市　債
5,528 103,090
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担当課 放射能対策課

担当課 放射能対策課

【目　　的】
　放射能による市民の不安を解消するため、安心・安
全な地域を目指し、放射能対策を行います。

【実施内容】
　除染に伴い発生した除去土壌等を保管している仮置
場の適正な維持管理を実施するとともに、可燃物を各
仮置場から搬出し、仮設焼却施設で減容化します。また、
市民の放射線に対する不安を解消するため、放射能相
談センターにおいて、市民からの放射能に関する相談、
支援の対応を行い、さらに事後モニタリング、フォロー
アップ事業を実施します。

【前年実績・効果】
○�放射能相談センターによる放射能に関する相談、支
援　216件
○�Ａエリア事後モニタリングによる除染効果の維持の
確認　宅地 3,125 件、道路 560路線
◯�仮置場から仮設焼却施設への可燃物の搬出　27仮置
場から 12,495 袋

【目　　的】
　放射能による市民の不安を解消させ、安心して生活
できる地域にするため「伊達市除染実施計画」に基づき、
Ｃエリア内の市道の側溝除染を行います。

【実施内容】
　Ｃエリア内生活圏を中心とした市道において側溝に
汚泥が堆積し排水不良になっている箇所の堆積物を除
去し放射線量の低減を図ります。
　除染実施地域　：梁川地域
　除染対象路線数：377路線
　除染対象延長　：�152km

【前年実績・効果】
　除染実施地域　：伊達・梁川・保原地域
　除染実施路線数：161路線
　除染実施延長　：43.6km
　仮置場造成工事：新設 2箇所　増設 4箇所

○��中間貯蔵施設への除去土壌等パイロット輸送　476袋
○�無蓋防火水槽の汚泥除去　324基

10 億 7,720 万円

6 億 6,981 万円

◇ 安心の確保に向けて引き続き放射能対策に取り組みます

◇ 安心して生活できる地域環境のため、市道側溝除染を行います。

生活圏除染対策事業

除染対策事業

月舘地区布川５番組仮置場

月舘 7-2 地区搬出状況

市道側溝除染作業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
266 107,454

財源（万円） 国・県の負担
66,981

Ⅱー（1）除染対策事業
拡
充

拡
充
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担当課 農林整備課、農政課

担当課 放射能対策課

【目　　的】
　安全な農産物生産のための、農地等の除染と放射性
物質吸収抑制対策等を行います。

【実施内容】
○試験的なホダ場除染（農林整備課）
○仮置場の管理。12カ所（農林整備課）
○水稲・大豆・牧草の放射性物質吸収抑制対策（農政課）
○里山除染の共同研究（農林整備課）

【前年実績・効果】
○放射性物質吸収抑制対策
　水稲 1,210ha　大豆 26ha　牧草 22ha
○ビニールハウス周り除染　54棟　1,300㎡
○除染除去物搬出　5,200 個
○農道除染　8路線　7.1Km
○仮置場の管理　11カ所　　　
�

【目　　的】
　市内の放射線量を把握するため、環境放射線量のモ
ニタリングを実施します。

【実施内容】
○�一斉放射線量測定（定点 744 点）を年２回実施し、
その測定結果のカラーマップを作成して、全戸配布
をします。
○�市内 19箇所の環境放射線量を測定し、広報、ホーム
ページ等で測定結果をお知らせします。
○�集会所、学校等の放射線量を測定し、ホームページ
で測定結果をお知らせします。
○�町内会に配布している測定器の誤差調整を年１回実
施します。

【前年実績・効果】
○�市内 744地点の一斉放射線量測定を年２回実施
○�一斉放射線量測定マップ作成　８月（第 12回）と３
月（第 13回）に実施

○�市内 19箇所の環境放射線量を毎日ホームページに掲載
○�集会所、学校等の放射線量を週１回ホームページに
掲載
○�町内会配布測定器 600台の校正を実施

2 億 3,766 万円

2,882 万円

◇ 安心して営農できる環境と安全な農産物の生産を支援します

◇ 市内の放射線量を把握してお知らせします

農地等除染対策事業

環境放射線モニタリング事業

ホダ場除染

第 12 回　伊達市一斉放射線量測定マップ

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
1,156 22,610

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
19 2,863
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担当課 放射能対策課

担当課 健康推進課

【目　　的】
　放射能への不安から県外および県内他市町村に避難
している方に、復興に向けた取り組みや健康管理等の
取り組みの情報を提供するなど、避難者の支援と帰還
に向けた取り組みを進めます。

【実施内容】
○月１回、市政だよりなどを避難先に発送します。
○�避難者の多い山形市、米沢市、新潟市に相談窓口を
設置して、相談受付と現地交流会を実施します。
○�避難者と帰還者を支援するため、新たに市内に相談
窓口を設置し、相談受付、交流会、情報発信等を実
施します。また、自主的サロンの運営グループに補
助金を交付します。
○�借上げ住宅制度の終了に伴い、支援の必要な避難者
等に対して、福島県と連携して、戸別訪問を実施し
ます。

【目　　的】
　健康不安の解消と安心の確保のため、個人線量計（ガ
ラスバッジ）により外部被ばく線量を測定します。

【実施内容】
　３カ月間を１サイクルとして、ガラスバッジを郵送
して測定を実施します。
　（対象者）
　子ども、妊婦、Ａエリア、無作為抽出者、希望者
　（集計分析）
　�ガラスバッジ測定結果分析を業務委託し、エリア別・
地区別・年齢別等の集計分析を行います。

【前年実績・効果】
（27年度測定者）　約 14,500 人
　測定結果の集計分析では、各エリア別、地区別、年齢
別ともに、　前年から減少していることがわかりました。

【前年実績・効果】
○�相談窓口開設日数　　　　毎週２日
○�現地交流会開催回数　　　各窓口ごと年間３回
○�自主的サロン補助金交付　１件

1,371 万円

1 億 5,092 万円

◇ 避難者と帰還者に寄り添った支援を進めます

◇ ガラスバッジを配布して、外部被ばく線量を引き続き測定します

避難者帰還推進事業

外部被ばく検査事業

線量別の人数分布

避難者相談窓口現地交流会（米沢市）

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
91 1,280

財源（万円） 国・県の負担
15,092

拡
充

Ⅱー（2）避難者支援事業

Ⅱー（3）健康管理事業
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担当課 健康推進課

担当課 健康推進課

【目　　的】
　健康不安の解消と安心の確保のため、ホールボディ
カウンタ（ＷＢＣ）により内部被ばく線量を測定します。

【実施内容】
　年間を通じて、検査機関での検査を実施します。（一
人年４回までの受検可能）
　（対象者）１歳以上の約 63,000 人
　小中学生については、年１回学校から検査機関まで
の送迎バスにより、検査を実施します。

【前年実績・効果】
（27年度受検者）　約 7,000 人�
　測定結果、受検者全員が預託実効線量１ｍ Sｖ未満。
�

【目　　的】
　放射線リスクの不安や生活状況の変化によるストレ
スの解消への支援を行います。
　　　　

【実施内容】
○�元気アップ復興隊（心と体のケアチーム）による活動
…�地域支援として、お茶のみ会を実施する中で、健
康相談やストレス解消講話等を行います。

　…母子支援として、育児相談や親子遊びを行います。
　…専門スタッフによる個別心理相談を行います。
○�放射能健康相談窓口
　…�保健師の健康相談と併せて放射能の個別相談をし

ます。
○�放射能Ｑ＆Ａ講話
　…放射能の正しい知識を啓発します。
○�すこやか運動教室
　…�児童に運動の楽しさを伝え、運動不足解消を図り

ます。

【前年実績・効果】
　お茶のみ会（81 回）心理相談（55 回）放射能健康
相談窓口（45 回）放射能Ｑ＆Ａ講話（17 回）すこや
か運動教室（127回）

5,473 万円

1,654 万円

◇ ホールボディカウンタ測定を受ける体制を維持します

◇ 元気アップ復興隊が、心と体のサポートをします

内部被ばく検査事業

心と体の健康管理事業

財源（万円） 国・県の負担
5,473

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
52 1,602

測定風景

お茶のみ会
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◇ 安心安全な給食を提供します
担当課 学校給食センター

【目　　的】
　小中学校、幼稚園の児童生徒に提供する給食では、安
全な食材を使用していますが、保護者の不安解消のた
め、給食実施日の食材等のモニタリング検査を行います。

【実施内容】
①�市内３学校給食センターにおいて、学校給食で使用
する食材と出来上がった給食１食分をモニタリング
検査し、基準値以下であることを確認します。　
②�モニタリング結果は市のホームページで毎日公表し
ます。

【前年実績・効果】
　モニタリング検査を行い、伊達市のホームページで
検査結果の公表しました。検査結果はすべて基準値以
下であり、モニタリングにおいて安心安全な給食を提
供することができました。�

653 万円

学校給食食材モニタリング調査事業

財源（万円） 市の負担
653

食材はミキサーにかけ、測定機に入れます



40

特
　
集
　



政
策

1

と
も
に
紡
ぐ
協
働
の
ま
ち
づ
く
り

1 － 1

　地域の個性を活かしたまちづくりの推進

1 － 2

　生活安全体制の強化

1 － 3

　持続可能な行政経営の推進

政策 1

ともに紡ぐ協働のまちづくり
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1 ー 1 地域の個性を活かしたまちづくりの推進

担当課 総合政策課

担当課 市民協働課

担当課 市民協働課

【目　　的】
　少子高齢化や人口減少が進む中山間地域において、３
大都市圏に住む若者等を「地域おこし支援員」として
配置し、よそ者・若者などの視点で地域課題の解決や
地域資源の発掘などに取り組みます。

【実施内容】
�平成 28 年３月末現在で６名の地域おこし支援員が活
躍しており、以下の地域協力活動を行っています。
○地域行事、コミュニティ活動支援
○地域資源の発掘および地域振興に関する活動支援
○首都圏等との交流活動　など　

【目　　的】
　平成 27年度に策定した男女共同参画推進条例の基本
理念のもと、市・市民・事業者・教育関係者の協働により、
男女共同参画を推進します。

【実施内容】
○�伊達市男女共同参画プランを改定
○�一般市民、企業等を対象とした講演会や参加しやす
い講演会等を実施します。

【前年実績・効果】
○�男女共同参画プラン実施状況報告のホームページ掲載
○�男女共同参画推進条例検討委員会、伊達市男女共同
参画推進庁内委員会、男女共同参画に関する市民ア
ンケート、パブリックコメント等を実施して伊達市
男女共同参画推進条例制定

【目　　的】
　多くの人々がさまざまな市民活動に主体的に関わり、
協働により自立した魅力あるまちづくりを推進するた
め、地域課題の解決や地域住民の意向を反映させた事
業を推進します。

【実施内容】
○�地域自治組織の課題解決に向けた事業に対する支援
○�地域自治についての意見交換や組織形成の学習会な
ど、地域自治組織設立までの支援

【前年実績・効果】
○ 29エリア中、25団体組織設立（平成 28年 3月末）
○地域自治組織活動支援交付金

6,480 万円

80 万円

6,991 万円

生き活き集落づくり事業

男女共同参画事業

地域自治組織推進事業

財源（万円） 市の負担
6,480

財源（万円） 市の負担
80

財源（万円） 市の負担
6,991

他の地域おこし協力隊との交流 地域自治組織代表者会議

担当課 市民協働課

【目　　的】
　国際化社会に対応できる人材を育成するため、伊達
市国際交流協会が主催する事業に補助金を交付します。

【実施内容】
○�海外派遣相互交流事業（伊達市内の中高校生とアメ
リカ・リヴィア市内の中・高校生が１年おきに交互

にホームスティを通して交
流を深めます。）
○�異文化理解講演会の開催
○�異文化理解のための在住
外国人との交流事業
○�在住外国人を対象にした
日本語教室

【前年実績・効果】
○�リヴィア市訪問団派遣事
業は受入側の事情により
延期
○�異文化理解講演会「アル
ゼンチンの食文化と習
慣」（34名参加）

395 万円

国際交流事業

財源（万円） 市の負担
395

異文化理解講演会
「アルゼンチンの食文化と習慣」
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担当課 梁川総合支所

担当課 保原総合支所

【目　　的】
　梁川地域は、梁川城址、亀岡八幡宮など伊達氏関連
の歴史資源が多数存在しています。
　これらの観光資源を活用し、伊達市をＰＲするとと
もに、地域活性化や観光によるまちづくりを進めます。
また、観光拠点施設として「まちの駅」（歴史の駅）の
整備を行い、観光案内所、休憩所、歴史資料の展示、物
産販売などを通して交流の場を整備します。　

【実施内容】
　「まちの駅」（歴史の駅）の用地買収および基本設計、
実施設計を行います。

【前年実績・効果】
　梁川歴史と文化のまちづくり整備の基本計画を策定
しました。

【目　　的】
　多くの市民が活動する交流館について、施設の修繕
や地域自治組織による運営支援を行います。　

【実施内容】
○施設の維持管理のため委託や修繕等の実施
○�中央交流館および大田地区交流館の空調設備改修工
事

【前年実績・効果】
○施設の維持管理のため委託や修繕等の実施

8,588 万円

1 億 5,870 万円

梁川歴史と文化のまちづくり整備事業

保原交流館維持管理事業

財源（万円） 市の負担 市　債
908 7,680

財源（万円） 市の負担 その他
15,652 218

梁川城跡本丸庭園「心字の池」

保原中央交流館
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担当課 伊達総合支所

【目　　的】
　市民が、主体的に取り組む地域づくり事業などに必
要な助成を行います。また、身近な町内会の事業活動
に交付金の助成を行います。

【実施内容】
○行政区運営事業（36行政区）　　　446万円
　行政推進員の報酬です。
○行政区活動交付金（36行政区）　　669万円
　町内会活動を支援する交付金です。
○地域づくり支援事業交付金　　　　369万円
　平成 28年度の申請により、交付先・事業を決定します。

【前年実績・効果】
○ふるさとまつり
○町内会連合会補助
○ウォーキング大会
○だてふるさと産業祭
○МＤＤ文化鑑賞会　など

1,484 万円

伊達地域づくり支援事業

財源（万円） 市の負担
1,484

だてふるさと産業祭

担当課 梁川総合支所

【目　　的】
　市民が、主体的に取り組む地域づくり事業などに必
要な助成を行います。また、身近な町内会の事業活動
に交付金の助成を行います。

【実施内容】
○行政区運営事業（127行政区）　　1,040 万円
　行政推進員の報酬です。
○行政区活動交付金（127行政区）　1,244 万円
　町内会活動を支援する交付金です。
○地域づくり支援事業交付金　　　　��518 万円
　平成 28年度の申請により交付先・事業を決定します。

【前年実績・効果】
○やながわふる里まつり事業
○自治組織などの地域づくり事業
○高齢者ボランティア活動事業
○婦人会活動事業
○村づくり活性化推進事業

2,802 万円

梁川地域づくり支援事業

財源（万円） 市の負担
2,802

伊達のふる里夏まつり「オラトリオ」

伊達のふる里夏まつり「やながわ踊り流し」
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担当課 保原総合支所

担当課 霊山総合支所

【目　　的】
　市民が、主体的に取り組む地域づくり事業などに必
要な助成を行います。また、身近な町内会の事業活動
に交付金の助成を行います。

【実施内容】
○行政区運営事業（120行政区）　　1,146 万円
　行政推進員の報酬です。
○行政区活動交付金（120行政区）　1,530 万円　
　町内会活動を支援する交付金です。
○地域づくり支援事業交付金　　　　�326 万円
　平成 28年度の申請により交付先・事業を決定します。

【前年実績・効果】
○ほばらサマーフェスティバル
○陣屋通りイルミネーション事業
○紅屋峠千本桜整備事業
○ほばら産業まつり
○婦人会活動事業
○高子沼環境美化事業
○流町地域づくり活動
○太鼓競演など

【目　　的】
　市民が、主体的に取り組む地域づくり事業などに必
要な助成を行います。また、身近な町内会の事業活動
に交付金の助成を行います。

【実施内容】
○行政区運営事業（73行政区）　　551万円
　行政推進員の報酬です。　　　　
○行政区活動交付金（73行政区）　619万円
　町内会活動を支援する交付金です。
○地域づくり支援事業交付金　　　536万円
　平成 28年度の申請により交付先・事業を決定します。

【前年実績・効果】
○第 31回霊山太鼓まつり事業
○霊山太鼓の保存・伝承事業
○婦人会活動事業
○天蚕繭特産品づくりを通じた地域活性化事業
○霊山ニンジン育成支援事業　など

3,002 万円

1,706 万円

保原地域づくり支援事業

霊山地域づくり支援事業

財源（万円） 市の負担
3,002

財源（万円） 市の負担
1,706

陣屋通りイルミネーション事業

ほばらサマーフェスティバル

霊山太鼓まつり
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担当課 月舘総合支所

担当課 消防防災課、各総合支所

【目　　的】
　市民が、主体的に取り組む地域づくり事業などに必
要な助成を行います。また、身近な町内会の事業活動
に交付金の助成を行います。

【実施内容】
○行政区運営事業（39行政区）　　281万円
　行政推進員の報酬です。
○行政区活動交付金（39行政区）　302万円
　町内会活動を支援する交付金です。
○地域づくり支援事業交付金　　　410万円
　平成 28年度の申請により交付先・事業を決定します。

【前年実績・効果】
○モノ作りびとフェア支援事業
○やまゆり花舞四季会社運営支援事業
○小手姫の里まつり協議会運営支援事業
○こどもフェスタ開催支援事業
○婦人会活動支援事業　など

【目　　的】
　火災・大雨洪水・地震などの災害に備え消防団を組
織し、地域防災の要として街を守ります。

【内　　容】
今年度消防団事業
○秋季検閲（平成 28年 10月）
○出初式（平成 29年１月）
○初午行事（平成 29年３月）
○各種訓練
○消防団員安全靴の購入

【組　　織】
伊達市消防団の組織（平成 27年４月１日）
○団員数　1,325 人

【平成 27 年中　火災発生件数】
24 件（平成 27年 1月～ 12月）

993 万円

1 億 4,502 万円

月舘地域づくり支援事業

消防団活動事業

財源（万円） 市の負担
993

財源（万円） 市の負担 その他
14,495 7

小手姫の里秋まつりでの出張レストラン風景

平成 28 年出初式

1 ー 2 生活安全体制の強化

伊達支団
153人 2分団

7分団

5分団

4分団

2分団

7部

14部

19部

13部

5部

17班

32班

39班

27班

14班

梁川支団
411人
保原支団
370人
霊山支団
226人
月舘支団
160人
5支団 20分団 58部 129班

本団
5人
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担当課 消防防災課 担当課 生活環境課

【目　　的】
　地域住民の自主的な防災力を推進するため、自主防
災組織の活動を支援します。

【実施内容】
　防災資機材の整備を行う際の補助
　防災訓練や啓発活動を行う際の補助

【前年実績・効果】
平成 28年２月末現在　
　自主防災組織数　54
　補助金額　115万円

【目　　的】
　市民の安全な交通環境を確保するため、関係機関と
の連携のもと、交通安全施設の整備を推進します。

【実施内容】
　交通事故の防止のため、公道の危険箇所への道路反
射鏡（カーブミラー）など交通安全施設の設置および
修繕を行います。
　適正な維持管理を行うため道路反射鏡（カーブミ
ラー）の調査・点検を行い、台帳整備を行います。

【前年実績・効果】
�道路反射鏡（カーブミラー）設置および修繕　27カ所

366 万円 867 万円

自主防災組織支援事業 交通安全施設整備事業

財源（万円） 市の負担
366 財源（万円） 市の負担

867

伊達駅前四町内会連絡協議会自主防災会防災訓練 カーブミラー調整写真：保原町西町地内

担当課 生活環境課

【目　　的】
　市民一人ひとりが交通ルールを守るとともに、正し
い交通マナーを実践し習慣化することで、交通事故の
ない安全・安心なまちづくりを目指します。

【実施内容】
　交通安全関係団体との連携のもと、市民参加型の交
通安全運動や交通安全教育を推進し、交通安全意識の
啓発と交通マナーの向上に努め、交通事故の減少を図
ります。
　交通安全協会各部会（伊達・梁川・保原・霊山・月舘）
に補助金を交付し、交通安全活動を支援します。

【前年実績】
伊達市内の交通事故状況
平成 27年 1月～平成 27年 12月

地 域 名 伊　達 梁　川 保原　 霊　山 月　舘 合　計
年 H26 H27 比較 H26 H27 比較 H26 H27 比較 H26 H27 比較 H26 H27 比較 H26 H27 比較

事故件数 38 24 -14 26 20 -6 74 42 -32 20 9 -11 6 2 -4 164 97 -67
負傷者数 41 24 -17 28 20 -8 84 46 -38 24 9 -15 6 2 -4 183 101 -82
死 者 数 1 0 -1 0 0 0 0 2 2 0 1 1 0 0 0 1 3 2

547 万円

交通安全対策事業

財源（万円） 市の負担
547

交通安全教室（富成小学校）
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担当課 生活環境課

【目　　的】
　消費者問題に関わる被害を未然に防止するため、消
費者相談体制の強化や啓発活動等を推進し、健全な消
費生活社会の形成を図ります。

【実施内容】
○消費生活相談
　・場所：本庁１階消費生活センター
　・時間：月曜日から金曜日まで（祝日を除く）
　　　　　来所相談　午前９時から午後４時まで
　　　　　電話相談　午前８時 30分から午後５時まで
　　　　　電話番号　574－ 2233（相談専用）
○�消費生活暮らしの講座等による啓発・注意喚起
　�　内容はチラシや広報紙、ホームページ等で随時お
知らせいたします。
�○弁護士無料相談会
　�　一人 30分の予約制で、月１回福島県弁護士会の弁
護士による相談会を実施しています。

【前年実績・効果】
○相談件数 503件（１月末現在）
○講座は月１回、講演会は年１回、見学会は年８回実施
○弁護士無料相談 56件（１月末現在）

994 万円

消費者行政推進事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
8 986

消費生活暮らしの講演会

1 ー 3 持続可能な行政運営の推進

担当課 総合政策課 担当課 総合政策課

【目　　的】
　第 2次総合計画に基づいたまちづくりを効果的かつ
効率的に推進するため、施策目的に照らした事務事業
優先度評価を実施し、選択と集中を意識した進行管理
を行います。

【実施内容】
○行政経営会議による優先度評価の実施
○施策評価会議の開催
○事務事業評価研修会の実施
○市民満足度調査の実施、結果分析

【前年実績】
○行政経営会議（夏、秋）　　��５日間、延べ 90人
○施策評価会議　　　　　　　５日間、延べ 100人
○事務事業評価研修会　　　　５日間、延べ 200人
○市民満足度調査の実施　　　対象４千人

【目　　的】
　民間で培われてきた改善方法を取り入れ、業務改善
を進めます。徹底してムダを取り除き、業務量を軽減
させて人材の更なる有効活用を推進します。

【実施内容】
○業務棚卸し（業務量把握）を調査・分析
○業務量の軽減と行政サービスの向上
○各職場の成果発表会の開催

【前年実績・効果】
○業務量調査および傾向分析　42職場
○作業手順書の作成　　　　42職場
○講師による現場指導　　　16日間、延 79職場
○情報共有会議の開催　　　６回、延 240人参加
○年次発表会の開催　　　　１回、55人参加

633 万円 850 万円

第 2次総合計画進行管理事業 業務改善推進事業

財源（万円） 市の負担
633 財源（万円） 市の負担

850

窓口改善の一例
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担当課 総務課

【目　　的】
　市民サービスの向上と行政事務の効率化、各部門が連
携した柔軟で強固な行政基盤の構築を図り災害等の緊
急時や多様化する行政課題に的確に対応するため、本
庁舎東側に庁舎を増築し、本庁機能を集約します。

【実施内容】
○実施設計の策定
○建築工事着手

10 億 8,037 万円

本庁舎増築事業

財源（万円） 市の負担 市　債
5,637 102,400

担当課 総務課

【目　　的】
　平成 24年６月 28日、伊達市は『非核平和都市』で
あることを宣言しました。
　この宣言を契機として、核兵器の怖さや平和の尊さ
を次代に継承し、平和維持の重要性を広く市民に啓発
することとしています。

【実施内容】
○伊達市中学生広島平和記念式典派遣事業
○原爆パネル展

【前年実績・効果】
○伊達市中学生広島平和記念式典派遣事業
　8/5 ～ 8/7　中学生 12名参加
○原爆パネル展
　8/6 ～ 8/15　本庁舎シルクホール・分庁舎ロビー

146 万円

非核平和都市宣言事業

財源（万円） 市の負担
146

担当課 財政課

【目　　的】
　長期的な視点で公共施設の配置適正化を検討し、計
画的かつ効率的な管理・運営の推進を図ります。また、
平成 29年度末までに、企業会計的要素を含む統一基準
で平成 28年度決算ベースの財務書類を作成する必要が
あることから、その準備を進めます。

【実施内容】
○（仮称）伊達市公共施設等配置適正化計画策定
○新地方公会計制度導入準備

【前年実績・効果】
　公共施設等の今後のあり方についての基本的方針（総
論）として公共施設等総合管理計画を策定しました。ま
た、計画策定の基礎資料として公共施設白書を作成し
ました。�

1,679 万円

ファシリティマネジメント推進事業

財源（万円） 市の負担
1,679

広島平和記念式典に派遣された中学生たち

担当課 秘書広報課

【目　　的】
　市民の皆さんに、市の施策や制度などの情報をお知
らせし、市政に対する理解を得ることで、市民協働の
まちづくりを推進するため、広報紙を発行します。　

【実施内容】
　だて市政だより　毎月第４木曜日発行
　だて市政だよりお知らせ版　毎月第２木曜日発行

【前年実績・効果】
　「i広報紙」というアプリを導入して、「だて市政だより」
を、スマートフォンやタブレットでも見られるように
しました。

1,027 万円

広報紙発行事業

財源（万円） 市の負担 その他
983 44

だて市政だより
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担当課 秘書広報課担当課 秘書広報課

【目　　的】
　市政広聴活動の一環として、市政と対する提案や意
見等を直接聴取し、市政推進に役立てるため、説明会
や懇談会を開催します。　

【実施内容】
①経営に関する説明会　市内 5地域で開催
②ふれあい懇談会　主催：市
③市民対話集会　主催：地域自治組織や各種団体

【前年実績・効果】
伊達市経営に関する説明会
　平成 27年度　５地域にて開催　　333名　参加

【目　　的】
　市のホームページを運用し、リアルタイムに市の情
報を発信します。　

【実施内容】
市のホームページを活用して、各課から情報を発信します。
○行政情報、イベント情報、災害情報
○伊達ケーブルテレビ番組をネット配信
　（こんにちは伊達、伊達市議会中継）
○映像（動画）による情報発信を計画します。

【前年実績・効果】　
　年間アクセス数　平成 27年度　443,474 件
　（12月現在）

0 万円283 万円

市民懇談会事業ホームページ運用事業

財源（万円） 市の負担
283

経営に関する説明会風景ＨＰトップページ

担当課 秘書広報課

【目　　的】
　市民に行政や地域の情報を提供し、知識の向上と地
域のコミュニケーションを図るため、伊達市ケーブル
テレビ「テレビだて」の自主放送番組を制作し放送し
ます。
　また、BS・CS�デジタル放送の番組を安価で提供します。

【実施内容】
　伊達地域において、伊達市ケーブルテレビ加入者へ
地上デジタル放送の再送信、自主放送および有料放送
を送信します。
①自主放送番組
　○こんにちはだて 11ちゃん（コミュニティ番組）
　○特別番組（地域のイベント）・議会中継（生中継）
　○文字情報放送・愛宕山情報カメラなど
②ケーブルテレビ放送チャンネル数　
　○�無料放送「地上デジタル」：8チャンネル（うち自

主放送 2チャンネル）
　○�有料放送「BS�デジタル」：16チャンネル「CS�デ

ジタル」：26チャンネル　

【前年実績・効果】
【ケーブルテレビ加入世帯数】2,941 世帯
【有料放送加入件数】451件（平成28年 1月 31日現在）

6,177 万円

ケーブルテレビ番組制作放送事業

財源（万円） 市の負担 その他
4,614 1,563
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担当課 秘書広報課 担当課 秘書広報課

【目　　的】
　放送送信設備やケーブル回線の故障によりケーブル
テレビからの放送（50チャンネル）が中断しないよう
にするため、ケーブルテレビの維持管理を行います。

【実施内容】
　設備が正常に稼働しているかをシステムで監視し、異
常が発生した場合には、速やかに対処します。　
　また、ケーブルテレビに新たな加入や廃止があった
場合は、速やかに回線の引込・撤去工事を行います。

【前年実績・効果】
○ケーブルテレビ加入世帯数
　2,941 世帯
　（平成 28年 1月 31日現在）

【目　　的】
　伊達市ケーブルテレビの自主放送番組をインター
ネット（市のホームページ）で配信することにより、伊
達地域以外でも視聴することができ、地域間の情報格
差を是正します。

【実施内容】
　自主放送番組「週刊こんにちはだて 11ちゃん」を毎
週金曜日 18時のテレビ放送に合わせて、インターネッ
トに公開します。
　伊達市議会中継を配信します。
　議会開催中は本会議の模様をライブ配信（生中継）し、
議会終了後は審議内容毎に編集して配信します。

【前年実績・効果】
○平成 27年度アクセス件数
・「週刊こんにちはだて 11�ちゃん」：29,087 件
・議会中継：5,211 件
　（平成 28年 1月 31日現在）

2,205 万円 435 万円

ケーブルテレビ施設維持管理事業 ケーブルテレビネット配信事業

財源（万円） 市の負担 その他
2,181 24 財源（万円） 市の負担

435

担当課 収納課

【目　　的】
　市民から納付された市税等の収納状況を把握し、内
容を適正に管理するとともに、皆様の納付環境を整備
する事務を行います。

【実施内容】
　市民から納付された市税等が、正しい収納処理がな
されているかを管理する事務です。
　平成 25年度よりコンビニ収納を開始しているところ
ですが、より便利で安全な口座振替を促進しています。
　また、納付期限を過ぎても納付されない場合は、督
促状を発布し、納め忘れのないようにお知らせしてい
ます。

【前年実績・効果】
口振依頼件数 課税件数 �口振率

市県民税
（普通徴収） 5,368 件 10,546 件 50.90%

固定資産税 16,697 件 25,272 件 66.07%
軽自動車税 16,504 件 35,203 件 46.88%
国民健康保険税 5,171 件 7,917 件 65.32%

589 万円

収納管理事務

財源（万円） 市の負担 国・県の負担 その他
283 118 188
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担当課 収納課

【目　　的】
　市税等の収入額を増加することにより、市行政の健
全な財政運営を推進します。市税等の負担の公平公正
性を確保します。　　　

【実施内容】
○�催告書の通知、電話催告、訪問徴収などにより滞納
金の納付を推進します。
○�納付相談により、計画的な滞納金納付を図ります。
○�実態調査等により、担税能力を把握します。
○�滞納者の資産に対し差押を執行し、滞納金を収納す
るとともに、税債権の確保を図ります。
○�滞納者から差押した動産、不動産をインターネット
公売により換価し、市税等に充当します。
○�延滞金を厳格に徴収し、納期内納付の推進、および
税の公平性確保に努めます。

【前年実績・効果】
�○インターネットによる不動産公売

930 万円

滞納整理事務

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
744 186

担当課 農林整備課

【目　　的】
　土地を、筆毎に所有者、境界、用途、面積を調査し、
地図や簿冊を作成して、面積や境界を正確に表すこと
ができるようにします。

【実施内容】
　今年度は、梁川町上町の一部、天神町の一部、天神前、
鶴ケ岡の一部、赤五輪、北町頭の一部、南町頭、菖蒲
沢の一部、茶臼山の一部 0.30 平方キロメートル 1234
筆を実施する予定です。　
　なお、保原地域、伊達地域、月舘地域は、調査が完
了しています。
　※筆とは・・・土地を数えるときの単位です。

【前年実績・効果】
　昨年度は、梁川第 12地区（大町一丁目の一部、上町
の一部、天神町の一部、桜岳）0.09 平方キロメートル
392筆を実施しました。

1,786 万円

国土調査事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
961 825

平成 28 年度　実施予定区域図
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2 － 1

　子どもの健やかな育ちと子育て支援の充実

2 － 2

　「生きる力」を育む学校教育の充実

2 － 3

　心を育む生涯学習の推進

2 － 4

　文化財の保護と芸術文化の振興

政策 2

豊かな心を育むまちづくり
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2 ー 1 子どもの健やかな育ちと子育て支援の充実

担当課 こども育成課

担当課 こども支援課

【目　　的】
　子どもの健全育成のため、保護者が仕事などで家庭に
いない小学生を対象に、放課後等を安全・安心に過ごし、
多様な体験・活動を行うことができる場を提供します。

【実施内容】
　市内 11カ所で公立の児童クラブを開設しています。
平成 28年４月から放課後子ども教室「新柱沢さくらク
ラブ」が「はしらざわ児童クラブ」に移行しました。
　平成 28年度は、専門的な知識を有する民間業者へ子
ども達が快適に放課後を過ごせるプログラムの実践と
特別支援児童巡回指導業務を委託し運営をより充実さ
せます。
※開設時間　月曜日から金曜日
　　　　　　　児童の下校時間から午後７時まで
　　　　　　土曜日および学校休業日
　　　　　　　午前７時 30分から午後７時まで

【前年実績・効果】
　１年生から６年生 779人が登録

【目　　的】
　少子化を抑える対策として、多子世帯の育児に対す
る経済的負担の軽減を図ります。

【実施内容】
　第３子からの子どもの出産に際し、出産祝金として
ひとり 50万円を支給します。
○対象児
　�平成 27 年 4月 1日以降に生まれ、市内に住民登録
をした第３子以降の子ども
○受給対象者
　①�対象児の生まれた日の１年以上前から市内に居住

している保護者
　②世帯員に市税の滞納がないこと
　③�対象児を含めて３人以上の児童（20歳未満）を養

育していること

【前年実績・効果】
��支給人数　65人
　（平成 28年２月現在）

1 億 4,843 万円

3,750 万円

放課後児童健全育成事業

出産祝金支給事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担 その他
7,632 5,014 2,197

財源（万円） 市の負担
3,750

フリスビーづくりをする児童（かみほばら児童クラブ）

出産祝金第１号交付式

拡
充
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担当課 こども支援課 担当課 こども支援課

【目　　的】
　ひとり親家庭の自立を目的とした就業支援のため、就
業に必要な資格取得にかかる経費の一部を給付します。

【実施内容】
○高等学校卒業程度認定試験合格支援給付金
　・受講終了時給付金　対象費用の 20％
　・�合格時給付金対象費用の 40％（受講終了時給付金

と併せた上限 15万円）
○自立支援教育訓練給付金
　・�対象講座：雇用保険制度の教育訓練給付の指定訓

練講座
　・�受講終了時給付金　対象費用の60％（上限20万円）
○高等技能訓練促進費
　・�対象資格：看護師・介護福祉士・保育士・理学療法士・

作業療法士・調理師・製菓衛生師
　・訓練促進費（月額）70,500 円～ 100,000 円
　・修了一時金　　　　25,000 円～ 50,000 円

【目　　的】
　支援が必要な幼児に対して、健やかな発達を促し、保
護者が子どもの成長を理解し、地域で生活していくた
めの相談を行います。

【実施内容】
①�発達に障がいのある、または疑いがあるなど、子育
ての不安に対して相談や助言をし、安心して子育て
ができるようにサポートします。
②�発達障がい児をライフステージに応じて、切れ目な
く支援します。　　
③�幼稚園、保育園、こども園と、発達に障がいのある
幼児の受け止め方や関わり方などの研修会を開催し
ます。
④�関係する施設などと連携を図り、子どもにとって最
善の支援策を検討します。
⑤�障がい児に関する相談の総合窓口として、受給者証
の発行などを行います。

【前年実績・効果】
○相談件数　　約 140件
○相談総数　　約 950時間
○こども相談会（年間８日 16時間）

180 万円 990 万円

ひとり親家庭自立支援給付事業 幼児発達支援事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
45 135 財源（万円） 市の負担

990

担当課 こども支援課

【目　　的】
　平成 27年度から子ども・子育て支援新制度がスター
トしました。伊達市でも、子育て中の保護者の不安感
や負担感を軽減するため、様々な地域子育て支援事業
に取り組んでいきます。

【実施内容】
○子育て支援センターの運営
　�梁川認定こども園内に、親子で自由に過ごせる広場
として市が運営する子育て支援センターを開設して
います。子育てに関する情報提供や相談の受付も行っ
ています。
○�こんにちは赤ちゃん事業
　�生後４か月までの乳児のいる家庭へ訪問し、情報提
供や子育てする環境の把握を行います。

【前年実績・効果】
○�平成 27年８月より市が運営する子育て支援センター
を開設
　のべ利用者数　1,663 人（平成 28年２月末現在）
　のべ相談件数　　44件（平成 28年２月末現在）

1,478 万円

子ども・子育て支援事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
497 981

平成 27 年 8 月に開設した「伊達市子育て支援センター」

拡
充
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担当課 こども支援課

【目　　的】
　家庭や学校における子どもの適正な教育およびその
他家庭児童福祉の向上を図ります。また、児童生徒の
いじめや不登校、保護者等による虐待等の改善に向け、
学校や関係機関と連携して問題を抱える子どもの相談
支援を行います。

【実施内容】
　こども相談員４名を配置し、相談支援業務を行いま
す。また、要保護児童対策地域協議会のネットワーク
を活用し、児童虐待を未然に防ぐ取り組みを進めます。

【前年実績・効果】
　平成 26年度相談件数：107件
　平成 27年度相談件数：83件　　（１月末現在）

343 万円

児童虐待等相談事業

財源（万円） 市の負担
343

担当課 こども育成課

【目　　的】
　市内の幼稚園の教育環境を整備し、「３歳からの心の
義務教育」の充実を図ります。

【実施内容】
　幼稚園の運営および維持管理にかかる費用と認定こ
ども園へ移行した梁川幼稚園と月舘幼稚園の園舎を解
体撤去するための予算を計上しています。
○市立幼稚園の運営および維持管理費用（9園）
○私立幼稚園に対する運営費負担（2園）
○市立幼稚園解体工事設計業務および監理等業務委託
料
○市立幼稚園解体工事（梁川幼稚園、月舘幼稚園）

【前年実績・効果】
　3～ 5歳児、519人が幼稚園を利用しました。
（梁川幼稚園園児 91人含む。～ 8月 1日から梁川認定
こども園へ移行）

2 億 6,301 万円

幼稚園管理運営事務、私立幼稚園運営費負担金事務

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
22,712 3,589

伊達幼稚園の園児
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担当課 こども育成課

担当課 こども育成課

【目　　的】
　幼稚園と保育園の機能をあわせ持つ施設の特色を生
かし、総合的に質の高い教育および保育を提供します。
私立の認定こども園に対しては、利用定員や入所児童
数に応じて国の基準により運営費を支給しています。

【実施内容】
　開園時間　午前７時～午後７時
　保育時間　保育標準時間　午前７時～午後６時
　　　　　　保育短時間　　午前８時～午後４時
　教育時間　�教育標準時間　午前８時 15分～午後１時

30分（園により実施時間が少し異なります）
※�上記保育・教育時間以外で、希望する場合は、開園
時間内での延長保育・預かり保育を利用することが
できます。　

【前年実績】
　認定こども園は、公立１園と私立２園の計３園です。

【目　　的】
　就労している保護者に代わって、家庭と連携をとり
ながら養育の補完と教育を行うことで子どもの最善の
利益を図っています。私立の保育園に対しては、利用
定員や入所児童数に応じて国の基準により運営費を支
給しています。また、特別保育事業に取り組んでいる
私立の保育園に補助金を交付しています。

【実施内容】
　開園時間　午前７時～午後７時
　保育時間　保育標準時間　午前７時～午後６時
　　　　　　保育短時間　　午前８時～午後４時
※�上記保育時間以外で、希望する場合は、開園時間内
での延長保育を利用することができます。
※�保育標準時間と保育短時間とは「保育を必要とする
事由」により区分されます。

【前年実績】
656人が保育園を利用しました。

5 億 8,100 万円

5 億 7,017 万円

認定こども園運営費負担金事務、認定こども園維持管理事業

保育所運営費負担金事務、私立保育園補助金交付事業、保原保育園運営維持管理事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担 その他
26,858 27,922 3,320

財源（万円） 市の負担 国・県の負担 その他
21,373 24,261 11,383

梁川認定こども園の園児

保原保育園の園児

拡
充
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2 ー 2「生きる力」を育む学校教育の充実

担当課 学校教育課

担当課 学校教育課

【目　　的】
　伊達市復興のシンボルとして、中学校吹奏楽部の強
化・充実を図り、音楽の力で市民が復興に向け勇気と
希望を持てるようにします。

【実施内容】
　中学校吹奏楽部生徒が東京藝術大学音楽学部の教員
や学生から定期的に演奏技術の指導を受け、その成果
を平成 28年５月 29日（日）に保原体育館において５
回目の合同演奏会として披露します。また、各地域で
開催されるイベント等において吹奏楽部の演奏を行い、
市民と音楽を通した交流を深めます。
　吹奏楽部のある６つの中学校を中心に、楽器の修繕
や補充を行います。※演奏会開催にあたり支援をいた
だいています。

【前年実績・効果】
　東京藝術大学音楽学部との交流活動を年５回開催。そ
の内の１回を合同演奏会として開催し、市内６中学校
吹奏楽部のほか、伊達小学校吹奏楽部、保原高等学校

【目　　的】
　小・中学校の児童生徒の知識や技能の習得と、思考
力や判断力、学習意欲などを育成し、「確かな学力」の
向上を図ります。

【実施内容】
①�学力の実態を分析し、学習指導改善に資するために、
全ての小・中学生を対象に学力調査を実施します。
②�６つの中学校区ごとに、小・中学校が連携して、児
童生徒の学力向上や生徒指導に取り組みます。

【前年実績・効果】
①�中学校区ごとに研究推進委員会を組織し、地域の実
態に応じて、義務教育９年間を見通した授業づくり
や生徒指導等の取り組みが充実しました。
②�小学校の国語、算数、理科において学力が向上し、
県学力調査では県平均を上回る結果を残しています。
中学校では、県平均との差が小さくなっています。

吹奏楽部、梁川交響吹奏楽団の３団体の友情出演、さ
らには伊達市楽友協会による合唱賛助出演により、来
場者数が 1,200 人を超えるほどの盛り上がりを見せま
した。

824 万円

644 万円

吹奏楽きらめき事業

小中連携学力向上推進事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
319 505

財源（万円） 市の負担
644

第４回合同演奏会の様子

授業研究会の様子
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担当課 学校給食センター

【目　　的】
　小中学校、幼稚園の児童生徒の健全な発達のため、安
心・安全な食材を使って、バランスの取れたおいしい
学校給食を提供します。

【実施内容】
①年間平均実施日数
　※�小学校 185日　中学校 180日　幼稚園 125日
　　�１日当たり伊達学校給食センター 1,200 食　梁川

学校給食センター 1,400 食　保原学校給食セン
ター 2,900 食の給食を提供します。（※実施日数は
学校によって異なります。）　　

②�保護者からお預かりした給食費は、全額給食材料費
に使われます。
③�給食提供にかかる管理運営費（衛生費、燃料費、印
刷費等）、委託料などを支出します。

【前年実績・効果】
①�小学校 185 日　中学校 180 日　幼稚園 125 日（平
均日数）
　�１日当たり、伊達Ｃ 1,203 食　梁川Ｃ 1,450 食
　保原Ｃ 2,938 食の給食を提供しました。
②�小学校 1食 273 円　中学校 1食 315 円　幼稚園 1
食 273 円に給食日数分を乗じた額を徴収し、給食材
料費に全額充当しました。その他経費は市負担によ
り運営しました。

4 億 4,130 万円

学校給食センター運営事業

財源（万円） 市の負担 その他
16,546 27,584 

栄養教諭の学校給食訪問の様子

担当課 学校教育課 担当課 教育総務課

【目　　的】
　児童生徒の感性や想像力を豊かにする読書活動を推
進するとともに、学校図書館を積極的に授業に活用す
るため、学校図書館機能の充実を図ります。

【実施内容】
①�学校図書館に関する専門的な知識・技能を有する学
校司書を配置し、本の貸出業務、調べ活動に役立つ
資料の整備、読み聞かせの充実を図ります。
②�学校司書の配置は平成 26年度２名、平成 27年度２
名、平成 28年度２名の合計６名で、６つの中学校区
に１名ずつ配置しております。

【前年実績・効果】
　学校司書が配置された学校では、貸出者数が約２倍、
貸出冊数も約２倍に増えている学校があります。学校
司書がいることにより、借りたい本のことを相談でき
たり、司書から進んで声をかけたりなど、児童生徒の
興味関心が高まりました。

【目　　的】
　耐震性能が不足し、老朽化が著しい上保原小学校の
耐震化および施設の長寿命化のため、全面的に大規模
改修工事を実施します。

【実施内容】
○�改修工事期間中の仮設プレハブ教室の賃貸借【継続
事業】　
○�上保原小学校耐震改修・大規模改修工事
○�上保原小学校耐震改修・大規模改修工事監理業務委
託【継続事業・繰越】

【前年実績・効果】
○�上保原小学校耐震基本計画・耐震改修工事実施設計
業務委託　2,138 万円

1,448 万円 2 億 5,506 万円

学校図書館機能活性化事業 上保原小学校改修事業

財源（万円） 市の負担
1,448 財源（万円） 国・県の負担 市　債

3,036 22,470
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担当課 教育総務課

【目　　的】
　子どもたちの体力低下と肥満傾向解消のため、一年
を通して子どもたちが安心して運動できる機会を確保
する必要があることから屋内温水プールを福島再生加
速化交付金を活用して整備します。

【実施内容】
○屋内プールに係る消耗品・備品等の購入
○隣接駐車場整備

【繰越事業】
108,316 万円
○屋外プール解体工事（平成 27年度終了）　　
○屋内プール新築工事（平成 29年 3月完成予定）
�

6,108 万円

こども体力低下対策事業

財源（万円） 市の負担
6,108

配置イメージ図

2 ー 3 心を育む生涯学習の推進

【目　　的】
　土曜日を利用した体験活動の場を設け、児童の体力
向上など課題解決に向けた少年教育事業を行います。

【実施内容】
　小学生の児童を対象に、体育・文化活動を中心とし
た教室を実施します。

【前年実績・効果】
　９月～２月までの間に、スポーツ・レクリエーション、
昔話を聞く体験活動を行いました。
○スポーツ・レクリエーション　（７箇所）　97名
○昔話　　　　　　　　　　　　（６箇所）　43名
�

レクリエーション体験（粟野小学校会場）

担当課 教育総務課 担当課 学校教育課

【目　　的】
　いじめや不登校をはじめ様々な生徒指導上の課題解
決を図るため、専門員を配置します。

【実施内容】
①�スクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカー
の配置　
　�　様々な生徒指導上の課題を解決するために、豊富
な知識と経験のあるスクールカウンセラーを配置し
ます。また、スクールソーシャルワーカーを配置し、
福祉的な支援方法を取り入れ、指導援助の充実を図
ります。
②�適応指導教室（あおば教室）の設置
　�　様々な理由で登校できない児童生徒が、学校へ復
帰することができるようにするため、適応指導教室
（あおば教室）を設置しています。一人ひとりに応じ
た学習の進度で学ぶことができます。

【前年実績・効果】
①スクールカウンセラー・・・・・・・・17名
　スクールソーシャルワーカー・・・・・２名�　　
②適応指導教室（あおば教室）指導員・・３名

73 万円 2,105 万円

いきいき土曜日体験活動事業 教育相談事業

財源（万円） 市の負担
73 財源（万円） 市の負担 国・県の負担

164 1,941
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担当課 教育総務課

担当課 教育総務課

担当課 教育総務課

【目　　的】
　教育委員会および地域自治組織等で実施する社会教
育事業、生涯学習事業等全般にわたって、専門的に担
当するため知識や経験を有する指導員を配します。

【実施内容】
　講座運営や生涯学習事業全般についての助言・指導
を行います。
　地域自治組織の生涯学習推進の支援にあたります。

【目　　的】
○�社会体育施設の維持管理を行います。

【実施内容】
○社会体育施設の修繕、工事等
○その他スポーツ施設の維持管理
○梁川屋外プールの修繕
　

【目　　的】
　市内スポーツ施設の一元管理に民間手法を導入し、効
率的な管理を指定管理者に委託することで、市民がス
ポーツに親しめる環境づくりを行います。

【実施内容】
　市内 17 カ所の社会体育施設の管理運営を伊達市ス
ポーツ振興公社に委託します。

【前年実績】
　一般財団法人スポーツ振興公社に体育施設の業務委
託を行いました。
※�保原総合公園も、一般財団法人スポーツ振興公社に
指定管理を委託しています。（担当課　都市整備課）

1,075 万円

3,561 万円

9,313 万円

生涯学習指導員配置事業

体育施設維持管理事業

スポーツ施設指定管理事業

財源（万円） 市の負担
1,075

財源（万円） 市の負担
3,561

財源（万円） 市の負担
9,313
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担当課 市立図書館

【目　　的】
　本やＣＤ、ＤＶＤなどの貸し出し、図書資料の閲覧、図書資料複写サービス、情報提供など多くの方が利用する
市立図書館運営を目指すとともに、読書ボランティア・学校（学校司書）と連携しながら、子どもの読書活動推進
を図ります。
　また、身近に図書室がある環境づくりのため、中央交流館図書室の環境整備に努めます。

【実施内容】
○おすすめの本やテーマを決めた本の展示
○夏休み・冬休み映画会の開催
○読み聞かせ
○見学や中学生職場体験の受入

【市立図書館・中央交流館図書室の状況】　　　　　　　　　　　　　　（平成27年4月～平成28年3月15日現在）
施設名 蔵書冊数（一般書） 蔵書冊数（児童書） 貸出冊数 利用者数

市 立 図 書 館 57,213� 31,106� 104,927� 107,022
保原中央交流館図書室 21,231� 12,073� 21,146�

（入館者数計測機を設置していない）梁川中央交流館図書室 8,795� 6,773� 2,447�
霊山中央交流館図書室 7,724� 6,636� 1,794�
月舘中央交流館図書室 3,678� 4,394� 1,018�

合　　計 98,641� 60,982� 131,332�

1,406 万円

図書館運営事業

財源（万円） 市の負担 その他
1,403 3

2 ー 4 文化財の保護と芸術文化の振興

担当課 文化課

【目　　的】
　開発などにより失われる伊達市内の貴重な遺跡を記
録・保存するための発掘調査を行います。また、梁川
城跡の詳しい内容を把握するため調査を継続していま
す。

【実施内容】
　市内各地で行われる開発工事に伴い、遺跡を保護す
るための発掘調査を毎年十数件実施しています。
　梁川城跡は室町時代から戦国時代にかけて伊達市の
本拠地でした。過去の調査から庭園を備えた館の様子
が明らかとなり、周辺に武家屋敷が設けられたことが
分かっています。平成 24年度から本丸跡北東に位置す
る南町頭地区で調査を続けています。

【前年実績】
　梁川城跡南町頭地区の調査を実施し、武家屋敷や寺
院の広がる範囲を確認しました。

　梁川地区の梁川八幡神社で発掘調査を実施し、室町
時代の参道跡などが確認されました。
　伊達地区の金秀寺遺跡で発掘調査を実施し、縄文時
代の貯蔵穴や多量の縄文土器が確認されました。
　この他に市内で 12件の発掘調査を実施しています。

2,376 万円

埋蔵文化財保護事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担 その他
1,611 500 265

出土した縄文土器（金秀寺遺跡）
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担当課 文化課

【目　　的】
　伊達市に残された貴重な文化遺産を後世に伝えるた
め、文化財の保存管理を行います。

【実施内容】
　伊達市に残る文化財の保護や管理に努めます。
　○文化財保護審議委員会の開催
　○指定文化財の保護活動
　○養蚕関係用具の収集、整理
　特に市の特色である養蚕については、用具類の国重
要有形民俗文化財の指定を目指しています。

【前年実績】
◯文化財保護審議会を開催しました。
◯�養蚕関係用具の実測と台帳作成の作業を進めました。
また施設の一部に解説のための展示室を設けました。

1,357 万円

文化財保護事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
1,057 300

養蚕資料の展示風景

担当課 文化課 担当課 文化課

【目　　的】
　平成26年 3月に国指定の史跡となった「宮脇廃寺跡」
を将来に伝えていくための保存管理計画書を作成しま
す。

【実施内容】
　霊山地域に残る「宮脇廃寺跡」は、伊達氏が再興し
た「霊山寺」の跡と考えられている場所です。伊達氏
と室町幕府とのつながり知る上でも貴重であり、東北
にもたらされた北山文化の様子を知るうえでも重要な
ことから、平成 26年 3月に国の史跡に指定されました。
26年度から、適正な保存と管理を目的に「保存管理計
画書」の作成を継続的に行なっています。　

【前年実績】
　有識者の意見を得ながら管理を進めるために伊達市
宮脇廃寺跡調査指導委員会を設置しました。

【目　　的】
　市内で開催する芸術性の高い音楽活動を支援し、文
化芸術の発展・振興を図ります。

【実施内容】
　雅楽師（東儀秀樹）、ヴァイオリニスト（古澤巌）、ア
コーディオニスト（coba）の三楽師によるコンサート
を市内で開催します。
○開 催 日�:�平成 28年 10月 16日（日曜日）
○開催場所�:�伊達ふるさと会館　МDDホール

749 万円 300 万円

史跡整備保存活用事業 文化振興事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
419 330 財源（万円） その他

300
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美術館と太田良平の作品

担当課 文化課

【目　　的】
　市民の芸術文化意識を高めるため「梁川美術館」を
拠点に芸術文化活動を推進します。

【実施内容】
　１階は彫刻家太田良平の常設展示場。２階の市民ギャ
ラリーでは作品発表や企画展を行っています。

1,400 万円

美術館管理運営事業

財源（万円） 市の負担 その他
1,394 6

担当課 文化課

【目　　的】
　伊達市特有の歴史や文化に触れる場として「伊達市
保原歴史文化資料館」を拠点に活動を行います。

【実施内容】
企画展示：�「鎌倉時代到来 !! 伊達朝宗がやってきた信達

地方」他
各種講座：郷土史講座・古文書講座　等（月１回の開催）
ワークショップ：勾玉づくり　等（毎週土・日開催）　

【前年実績】
企画展示：「伊達政宗展　－伊達に残る独眼竜の足跡－」
　　　　　「学びのある風景」
各種講座：郷土史講座・古文書講座　等（月１回の開催）
ワークショップ：「勾玉づくり」　他
イベント：秋の文化財まつり（11月 3日開催）　他

1,068 万円

歴史資料館管理運営事業

財源（万円） 市の負担 その他
987 81

イベントの様子（しめ縄づくり）

担当課 文化課

【目　　的】
　優れた芸術作品に親しんで貰うため、6件の美術館主
催・共催事業を計画しています。

【実施内容】
「片平仁展　3DCGで描く　明と暗」（4/19 ～ 5/22）
「ふくしま緑の写真展」（6/10 ～ 26）
「きくちちき展～ちきばんにゃー～」（7/9 ～ 8/21）
「世界児童画展」（9/24 ～ 10/2）
「野坂徹夫作品展」（11/11 ～ 12/4）
「ＮＨＫふくしまの桜フォトコンテスト写真展」（未定）

【前年実績・効果】
　9事業�164 日間・6,967 人　

211 万円

美術館自主文化事業

財源（万円） 市の負担 その他
159 52
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　農林業の振興と担い手の育成

3 － 2

　地域活力を生み出す商工業の振興

3 － 3

　集客資源の創出と充実
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3 ー 1 農林業の振興と担い手の育成

担当課 農政課

担当課 農林整備課

担当課 農政課

【目　　的】
　農業振興を図るため、事業主体に対し、伊達市補助
金等の交付等に関する規則（平成 18 年伊達市規則第
40号）および農業振興事業補助金交付要綱の定めると
ころにより、予算の範囲内で補助金を交付します。
　特に、特産の「もも」については、モモ穿孔細菌病
の被害拡大により秀品率が低下しているため、秋季防
除を徹底することにより被害拡大防止に寄与します。

【実施内容】
○モモ穿孔細菌病防除事業　補助率 10％→ 30％
　600万円（平成 28年度から 2か年）
○認定農業者農業機械購入補助　補助率�5％→ 10％
　150万円
○認定農業者果樹共済助成事業　80万円
○その他　６事業　291万円　

【前年実績・効果】
○モモ穿孔細菌病防除事業　補助率 10％
　1,211,258 円　　

【目　　的】
　原発事故により森林整備や林業生産活動が停滞し、森
林の有する水源涵養や山地災害防止等などの公益的機
能が停滞しています。このため、間伐等の森林施業と
路網整備ならびに放射性物質の低減および拡散防止を
含めて一体的に実施し、森林の公益的機能を維持し伊
達市の森林再生を図ります。

【実施内容】
○霊山町泉原字鹿頭山地区の整備計画を策定します。
　20ha
○霊山町石田字熊屋敷地区の整備計画を策定します。
　14ha

【前年実績・効果】
○月舘町月舘字北ノ沢山地区放射線量測定。
○霊山町大石字釜ケ入地区整備計画の策定。

【目　　的】
　国・県の緊急支援事業を活用し、特産の「もも」に
おいて、モモ穿孔細菌病の被害拡大防止および壊滅を
目指し、産地育成および産地復興のため防風ネット購
入補助を行います。（平成 28年度のみ）

【実施内容】
　モモ穿孔細菌病の被害拡大により、秀品率が低下し
ているため、県において「ふくしま桃の郷づくりプロ
ジェクト」を設立し、防風ネット購入補助や防除薬剤
の開発などを集中的に行い、平成 29年度までに終息さ
せます。
　平成 28年度補助率（国：1/2、県：1/6、市：1/6）

1,121 万円

3,450 万円

5,000 万円

農業振興対策事業

ふくしま森林再生事業

農業振興支援事業

財源（万円） 市の負担
1,121

財源（万円） 国・県の負担
3,450

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
1,000 4,000

新
規

担当課 農林整備課

【目　　的】
　森林整備の促進および本路線に隣接する施設の利用
促進等、地域の活性化と生活環境を改善するため、福
島県が平成 28年度全線開通を目指し林道整備を行って
います。
　この整備に必要な用地取得費および事業費の一部を
市が負担します。その負担割合は 17.5%です。
　今年度の負担対象事業費は 8,000 万円（市負担金
1,400 万円）で全線完了予定です。

【実施内容】
○舗装 L=720ｍ　W=5.0 ｍ
○�霊山こどもの村～湧水の里までの約 5km区間は工事
完了につき通行可能　

【前年実績】
○改良 L=320ｍ　W=5.0 ｍ、舗装 L=520ｍ

8,000 万円

林道大霊山線整備事業

財源（万円） 市　債
1,400

林道大霊山線
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担当課 農林整備課

【目　　的】
　福島県が、洪水時の防災を図るため老朽化している
ため池の改修工事を行います。その事業費の一部を市
が負担します。負担割合は国：50%、県：29%、市：
21%です。今年度の総事業費は、1,100 万円（市負担
金額：231万円）です。

【実施内容】
事業費（負担金額）
○月舘：梶内地区　231万円　事業計画期間（H24～ H28）

【前年実績・効果】
事業費（負担金額）
○梁川：足駄木地区　2,163 万円　事業計画期間（H21～ H27）
○月舘：梶内地区　504万円　事業計画期間（H24～ H28）

1,100 万円

県営ため池等整備事業

財源（万円） 市の負担
231

県営ため池等整備事業　梶内地区

担当課 農林整備課

担当課 農林整備課

【目　　的】
　福島県が、農地の浸食を防止し、農地の生産力を維
持保全するため、排水路等の新設・改修工事を行いま
す。その事業費の負担割合は国：50%、県：29%、市：
21%です。
　今年度は、排水路工・道路改良工を整備し、事業費
は 7,800 万円です。

【実施内容】
事業費（負担金額）
○排水路工・道路改良工　1,638 万円　事業計画期間（H20～ H28）

【前年実績】
事業費（負担金額）
○排水路工　105万円　事業計画期間（H20～ H28）

【目　　的】
　現況道路は屈曲が甚だしく幅員狭小であり、車両通
行が制限されているため、福島県が幅員狭小区間の改
良と農道の新設を行います。この事業費の負担割合は、
国：50%、県：30%、市町村：20%です。また、行政
区域内延長の割合により負担いたします。
　事業計画延長�1,000 ｍ（うち伊達市分：309m、川
俣町分：691m）
　今年度の事業は道路改良工事を行なうもので、対象
事業費は 1億円です。

【実施内容】
事業費（負担金額）
○道路改良　600万円　事業計画期間（H24～ H31）

【前年実績・効果】
事業費（負担金額）
○用地測量・設計委託　228万円　事業計画期間（H24～ H31）

7,800 万円

1 億 円

県営農地保全整備事業（柱田地区）

県営農地整備事業（小島３期地区）

財源（万円） 市の負担
1,638

財源（万円） 市の負担
600

県営農地保全整備事業柱田東地区　排水路工

県営農地整備事業（小島３期地区）

担当課 農林整備課

【目　　的】
　本地区は、梁川町五十沢地区の阿武隈川左岸に広が
る農業地帯であり、近年は湛水被害が多発しているた
め、福島県が排水機場を設置し、湛水被害の解消・軽
減化をはかるものです。
　負担割合は、国：50%、県：37%、市：13%です。
　今年度は、排水機場の建設を実施し、事業費は 3億
8,000 万円です。　

【実施内容】
事業費（負担金額）
◯排水機場建設　4,940 万円　事業計画期間（H24～ H31）

【前年実績】
事業費（負担金額）
○排水機場建設　845万円　事業計画期間（H24～ H31）

3 億 8,000 万円

県営湛水防除事業（五十沢地区）

財源（万円） 市の負担
4,940

県営湛水防除事業五十沢地区
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担当課 農林整備課 担当課 農林整備課

【目　　的】
　大雨による湛水被害を防止するため、梁川第 2排水
機場と大枝排水機場の管理を行います。
○排水機場の維持管理（施設機械の修繕、点検等）
○大雨洪水時における排水ポンプの運転
○導水路および仮排水路の維持管理

【実施内容】
事業費
○維持管理費等　492万円

【前年実績・効果】
事業費
◯維持管理費等　524万円

【目　　的】
　平成 27 年 9月に発生した豪雨により被害を受けた
農林業施設の復旧を平成 27年度に引き続き行います。
～繰越事業～

【実施内容】
　農業用施設災害復旧：10箇所（国庫補助対象事業）
　林業用施設災害復旧：16箇所（国庫補助対象事業）
　その他災害復旧

492 万円 2 億 2,046 万円

湛水防除施設維持管理事業 農林業施設災害復旧事業	

財源（万円） 市の負担
492 財源（万円） 市の負担 国・県の負担 市　債 その他

6,823 7,622 7,460 141

湛水防除施設維持管理事業　梁川第 2 排水機場 被害状況

3 ー 2 地域活力を生み出す商工業の振興

担当課 商工観光課 担当課 商工観光課

【目　　的】
　伊達市商工会広域連携協議会が実施するプレミアム
付共通商品券発行事業を支援します。市民の購買意欲
を高め、この商品券を多くの小売店で利用することに
より、市内経済の活性化を図ります。

【目　　的】
　会社経営の安定のために、伊達市制度資金や福島県
緊急経済対策資金融資制度を活用して、事業に必要な
お金を借りた時に支払った福島県信用保証協会の保証
料を補助します。

【実施内容】
○補助金の額
　�　伊達市制度資金に対する保証料は一事業所当たり
30万円まで補助。
　�　福島県緊急経済対策資金融資制度に対する保証料
は一事業所当たり 50万円まで補助。

2,300 万円 559 万円

地域経済活性化事業
（プレミアム付共通商品券発行支援事業）

地域経済活性化事業
（市制度資金保証料補助）

財源（万円） 市の負担
2,300 財源（万円） 市の負担

559

第２回スタンプラリー抽選会の様子
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【目　　的】
　中心市街地での交流の場としてのコミュニティス
ペースの創出を支援します。また、中心市街地の活性
化を図るため空き店舗を有効活用した出店を支援しま
す。

【実施内容】
　中心市街地の交流の場の運営費を支援する。また、
空き店舗等の有効活用を図るため、市街地に増えてい
る空き店舗に新規入居者・起業者を誘導し、賃借費用・
改装費を支援します。
○家賃補助
　上限�20 万円／月（1年目新規創業者　自己負担 1/3）
○改修補助
　上限 160万円（自己負担 1/3）

【前年実績・効果】
○交流の場（保原町まわらん処）　89万円補助
○空き店舗改修費補助　2件　320万円補助
○空き店舗家賃補助　1件　37万円補助

1,879 万円

中心市街地活性化コミュニティ活動事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
1,383 496

保原町商店街

3 ー 3 集客資源の創出と充実

担当課 商工観光課

【目　　的】
　市内へ観光誘客を図るため、アフターふくしまＤＣ
を活用し、伊達氏発祥の地をＰＲするアニメ制作と試
写会や歴史めぐりツアーを実施するとともに、広域観
光協議会等に参画し各種事業を展開します。　

【実施内容】
広告ＰＲ、アニメ制作、アニメプロモーション、試写
会イベント、アフターＤＣ負担金

【前年実績・効果】
広告ＰＲ、政宗にぎわい広場オープニングセレモニー、
ＤＣ負担金、案内サイン更新、６次化プロジェクト

2,491 万円

観光誘客促進事業

財源（万円） 市の負担 その他
2,291 200

政宗ダテニクルロゴ

担当課 商工観光課

【目　　的】
　任意団体である伊達市観光物産協会の法人化を支援
します。　

【実施内容】
　一般社団法人伊達市観光物産交流協会に対し出資す
るものです。

2,000 万円

観光物産交流協会設立事業

財源（万円） 市の負担
2,000

新
規

協会売店
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【目　　的】
　市内の観光物産の振興、おもてなしの推進、各種イ
ベントによる地域活性化、産品開発、伝統芸能の継承
や市内への観光誘客に努め、地域活性化や交流人口の
拡大を図ります。

【実施内容】
地域イベント開催、観光ポータルサイト「だてめがね」
維持管理、伊達市おもてなし隊運営費、アフターふくし
まＤＣ参画費、伊達氏スタンプコレクション経費、ア
ニメ関連商品開発、観光物産交流協会運営補助

【前年実績・効果】
地域イベント開催、観光ポータルサイト「だてめがね」
維持管理、伊達市おもてなし隊運営費、ふくしまＤＣ
参画費、伊達氏スタンプコレクション経費、観光物産
交流協会運営補助

3,322 万円

観光でにぎわう魅力づくり事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
2,049 1,273

伊達市おもてなし隊「伊達政宗と愛姫」

担当課 商工観光課

【目　　的】
　伊達氏ゆかりの史跡整備構想に基づく梁川亀岡八幡
神社周辺整備事業

【実施内容】
政宗にぎわい広場未買収地の用地取得費

【前年実績・効果】
散策路新設工事、政宗にぎわい広場以北の測量設計

84 万円

伊達氏ゆかりの史跡整備事業

財源（万円） 市の負担 市　債
14 70

担当課 商工観光課

【目　　的】
　４市で広域連携の観光事業に取り組み、県内外から
の観光誘客を図ります。

【実施内容】
観光プロモーション、首都圏イベント、観光パンフ発行

【前年実績・効果】
札幌プロモーション、東京イベント、観光パンフ発行

116 万円

福島市・相馬市・二本松市・
伊達市観光圏整備事業

財源（万円） 市の負担
116

イベント写真「2015 ふくしまももフェスタ」
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【目　　的】
　アフターふくしまＤＣや伊達氏の歴史観光のＰＲを
行い、姉妹都市や友好都市との連携を図ります。

【実施内容】
○�観光パンフレットの増刷やノ
ベルティの作成　
○�姉妹都市や友好都市への旅費

【前年実績・効果】
○�観光パンフレットの増刷�
○�姉妹都市や友好都市への観光
ＰＲ

373 万円

観光諸費

財源（万円） 市の負担
373

担当課 伊達総合支所

【目　　的】
　信達平野を一望出来る眺望ポイントである愛宕山の
展望台について、腐食防止の塗装修繕工事を行います。

【実施内容】
○愛宕山展望台塗装修繕工事　1,070 万円
○臨時トイレ設置経費　4万円

1,074 万円

伊達総合支所観光施設維持管理事業

財源（万円） 市の負担
1,074

愛宕山展望台からの眺望
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　ともに支え合う福祉の充実 
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　生涯元気なまちづくりの推進

4 － 3

　健康づくりの推進
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担当課 社会福祉課

担当課 社会福祉課

【目　　的】
　「ともに支え合う地域福祉の充実」を実現するため、
法律の規定等に基づいて計画を策定します。（策定年度：
平成 29～ 33年度）　

【実施内容】
①�市民アンケート等に基づき、現状分析や課題分析を
行う。
②�市民参加の策定委員会および各分科会により、課題・
問題点を研究し、計画素案を作成する。
③計画素案を検討し、計画書を作成する。
④策定した計画について、進行管理を行う。

【目　　的】
①年金生活者等支援臨時福祉給付金
　�「１億総活躍社会」の実現に向け、賃金引上げの恩恵
が受けにくい低所得の高齢者・障害年金受給者・遺
族年金受給者の所得の底上げを図り、個人消費が下
がらないよう実施します。
②簡素な給付措置
　�低所得者に対し、消費税率引上げ（５⇒８％）によ
る影響を緩和するため実施します。

【実施内容】
①支給対象者一人につき、30,000 円
②支給対象者一人につき、3,000 円　

593 万円

3 億 6,129 万円

伊達市総合福祉計画策定事業

臨時福祉給付金給付事業

財源（万円） 市の負担
593

財源（万円） 国・県の負担
36,129

担当課 社会福祉課

担当課 社会福祉課

【目　　的】
　生活困窮者自立支援法の施行により、生活困窮者に
対し、自立の促進を図ります。　

【実施内容】
①自立相談支援事業
○�就労の支援等自立に関する問題において、生活困窮者
からの相談に応じ、必要な情報の提供および助言を行
います。

○�生活困窮者に対する支援計画を作成し、自立のための
支援が一体的かつ計画的に行われるために援助等を行
います。

②住宅確保給付金
　�離職等により経済的に困窮し、居住する住宅の所有権
等を失い、または現に賃借して居住する住宅の家賃を
支払う事が困難となったものの、就職を容易にするた
め住居を確保する必要があると認められる場合、家賃
費用を有期で給付します。

【実施状況】（平成 28年 1月現在）
○相談件数　88件
○プラン（支援計画）作成件数　48件
○住宅支援給付金給付件数　９件（延月数　32月）

【目　　的】
　戦後平和の礎の上に経済発展を遂げた陰には、先の
大戦において多数の犠牲がありました。
　このことに深く思いをめぐらし、伊達市戦没者追悼
式を開催します。

【実施内容】
（27年度実績）
日　付　10月 30日（金）
場　所　伊達市ふるさと会館ＭＤＤホール
参加者　遺族会会員、一般、来賓　　計 230名

962 万円

124 万円

生活困窮者自立支援事業

伊達市戦没者追悼式事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
241 721

財源（万円） 市の負担
124

4 ー 1 ともに支え合う福祉の充実
拡
充
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担当課 社会福祉課

担当課 社会福祉課

【目　　的】
　市民の人権を守るため、法務大臣から委嘱された人
権擁護委員の活動を支援します。　

【実施内容】
　伊達市では、12名の人権擁護委員が人権相談や人権
啓発活動を行っています。
�また、各地域で「特設人権相談会」を開催し、小学生
による「人権の花運動」を推進しています。

【目　　的】
　災害時の被害を最小限に抑えるとともに、市民の安
心安全な暮らしの実現を図るため、関係機関と要配慮
者の情報の共有化を図る事により、迅速な所在確認お
よび安否確認ならびに避難等の適切な支援を行います。

【実施内容】
　避難行動要支援者台帳の整備。災害福祉マップの作
成。避難行動要支援者の登録。個別支援プランの作成。

70 万円

86 万円

人権擁護委員活動支援事業

避難行動要支援者対策事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
27 43

財源（万円） 市の負担
86

担当課 社会福祉課

担当課 社会福祉課

【目　　的】
　市民協働による地域福祉の推進および地域社会の形
成を図るため、伊達市社会福祉協議会が行う地域住民
主体の福祉活動を支援します。　　　
【実施内容】
　伊達市が社会福祉協議会に対し、１地区あたり
70,000 円を補助し、社会福祉協議会が自らの助成分と
合わせ、事業実施団体へ交付します。　

【実施内容】
（平成 28年 1月末現在）
○梁川地域　８地区社会福祉協議会
○伊達地域　13福祉会
○霊山地域　１区民会
○月舘地域　３福祉会
が、自主的な福祉活動を展開しています。

【目　　的】
　民生委員・児童委員の活動を支援するため、５地域ご
とに方部民生児童委員協議会を組織するとともに、そ
の会長と副会長により伊達市民生児童委員協議会を組
織し、福祉に関わる課題の周知や民生委員間の連絡調
整などを行います。

【実施内容】
　民生委員・児童委員は、地域に住む高齢者、障がい者、
生活が困難な人等からの相談受付や、相談者に代わっ
て市や社会福祉協議会と相談を行うなど、地域福祉の
リーダーとして活動しています。

【前年実績】
　市全体で 173名（伊達 25名、梁川 53名、保原 51名、
霊山 28名、月舘 16名）が活動しています。

189 万円

1,671 万円

地域福祉活動支援事業

民生委員活動支援事業

財源（万円） 市の負担
189

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
1,668 3
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担当課 社会福祉課

担当課 社会福祉課

【目　　的】
　市民の福祉向上を図るため、地域福祉の中核として、
地域福祉に関する相談や問題解決に当たる伊達市社会
福祉協議会の活動を支援します。

【実施内容】
○社会福祉協議会運営費補助金の交付
○�社会福祉協議会福祉活動専門員設置事業補助金の交
付
○ボランティア活動支援事業補助金の交付

【目　　的】
　障がいのある人が地域で自立した日常生活または社
会生活を営むために、必要な障がい福祉サービスを提
供します。

【実施内容】
　理解促進・啓発事業、自発的活動支援事業、相談支
援事業、成年後見人等制度利用事業、成年後見制度法
人後見支援事業、意思疎通支援事業、日常生活用具給
付事業、手話奉仕員養成研修事業、移動支援事業、地
域活動支援センター事業、訪問入浴サービス事業、更
生訓練費給付事業、知的障がい者職親委託事業、日中
一時支援事業、スポーツレクリエーション教室開催事
業、自動車運転免許取得・自動車改造助成、点字・声
の広報発行などのサービスを提供します。

【前年実績・効果】
　平成 28年 1月末現在の利用者：延べ 2,070 人

4,379 万円

6,953 万円

社会福祉協議会支援事業

地域生活支援事業

財源（万円） 市の負担
4,379

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
4,766 2,187

担当課 社会福祉課

担当課 社会福祉課

【目　　的】
　障がいのある人が、地域において自立した生活を送
ることができるように、通所施設やグループホームな
どの生活基盤整備に係る費用の一部を補助し、市内の
障がい福祉施設等の充実を図ります。　　

【実施内容】
　事業者等が実施する、障がい福祉施設の新築・増改築
や、設備・備品等に要する費用の一部を補助します。

【前年実績・効果】
○�就労継続支援Ａ型、就労移行支援事業所の改修
　…１事業所
○�共同生活援助施設の改修…１事業所
○�就労継続支援Ｂ型事業所の設備、備品整備…１事業所
○�送迎用車両の整備…２事業所

【目　　的】
　障がいのある人の日常生活の介護や、創作的活動等
の機会の提供などの支援を行います。

【実施内容】
　居宅介護、生活介護、施設入所支援、短期入所、同行
援護など

【前年実績・効果】
平成 28年 1月末現在の利用者
○居宅介護　　　75人
○生活介護　　　121人
○施設入所支援　75人
○短期入所　　　6人
○同行援護　　　16人�

1,890 万円

5 億 3,500 万円

障がい福祉施設環境整備事業

障がい福祉サービス事業（介護給付）

財源（万円） 市の負担
1,890

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
13,475 40,025



77

政
策

4

こ
こ
ろ
寄
り
添
う
健
や
か
な
ま
ち
づ
く
り

担当課 社会福祉課

担当課 社会福祉課

【目　　的】
　障がいがあり、一般企業などで就労が困難な人に対
し、働く場の提供、身体や生活能力向上のために必要
な訓練、共同生活などの支援を行います。　　

【実施内容】
　就労支援（雇用型・非雇用型）、就労移行支援、自立
訓練（機能訓練・生活訓練）、共同生活援助など

【前年実績・効果】
平成 28年 1月末現在の利用者（月平均）�
○就労支援　　　187人
○就労移行支援　5人
○自立訓練　　　3人
○共同生活援助　41人

【目　　的】
　障がいのある人が地域で自立した日常生活または社
会生活を営めるよう、身体機能を補完・代替し、長期
間にわたり継続して使用される補装具購入・修理費用
の一部を負担します。

【実施内容】
　身体に障がいのある人に対し、義手、義足、車いす、
歩行器および補聴器など、日常の生活を補う補装具を
購入または修理する費用の一部を負担します。

【前年実績・効果】
平成 28年 1月末現在の利用者：延べ 103人�

3 億 5,282 万円

1,200 万円

障がい福祉サービス事業（訓練等給付）

補装具交付補助事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
8,821 26,461

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
300 900

担当課 社会福祉課

担当課 社会福祉課

【目　　的】
　障がいのある人が、心身の障がいの状態の軽減を図
り、自立した日常生活・社会生活を営むために、必要
な医療費の一部を負担します。

【実施内容】
○�更生医療：身体障がい者手帳を持っている 18歳以上
の人を対象に、人工透析、心臓のペースメーカー植め
込み手術、腎移植術、角膜移植術など、障がいが改善
または機能の維持が保たれるための医療費の一部を負
担します。

○�育成医療：18歳未満の児童で、将来において障がい
を残すおそれがあり、治療効果が期待できる場合の医
療費の一部を負担します。

【前年実績・効果】
平成 28年 1月末現在の更生医療の受給者：33人
平成 28年 1月末現在の育成医療の受給者：�3 人

【目　　的】
　重度の障がいがある人の医療費を一部助成して、経
済的な負担を軽減します。

【実施内容】
　次の対象者について医療機関または薬局の自己負担分
を助成します。
○�身体障害者手帳の１級または２級または内部障がいで
３級を所持している方

○療育手帳Ａを所持している方
○精神保健福祉手帳１級を所持している方
○�上記以外の障害程度であっても複数の手帳を所持して
いる方

【前年実績・効果】
平成 28年 1月末現在の受給対象者：1,567 人

5,064 万円

2 億 401 万円

障がい者医療事業

重度心身障がい者医療費等助成事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
1,271 3,793

財源（万円） 市の負担 国・県の負担 その他
8,595 8,500 3,306
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担当課 社会福祉課

担当課 社会福祉課

【目　　的】
　身体または精神に著しい障がいのある人の福祉の増
進を図るため手当を支給します。　　

【実施内容】
　在宅で生活する重度の障がい者に対して、年４回（２
月、５月、８月、11月）手当を支給します。
○特別障害者手当（月額 26,620 円）
○障害児福祉手当（月額 14,480 円）
○経過的福祉手当（月額 14,480 円）

【前年実績・効果】
○特別障害者手当
　平成 28年 1月末現在の受給者：152人
○障害児福祉手当
　平成 28年 1月末現在の受給者：21人
○経過的福祉手当
　平成 28年 1月末現在の受給者：3人

【目　　的】
　じん臓機能に障がいのある人が、人工透析のため医療
機関へ通院するのに要した交通費の一部を助成し、経
済的な負担を軽減します。

【実施内容】
　人工透析患者が病院へ通院するために、列車、バス、
自家用車またはタクシーを利用した交通費の一部を助
成します。
　月額 5,000 円を超えた場合に、月額 25,000 円を限
度として助成します。

【前年実績・効果】
平成 28年 1月末現在の助成付対象者：50人

6,529 万円

938 万円

特別障がい者手当等支給事業

人工透析患者通院交通費助成事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
1,669 4,860

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
469 469

担当課 社会福祉課

担当課 社会福祉課

【目　　的】
　在宅する重度の障がいのある人に対する治療、予防
などのため、日常生活に必要な医療器材などを給付し
ます。　

【実施内容】
　重度の身体障がいがある人で、在宅の 65歳未満の人
に対し、紙おむつの給付券（月額 3,000 円）を支給します。
　また、人工肛門または人工膀胱をつけている人で、身
体障がい者手帳を持っていない在宅の人に対し、排せつ
支援用具の給付券（月額 4,000 円）を支給します。

【前年実績・効果】
�平成 28年 1月末現在の受給者：18人

【目　　的】
　障がいのある人の経済的な負担を軽減するため、病
気通院などで利用するタクシー料金の一部を助成しま
す。

【実施内容】
　在宅で暮らす、心身に重度の障がいがある人に対して、
通院などに利用するタクシー料金の助成として、6,000
円分（500円券 12枚）を限度としたタクシー利用券を
交付します。

【前年実績・効果】
平成 28年 1月末現在の利用券交付者：866人

90 万円

266 万円

在宅重度障がい者対策事業

重度心身障がい者タクシー利用等助成事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
45 45

財源（万円） 市の負担
266
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担当課 社会福祉課

担当課 社会福祉課

【目　　的】
　障がいのある人の経済的な負担を軽減するため、障
がい福祉サービス事業所への通所費用の２分の１を助
成します。　

【実施内容】
　身体障がい者手帳、療育手帳または精神障がい者保
健福祉手帳を所持している人を対象に、障がい福祉サー
ビス事業所へ通所する交通費の２分の１を助成します。

【前年実績・効果】
平成 28年 1月末利用者：115人

【目　　的】
　障がいのある人が住み慣れた地域で安心して生活で
きるよう、就労支援専門員を設置して、一般就労を希
望する障がい者に対して就労のための様々な支援を行
います。　

【実施内容】
　勤労意欲のある障がい者に対して就労訓練や就労企
業のあっせんを行います。また、働いている障がい者
に対しては就労の定着を支援します。

【前年実績・効果】
平成 28年 1月末現在の相談件数：747件

327 万円

197 万円

障がい者就労サポート事業

障がい者就労支援専門員設置事業

財源（万円） 市の負担
327

財源（万円） 市の負担
197

担当課 社会福祉課

担当課 社会福祉課

【目　　的】
　障がいのある人の経済的な負担を軽減するため、在
宅で利用している酸素濃縮器の電気料について助成し
ます。　

【実施内容】
　呼吸器機能または心臓機能に障がいのある人が、在
宅で利用している酸素濃縮器の電気料の一部として月
2,000 円を助成します。

【前年実績・効果】
平成 28年 1月末利用者：89人

【目　　的】
　障がい福祉サービスのうち介護給付を障がい者が利
用する場合に、利用者の障がい支援区分の認定を行う
ため、総合支援認定審査会が障がい支援区分に関する
審査および判定を行ないます。　

【実施内容】
　毎月 1回、原則第 1木曜日に開催しています。
　５人の審査委員に委嘱（精神科医師、社会福祉士、作
業療法士、介護支援専門員、保健師）

【前年実績・効果】
平成 28年 1月末現在の審査件数：86件

192 万円

139 万円

在宅酸素療法者酸素濃縮器利用助成事業

障がい者総合支援認定審査会運営事業

財源（万円） 市の負担
192

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
70 69
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担当課 社会福祉課

担当課 社会福祉課

【目　　的】
　障がいのある人が自立した日常生活または社会生活
をするため、様々な福祉サービスを提供して支援します。

【実施内容】
　事業の内容は、福祉サービス提供に係るパンフレッ
ト作成経費などの事務的経費、障がい福祉団体に対す
る運営補助などです。

【前年実績・効果】
　平成 27 年度の障がい福祉団体運営補助は 2団体で
した。

【目　　的】
　生活保護受給者の自立を助長するため、生活保護就
労支援員を配置し、被保護者の生活習慣の改善を促し、
就労を中心とした社会参加が可能となる自立支援を行
ないます。

【実施内容】
　生活保護世帯の稼働能力がある未就労者に対し、就
労に関する相談や支援を行ないます。

【実施状況】
平成 28年２月１日現在の延べ支援件数
＝ 1,232 件（平成 27年度分）
平成 28年２月１日現在の支援人員数＝ 30人

144 万円

278 万円

障がい福祉サービス事業

被保護者就労支援事業

財源（万円） 市の負担
144

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
69 209

担当課 社会福祉課

担当課 社会福祉課

【目　　的】
　障がいのある人への虐待の未然防止や早期発見、迅
速な対応、その後の適切な支援を行い、障がいのある
人の権利利益の擁護を図ります。

【実施内容】
　伊達市、福島市、桑折町、国見町、川俣町の 2市 3
町の広域で相談支援を委託している「ふくしま基幹相談
支援センター」に業務委託し、虐待の通報または届出の
受理、障がい者および養護者に対しての相談等の体制整
備を図り、障がい者の権利利益を擁護します。

【目　　的】
　生活に困窮する市民に対し、国が保障する健康で文
化的な最低限度の生活水準を維持することができるよ
う、また、その自立を助長するため、生活保護法の規
定に基づき、困窮の程度に応じて必要な保護を行います。

【実施内容】
　生活扶助、教育扶助、住宅扶助、医療扶助、介護扶助、
出産扶助、生業扶助および葬祭扶助について、要保護者
の必要に応じて必要な保護を行い、最低限度の生活を保
障するとともに、就労の支援など生活の自立を支援しま
す。

【実施状況】
平成 28年２月１日現在、生活保護被保護世帯数
＝ 217世帯（受給人員 269人）

31 万円

4 億 4,000 万円

障がい者虐待防止対策事業

生活保護法施行事務事業

財源（万円） 市の負担
31

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
10,000 34,000
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4 ー 2 生涯元気なまちづくりの推進

担当課 高齢福祉課 担当課 高齢福祉課

【目　　的】
　本市の高齢者が必要とする介護保険事業や支援体制
の施策を計画的に推進するため高齢者福祉計画・介護
保険事業計画を３年ごとに策定します。
　平成 29年度に策定する計画の基礎となる高齢者ニー
ズ調査や介護保険事業所調査を行います。

【実施内容】
　高齢者の生活状態に合った介護（予防）サービス等
を提供するために、高齢者や介護保険事業所等にアン
ケートによる調査を行います。

【目　　的】
　地域の特性を踏まえた介護サービスの充実を図るた
め、介護保険事業計画に基づき介護保険事業所の整備
を推進します。（整備事業者に対する補助金の交付）

【実施内容】
○定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所　１事業所
○認知症高齢者グループホーム　１事業所
○小規模多機能型居宅介護事業所　１事業所
○地域密着型特別養護老人ホーム　１事業所（H27～ H28）
○小規模多機能型居宅介護事業所　１事業所（H27～ H28）
○認知症対応型デイサービスセンター１事業所（H27～ H28）

【前年実績・効果】
○定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所　１事業所
○認知症対応型デイサービスセンター１事業所
○地域密着型特別養護老人ホーム　１事業所（H27～ H28）
○小規模多機能型居宅介護事業所　１事業所（H27～ H28）
○認知症対応型デイサービスセンター１事業所（H27～ H28）

444 万円 1 億 2,034 万円

高齢者福祉計画策定事業 介護基盤等整備事業	 	 	

財源（万円） 市の負担
444 財源（万円） 国・県の負担

12,034

拡
充

担当課 高齢福祉課

【目　　的】
　高齢者が住みなれた地域でいつまでも健康で自立し
た生活を送ることができるように各種事業を開催し、生
活習慣病の予防や生活機能の向上をめざします。

【実施内容】
主な介護予防事業
〇�元気クラブ：市内６箇所でマシンを使用した高齢者
の筋力トレーニング教室を開催します。
〇�元気じゃ脳教室：「読み書き、計算」を行い、脳の活
性化を図ります。
〇�出前教室：地域のサロン・集会場で、軽い運動や講
話を行います。
○�介護予防・日常生活支援総合事業：要支援１と２の
認定者および事業対象者に対して従前の予防訪問介
護、予防通所介護および予防介護支援を提供します。��

【前年実績・効果】
主な介護予防事業
〇�元気クラブ
　Aタイプ　実施回数　182回　参加決定人数 90人
　Bタイプ　実施回数 2,553 回　参加延べ人数 21,106 人
　（平成 28年 2月現在）
〇元気じゃ脳教室
　参加者実人数 70人　参加延人数 1,800 人
　（平成 28年 2月 10日現在）

〇出前教室
　実施回数 15回　参加人数 360人
　（平成 28年 2月 10日現在）

1 億 8,697 万円

介護予防事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
11,686 7,011

元気クラブ
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担当課 高齢福祉課

【目　　的】
　早期に認知症の診断が行われ、速やかに適切な医療・
介護等が受けられるように認知症の人やその家族を初
期の段階から支援します。

【実施内容】
　専門医１名と、専門職２名以上でチームをつくり、認
知症が疑われる人や認知症の人、およびそのご家族を
訪問し、地域包括支援センターと協力・連携しながら
初期集中支援（概ね６カ月）を行い、自立した生活の
サポートを行います。

【前年実績・効果】
○�平成 27年度は、チーム員体制などの準備を進めまし
た。

646 万円

認知症初期集中支援事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
268 378

担当課 高齢福祉課

【目　　的】
　入浴施設などを提供し市民の健康と福祉を増進をす
るための施設「保原ふれあいセンター」の維持管理を
行います。

【実施内容】
　平成 28年度は、通常の施設維持管理のほか、老朽化
した空調設備を整備します。

【前年実績・効果】
○入浴施設利用者数　3,933 名　
○その他利用者数　5,578 名
（平成 28年 2月末現在）

3,195 万円

保原ふれあいセンター維持管理事業

財源（万円） 市の負担 その他
3,152 43

担当課 霊山総合支所

【目　　的】
　霊山地域の元気な高齢者の介護予防や生きがい活動
を支援するため、はつらつ教室（掛田地区）、霊山生き
生きクラブ（霊山地区）、石戸いきいきクラブ（石戸地
区）、小国楽遊クラブ（小国地区）を開設します。

【実施内容】
　健康教室、料理教室、生き生き体操、手工芸などの
活動を通し、楽しいサロンを運営します。
　霊山、石戸、小国地区のサロンには、より参加しや
すい環境づくりのため、会場までのマイクロバスの送
迎も行っております。
　はつらつ教室、その他のクラブとも月１回開催します。

【前年実績・効果】
�平成 27年度延参加者数
○はつらつ教室　延 321名
○霊山生き生きクラブ　延 432名
○石戸いきいきクラブ　延 379名
○小国楽遊クラブ　延 487名

51 万円

霊山地域高齢者ふれあいサロン事業

財源（万円） 市の負担
51

担当課 月舘総合支所

【目　　的】
　月舘地域に住む介護保険の認定を受けていない 65歳
以上の元気な高齢者に社会参加の機会の確保と介護予
防のために、毎月１回月舘保健福祉センター「やまゆり」
の浴室と休憩室を開放します。

【実施内容】
　看護師による血圧測定と健康相談を受けた後それぞ
れ入浴、昼には「ＪＡゆりの会」のボランティアの方
の作ったみそ汁と、持参したおにぎりで昼食をとりな
がら交流しています。
　多くの方に参加していただけるようマイクロバスに
よる送迎も行っています。

【前年実績・効果】
平成 27年度のべ参加者数　168名

12 万円

月舘地域高齢者福祉事業

財源（万円） 市の負担
12
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担当課 国保年金課

【目　　的】
　脳血管疾患や心疾患などの生活習慣病を早期発見し、
重症化を予防するために、40歳から 74歳までの国民
健康保険に加入している人に、特定健康診査・特定保
健指導を行います。

【実施内容】
①�検査の内容は、よりきめ細かな疾病予防に役立てる
ため、国の基準項目に加え、腎臓病の検査（クレア
チニン・ｅ－ＧＦＲ）・貧血検査・心電図検査・眼底
検査・尿酸検査を市独自に実施します。　
②�検査結果によりメタボリックシンドローム（内臓脂
肪症候群）に該当する人には、市の保健師などが戸
別訪問や健康教室を通じて、生活習慣の改善方法を
一緒に考えていきます（特定保健指導）。
③�指導は、リスクの程度により「動機付け支援」や「積
極的支援（より高いリスク）」と分けて行い、総合的
な視点で生活習慣病の予防や健康増進に役立てます。

【前年実績・効果】
受　診　率 平成 24年 平成 25年 平成 26年
特定健診 42.0％ 43.0％ 45.7％

特定保健指導 26.9％ 32.0％ 44.5％

7,472 万円

特定健康診査事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
4,848 2,624

健診風景

4 ー 3 健康づくりの推進

担当課 健康推進課

【目　　的】
　伊達市第２次総合計画を上位計画とし健康増進法第
８条の２の規定に基づき平成 29年から平成 38年を計
画期間とした、「誰もがいつまでも安心して健やかに暮
らせるまちづくり」の推進のための「健康だて 21（第
２次）」を策定します。　

【実施内容】
　計画策定委員会の開催、現況データ・評価指標の取
りまとめ、評価指標の検討、計画案策定、計画書作成

415 万円

健康だて 21計画策定事業

財源（万円） 市の負担
415

地区健康学習会

新
規
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担当課 健康推進課

【目　　的】
　定期接種以外の予防接種の中で、ワクチン接種によ
り重症化予防・まん延防止および「先天性風しん症候群」
の予防を図るとともに医療費抑制効果のある予防接種
費用の助成を図ります。　

【実施内容】
○�妊婦および 6か月から 15 歳までの小児への任意イ
ンフルエンザ予防接種（ひとり１回一部助成）
○�20歳から49歳で風しん抗体価の低い市民への風しん
予防接種（全額助成：上限設定あり）
○�生後 6週から 32週未満の乳児へのロタ予防接種（28
年度より）（一部助成）

【実施状況・効果】
�平成 28年１月末現在
○�任意インフルエンザ予防接種者　4,107 人
○�風しん予防接種者　37人

1,021 万円

予防接種事業（任意）

財源（万円） 市の負担
1,021

母子手帳を忘れずに持参しましょう

拡
充

担当課 健康推進課

【目　　的】
　各種がん、肝炎および骨粗しょう症の早期発見によ
り、健康を保持するため検診を行います。各地域の交
流館や保健センターで実施する集団検診と指定医療機
関で実施する施設検診があります。　

【実施内容】
検診種別
○胃がん　　　40歳以上の市民
○大腸がん　　40歳以上の市民
○肺がん　　　40歳以上の市民
○前立腺がん　50歳以上の男性市民
○子宮頸がん　20歳以上の女性市民
○乳がん　　　40歳以上の女性市民
○肝炎
　�満 40 歳の市民（41歳以上であっても過去に検診を
受けたことのない方も受診できます。）
○骨粗しょう症
　満 40・45・50・55・60・65・70歳の女性市民　

【前年実績】　
平成 27年度受診率
○胃がん 23.8％
○大腸がん 32.9％
○肺がん 37.4％
○乳がん 11.2％（平成 28年１月末現在）
○子宮頸がん 11.4％（平成 28年１月末現在）
○肝炎 12.6％
○骨粗しょう症 26.0％

1 億 3,260 万円

検診事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担 その他
12,554 288 418

伊達ふれあいセンター　検診会場
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担当課 健康推進課

【目　　的】
　自分の歯で楽しく・おいしく食べ続けられる市民を
増やすことを目的に歯科保健事業の充実をはかりなが
ら、市民の歯と歯肉の健康を守ります。

【実施内容】
　歯科衛生士を嘱託職員として配置し、乳幼児健診、出
前講座、はっぴースマイルフェア等を実施します。
　歯科衛生士がむし歯予防、歯周疾患の予防、口腔機
能の維持等について講話・啓発を実施します。

【前年実績】
○歯科衛生士による出前講座
○歯科衛生士による健康相談会
○ 3歳 6か月児健診によるむし歯のない児の割合
　平成 23年　36％　⇒　平成 26年　31.95％

333 万円

歯っぴースマイル事業

財源（万円） 市の負担
333

担当課 健康推進課

【目　　的】
　市民の休日や夜間の急病時に安全・安心に適切な医
療が確保できるように近隣市町と輪番制の広域化を推
進していきます。

【実施内容】
　平成 23年 10月「伊達地方病院群輪番制協議会」を
設立し、参加３医療機関による輪番制を実施しています。
当協議会への運営助成を維持しながら、病院群輪番制
の広域化を整備・拡充を図っていきます。

1,625 万円

地域救急医療体制整備事業

財源（万円） 市の負担
1,625

担当課 健康推進課

【目　　的】
　予防接種法で定められた予防接種を実施します。

【実施内容】
○�Ａ類予防接種：指定医療機関で接種する費用の全額
を助成します。
　　�ヒブ　小児用肺炎球菌ワクチン　ＢＣＧ
　　四種混合　三種混合　二種混合　不活化ポリオ　
　　麻しん風しん　水痘　日本脳炎　子宮頚がんワクチン
　※�予防接種の種類ごとに、接種に適した時期がある

ため、対象者と接種期間などが決められています。
○�Ｂ類予防接種：指定医療機関で接種する費用の一部
を助成します。
　・�高齢者インフルエンザ　65歳以上の方　自己負担

1,300 円
　・�高齢者肺炎球菌ワクチン　各年度で 65歳以上５歳

刻みの年齢になる方　自己負担 2,400 円
　※生活保護を受けている方は全額助成となります。

【前年実績・効果】
接種人数
○二種混合　369人
○麻しん風しんⅡ期　305人
○高齢者インフルエンザ　13,131 人
○高齢者肺炎球菌ワクチン　870人
（平成 28年 2月 22日現在）

1 億 7,105 万円

予防接種事業（法定）

財源（万円） 市の負担
17,105
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担当課 健康推進課

【目　　的】
　市民が、いつまでも健康で生活できるように生活習
慣病の予防や重症化するのを防ぐための支援を行いま
す。　

【実施内容】
○健康相談・訪問指導
　�　電話相談や来所による相談を随時行います。また、
保健師、栄養士などが健診結果に基づき、個別の相
談会や家庭訪問を通して健康の改善を支援します。
○出前講座
　�　地域の各種団体からの要望に応じて、随時出前講
座を実施します。
○血圧対策
　�　市民が手軽に血圧測定ができるように主な公共施
設に自動血圧計と血圧を管理するための血圧手帳を
設置しています。

【前年実績・効果】
平成 28年２月末現在
○健診結果個別相談会　実施回数：11回　404人
◯出前講座　　　　　　実施回数：37回　785人

136 万円

健康・食生活指導事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
94 42

血管を守る大作戦！「血管は若返る！」講演会

担当課 健康推進課

【目　　的】
　母親とおなかの赤ちゃんの健康を守り，健やかな出
産を迎えられるよう妊娠中の健診費用を助成します。
　また、産後の母親の身体の回復を支援するため、産
後１か月健診費用を助成します。

【実施内容】
　妊娠確定後の健診（15回分）と産後１か月健診を助
成します。
一人当たりの助成額
○妊娠 12週前後（２回目）の健診　23,900 円
○妊娠 30週前後（８回目）の健診　19,270 円
○妊娠 35週前後（11回目）の健診　8,050 円
○�その他の週数の健診（1回当たり 5,050 円× 12回）
60,600 円
○産後の健診　5,050 円
合　計　116,870 円
　上記の金額以外に必要な検査費用は、自己負担とな
ります。

【前年実績】
平成 27年度実績（平成 27年 12月 31日現在）

時期 対象者（人） 受診者（人） 受診率（％）
12週前後 251 219 87.3
30 週前後 264 225 85.2
35 週前後 256 226 88.3

4,756 万円

妊婦健康診査事業

財源（万円） 市の負担
4,756
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担当課 健康推進課

【目　　的】
　保護者がこどもの成長を確認し健康な育ちを促せる
ように支援します。

【実施内容】
　内科健診・歯科健診を行い、健診結果に基づいて、栄
養・生活・歯科保健相談を行います。
○４か月児健診
　内　　容　内科診察　栄養相談　育児相談等
　実施回数　20回 /年
　会　　場　保原保健センター
○ 10か月児健診
　内容　内科診察　育児相談等
　市が指定した医療機関で受診
○ 1歳 6か月児健診
　内　　容　内科診察　歯科診察　栄養相談
　　　　　　歯科相談　育児相談等
　実施回数　20回 /年
　会　　場　保原保健センター等
○ 3歳 6か月児健診
　内　　容　内科診察　歯科診察　栄養相談
　　　　　　歯科相談　育児相談等
　実施回数　20回 /年
　会　　場　保原保健センター等

※�開催案内は、広報紙・ホームページ、案内通知でお
知らせします。

【前年実績】
対象者数（人） 受診者数（人） 受診率（％）

４か月 221 217 98.2
10 か月 245 247 100.8
1 歳 6か月 283 278 98.2
3 歳 6か月 268 265 98.9

（平成 27年 12月 31日現在）

1,279 万円

乳幼児健康診査事業

財源（万円） 市の負担
1,279

乳幼児健康診査

担当課 健康推進課

【目　　的】
　子どもの健康な育ちを支援するため、相談会や健康
教室を開催します。

【実施内容】
　保健師、助産師、栄養士、歯科衛生士等の専門スタッ
フによる離乳食等の栄養相談、育児相談や教室を開催
します。
○赤ちゃんサロン　12回／年
○７か月児健康相談　12回／年
○ぱくぱく栄養相談　12回／年
○のびのび教室　12回／年
○電話相談　随時

【前年実績】
○すくすく相談会：９回開催　133人
○のびのび教室：12回開催　186人
○離乳食教室：９回開催　278人
○電話相談：691人
○食育教室：75人　　
（平成 27年 12月 31日現在）

104 万円

母子健康相談 ･健康教育事業

財源（万円） 市の負担
104
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5 － 1

　快適な生活環境の形成

5 － 2

　市民生活を支える交通網の充実

5 － 3

　快適で便利な居住空間の創出

5 － 4

　安全・安心な水環境の形成

政策 5

自然と調和し

快適で住みよいまちづくり
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5 ー 1 快適な生活環境の形成

担当課 生活環境課

担当課 生活環境課

担当課 生活環境課

担当課 生活環境課

【目　　的】
　廃棄物の不法投棄を未然に防止することにより、生
活環境の保全および公衆衛生の向上を図ることを目的
とします。

【実施内容】
○�廃棄物不法投棄監視委員による市内の不法投棄がな
されやすい箇所の巡視および監視
○�市内の不法投棄がなされやすい箇所への監視カメラ
の設置　

【前年実績・効果】
　33名の監視員による監視地域の巡視の実施と 3台の
監視カメラの設置を行いました。

【目　　的】
　廃棄物のリサイクルを推進するため、新聞・雑誌・
ダンボールなどの古紙類を回収し、再資源化している
市内の町内会、PTA、子ども会、老人クラブなどの団
体に対し、その回収量に応じ、奨励金を交付します。

【実施内容】
　奨励金は、廃品回収業者に引き渡した古紙類の重量
に応じ、1kg 当たり２円を支給しています。

【前年実績・効果】
平成 27年度申請受付件数　130件
（平成 27年 2月 4日現在）

【目　　的】
　家庭から出る生ごみの量を減らすため、家庭用生ご
み処理機等の購入者に補助金を交付します。

【実施内容】
　購入代金の５割以内、上限 25,000 円以内で購入費
用の補助をします。

【前年実績・効果】
○電動生ごみ処理機　�3 台
○コンポスト　　　　�5 台
（平成 28年 2月 4日現在）

【目　　的】
　デジタルカメラやゲーム機等の使用済小型電子機器
等の回収を行い、ごみの減量化を図るとともに、希少
金属等の再資源化を促進します。

【実施内容】
　市内の公共施設 11施設（市役所・総合支所・各中央
交流館・伊達地方衛生処理組合）に回収ボックスを設
置し、使い終わった小型家電を回収し、再資源化を促
進します。

【前年実績・効果】
平成 27年度回収量　3,437㎏
（平成 27年 12月 31日現在）

272 万円

200 万円

30 万円

18 万円

不法投棄防止活動事業

廃棄物再資源化支援事業

廃棄物減量化支援事業

小型家電リサイクル事業

財源（万円） 市の負担
272

財源（万円） 市の負担
200

財源（万円） 市の負担
30

財源（万円） 市の負担 その他
16 2
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担当課 生活環境課

担当課 総合政策課

【目　　的】
　住宅に太陽光発電システムを設置した人に、その費
用の一部を補助することにより、再生可能エネルギー
の普及および地球温暖化の防止を図ります。

【実施内容】
　導入した太陽光発電システム２kw当たり２万円、４
kwを上限（最大８万円）を補助します。

【前年実績・効果】
�平成 27年度申請受付件数　103件

【目　　的】
　地域公共交通ネットワークの再構築を図るため、伊
達市地域公共交通活性化協議会において地域公共交通
再編実施計画を策定するための費用を負担金として支
出します。

【実施内容】
○伊達市地域公共交通活性化協議会の開催
○地域公共交通再編実施計画の策定

【前年実績・効果】
○伊達市地域公共交通活性化協議会　　２回開催　
○伊達市地域公共交通網形成計画策定

720 万円

932 万円

新エネルギー推進事業

地域公共交通活性化協議会参画事業

財源（万円） 市の負担
720

財源（万円） 市の負担
932

5 ー 2 市民生活を支える交通網の充実

担当課 総合政策課

【目　　的】
　商店街の活性化や地域住民の足を確保するため、商
工会で実施している「まちなかタクシー」に対し、補
助金等を支出します。

【実施内容】
○ほばらまちなかタクシー運行補助
○霊山・月舘まちなかタクシー運行補助
○梁川・伊達まちなかタクシー運行補助
○国見まちなかタクシー運行負担金

【実施状況・効果】
利用者（平成 26年度）
　保原　　　　32,338 人
　霊山・月舘　16,155 人
　梁川・伊達　16,502 人

7,386 万円

新多目的交通システム事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
6,908 478

まちなかタクシー
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担当課 総合政策課

【目　　的】
　市民の日常生活に必要なバス路線を維持するために、
運賃収入だけでは採算が取れない路線に対し、関連す
る市や町で経費の一部を補助します。　

【実施内容】
○乗合バス運行事業者へ補助金の交付

【前年実績・効果】
○平成 27年度輸送人員　929,795 人（12路線合計）

708 万円

地方バス路線運行事業

財源（万円） 市の負担
708

バス車両

担当課 総合政策課

担当課 総合政策課

【目　　的】
　阿武隈急行線を安全に運行するために、阿武隈急行
㈱が行う橋やトンネルの修理、路線の整備などに県や
沿線市町と協調して補助金を交付します。

【実施内容】
○阿武隈急行㈱へ補助金の交付

【前年実績・効果】
平成 27年度主な駅の乗降客数（12月末現在）
　上保原駅　127,045 人
　保原駅　　308,580 人
　大泉駅　　152,993 人
　梁川駅　　142,238 人

【目　　的】
　霊山地域の小中学生の通学等にも利用され、地域住
民の足として欠かせないバス路線について、運行を維
持するため、交通事業者へ補助をします。

【実施内容】
○乗合バス運行事業者へ補助金の交付

【前年実績・効果】
○平成 27年度輸送人員　35,854 人（３路線合計）

1,053 万円

1,648 万円

阿武隈急行支援事業

市町村代替バス運行事業

財源（万円） 市の負担 市　債
3 1,050

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
1,478 170

阿武隈急行

バス車両
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担当課 高速道路推進室

【目　　的】
　復興支援として相馬福島道路（自動車専用道路）の整備が国により急ピッチで進められています。国から事務委託
を受け、用地取得を行っています。また利便性の高い工事用道路は市道としてその用地を取得しています。

【実施内容】
用地事務受託（土地等の取得および物件移転等の契約事務）�
補償契約額　　　　　　７億円
高速道路対策事業　　　1,638 万円
高速道路用地取得事業　384万円　

【前年実績・効果】
用地事務受託（土地等の取得および物件移転等の契約事務）
補償契約額　　　　　　９億円
高速道路対策事業　　　1,950 万円
高速道路用地取得事業　266万円　�

2,022 万円

高速道路対策事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
384 1,638

犬飼大橋（工事中）
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担当課 土木課  

【目　　的】
　安全で快適な生活環境を目指し生活に密着した市道
の舗装、道路改良および水路の整備を行います。

【実施内容】
①伊達地域　　道路改良　　４路線
　　　　　　　水路整備　　３カ所
②梁川地域　　現道舗装　　７路線
　　　　　　　道路改良　　１路線
　　　　　　　水路整備　　１カ所
③保原地域　　現道舗装　　３路線
　　　　　　　道路改良　　１路線
　　　　　　　水路整備　　２カ所
④霊山地域　　現道舗装　　２路線
　　　　　　　水路整備　　１カ所
⑤月舘地域　　水路整備　　２カ所　

1 億 7,600 万円

さわやか現道整備事業

財源（万円） 市の負担
17,600

担当課 土木課

【目　　的】
　梁川町字町裏には内水排除ポンプを設置しています
が、さらに流末区域の浸水被害を軽減させるため、上
流域の上町地内に排水路の整備を行います。

【実施内容】
　県が実施している国道 349 号（梁川町右城町・大町
工区）都市計画道路中央線整備事業の進捗と併せて排
水施設整備を行います。
長さ＝ 80ｍ

【前年実績・効果】
排水施設整備工事＝ 80ｍ�

2,600 万円

道路新設改良事業（都市計画）

財源（万円） 市の負担 市　債
130 2,470

上町排水路整備
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平成 28年度　道路整備箇所図

【対象事業】

○道路新設改良事業� P27 掲載

○道路新設改良事業（都市計画）� P94 掲載

○さわやか現道整備事業� P94 掲載

【掲載ページ】

伊達地域　　　P96～ 97

梁川地域　　　P98～ 99

保原地域　　　P100～ 101

霊山地域　　　P102～ 103

月舘地域　　　P104～ 105
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【伊達地域】

道路新設改良事業（単独事業）
図面
番号 場　　所 目　　的 概　　　要

① 岡前地内 道路改良舗装 用地補償・工事　長さ＝ 80メートル　幅＝ 4.0 メートル
（岡前北畑線）　継続

② 箱崎字原地内 道路改良舗装 測量設計　長さ＝ 340メートル　幅＝ 9.75 メートル
（原西３号線）　R399整備計画関連

さわやか現道整備事業
図面
番号 場　　所 目　　的 概　　　要

③ 鍛治屋川地内 水路整備 工事　長さ＝ 80メートル
（鍛冶屋川坂ノ上線）

④ 根田地内 道路改良舗装 用地補償・工事　交差点隅切部
（根田線）　継続

⑤ 伏黒字観音前地内 道路舗装 工事　長さ＝ 30メートル　幅＝ 2.5 ～ 3.0 メートル
（観音北線）

⑥ 箱崎字漆宝地内 水路整備 工事　長さ＝ 15メートル　幅＝ 0.3 メートル　高さ＝ 0.3 メートル
継続

⑦ 荒町地内 水路整備 測量設計・工事　長さ＝ 60メートル（改修）
（荒町）

⑧ 箱崎字原地内 道路改良舗装 測量設計　長さ＝ 220メートル　幅＝ 4.0 メートル
（原西２号線）　R399整備計画関連

⑨ 篭田地内 道路舗装 測量設計　長さ＝ 120メートル　幅＝ 5.0 メートル
（篭田３号線）
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【梁川地域】

街路事業（都計大町菖蒲沢線大町工区）
図面
番号 場　　所 目　　的 概　　　要

① 上町地内 水路整備 工事　長さ＝ 80 メートル　径＝ 0.45 メートル　継続

道路新設改良事業（単独事業）
図面
番号 場　　所 目　　的 概　　　要

② 大関字愛宕後地内 旧橋撤去 旧中ノ内橋撤去工事一式、護岸復旧

さわやか現道整備事業
図面
番号 場　　所 目　　的 概　　　要

③ 大町一丁目、天神町地内 道路改良 測量設計・用地補償　長さ＝ 120メートル　幅＝ 5.0 メートル
（大町天神町線）

④ 山城舘地内 現道舗装 測量設計・工事　長さ＝ 50メートル　幅＝ 2.5 ～ 3.0 メートル
（山城舘１号線）

⑤ 粟野字栗木内地内 現道舗装 工事　長さ＝ 70メートル　幅＝ 2.5 ～ 3.0 メートル
（栗木内前塚原線）

⑥ 細谷字入ノ内後地内 現道舗装 測量設計・工事　長さ＝ 50メートル　幅＝ 2.5 ～ 3.0 メートル
（馬下入ノ内線）

⑦ 白根字中倉地内 現道舗装 測量設計・工事　長さ＝ 50メートル　幅＝ 2.5 ～ 3.0 メートル
（小室田五斗五郎内線）

⑧ 山舟生字石角坊地内 現道舗装 測量設計・工事　長さ＝ 50メートル　幅＝ 2.5 ～ 3.0 メートル
（椚脇石橋線）

⑨ 八幡字守水地内 現道舗装 工事　長さ＝ 200メートル　幅＝ 2.5 ～ 3.0 メートル
（和田線）

⑩ 五十沢字株木地内 水路整備 測量設計・工事
長さ＝ 80メートル　幅 0.3 メートル　高さ 0.3 メートル

⑪ 東大枝字高原地内 現道舗装 測量設計・工事　長さ＝ 90メートル　幅＝ 2.5 ～ 3.0 メートル
（高原線）
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【保原地域】

道路新設改良事業（合併特例債事業）
図面
番号 場　　所 目　　的 概　　　要

① 上保原字上当築地内 道路改良舗装 用地補償　長さ＝600メートル　幅＝14メートル（2車線・両側歩道）
（上ノ原２号線）　相馬福島道路 I.C アクセス道路　継続

② 上保原字大地内地内 道路改良舗装 工事　長さ＝440メートル　幅＝9.75メートル（2車線・片側歩道）
（保原箱崎線）　継続

道路新設改良事業（単独事業）
図面
番号 場　　所 目　　的 概　　　要

③ 東台後地内 県事業工事
負担金

古川端橋工事　長さ＝ 31メートル　幅＝ 7.0 メートル
（古川河川改修事業）　継続

④ 上保原字田向地内 道路改良舗装 測量設計　長さ＝ 50メートル　幅＝ 4.0 メートル
（田向１号線）　相馬福島道路関連

さわやか現道整備事業
図面
番号 場　　所 目　　的 概　　　要

⑤ 黄金町地内 道路改良舗装 工事　長さ＝ 150メートル　幅＝ 6.0 メートル
（保原箱崎線）　継続

⑥ 富沢字長谷地内 現道舗装 工事　長さ＝ 100メートル　幅＝ 2.5 ～ 3.0 メートル
（大南四城線）

⑦ 大泉字道城場地内 現道舗装 工事　長さ＝ 90�メートル　幅＝ 3.0 ～ 3.5 メートル
（道城場４号線）

⑧ 金原田字北原地内 水路整備 工事　長さ＝ 50メートル（改修）
（前原内荒神前線）

⑨ 大泉字大塚地内 現道舗装 測量設計・工事　長さ＝ 370メートル　幅＝ 2.0 ～ 2.5 メートル
（大塚７号線）

⑩ 柱田字武士沢地内 水路整備 工事　長さ＝ 90メートル（改修）
（武士沢１号線）
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【霊山地域】

道路新設改良事業（合併特例債事業）
図面
番号 場　　所 目　　的 概　　　要

① 掛田字下屋敷地内 道路改良舗装 用地補償・工事　長さ＝ 230メートル　幅＝ 4.0 メートル
（下屋敷高ノ上線）　継続

② 掛田地内 道路改良
健幸都市（SWC）整備事業
コミュニティ道路整備　長さ＝ 480メートル　継続
市道整備　長さ 140メートル　継続

③ 小国字繕木地内 工事負担金
道路改良舗装

相馬・福島道路の I.C 整備に伴う繕木杉ノ内線負担金
用地補償・工事　長さ＝400メートル　幅＝9.25メートル（2車線・片側歩道）
（繕木杉ノ内線）　継続

④ 大石字前地地内 道路改良舗装
（新設）

用地補償　長さ＝ 1100メートル　幅＝ 6.0 メートル
（前地田代線）　継続

さわやか現道整備事業
図面
番号 場　　所 目　　的 概　　　要

⑤ 大石字馬越地内 現道舗装 測量設計　外側線工事　長さ＝ 300メートル
（越田中川線）

⑥ 泉原字川面地内 現道舗装 測量設計・工事　長さ＝ 150メートル　幅＝ 3.5 ～ 4.0 メートル
（川面線）

⑦ 掛田字舘地内 水路整備 測量設計・工事　横断側溝工　長さ＝ 7メートル
（舘田沢線）
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【月舘地域】

道路新設改良事業（合併特例債事業）
図面
番号 場　　所 目　　的 概　　　要

① 御代田字旭作地内 道路改良舗装 工事　長さ＝ 180 メートル　幅＝ 4.0 ～ 5.0 メートル
（寺村社旭作線）　継続

② 御代田字平内地内 水路整備 工事　長さ＝ 70メートル　幅＝ 2メートル　高さ＝ 1.8 メートル
（沢川）　継続

さわやか現道整備事業
図面
番号 場　　所 目　　的 概　　　要

③ 布川字西原地内 水路整備 工事　長さ＝ 130メートル　幅＝ 1.2 メートル　高さ＝ 0.8 メートル
継続

④ 布川字旋田地内 水路整備 工事　長さ＝ 10メートル　幅＝ 1.7 メートル　高さ＝ 1.5 メートル
継続
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御代田

糠田

下手渡

①

③

②

月舘小学校

月舘中学校

小手小学校

◯文

◯文

◯文

349

399

月舘総合支所
◎

●月舘総合運動場

御代田コミュニティセンター●

●御代田地区交流館

●つきだて花工房
　つきだて交流館「もりもり」

◯〒

旋田

④

316
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担当課 土木課

担当課 土木課

担当課 土木課

担当課 土木課

【目　　的】
　市道通行の車両および歩行者等が安全・安心に通行
出来るよう、適切な維持管理に努めます。　

【実施内容】
○定期的な道路パトロールの実施
○損傷箇所を発見した場合、早急な修繕の実施
○幹線道路における街路樹の剪定作業・害虫防除等の実施

【前年実績・効果】
○直営による道路修繕
○道路修繕依頼　98件　2,230 万円�
○除草・支障木伐採・街路樹剪定・害虫防除等　335万円

【目　　的】
　街路灯の新設・修繕を行い市道通行の車両および歩
行者等の夜間の外出時に配慮し、安全・安心な地域社
会を形成します。　

【実施内容】
○街路灯の新設
○街路灯の修繕

【実施状況・効果】
○街路灯新設　18基
○街路灯修繕　1,156 件

【目　　的】
　市道等の除雪を行うことにより、通行の障害を解消
し円滑な交通を確保します。
　また、坂道が凍結した場合に備え、凍結防止剤を現
地に配置します。

【実施内容】
○�積雪 15センチメートル以上となった場合、除雪を行
います。
※�除雪を行う場合、すぐに出動できるよう建設業者に
あらかじめ作業を委託しています。（12～ 3月）

【目　　的】
　橋梁の定期的な点検・修繕を行うことで未然に事故
の防止や架替え等に係る費用の削減を図り損傷による
不要な通行止めを回避し円滑な交通を確保します。
　また、現在の橋をより長く使えるよう維持管理に努
めます。

【実施内容】
○橋梁長寿命化事業
　全534橋を 5年に 1度、点検を実施します。
○橋梁維持管理事業
　定期的なパトロールを実施し、適正な維持管理を行
います。

【前年実績・効果】
　霊山地域「大手橋」修繕工事　実施

1 億 5,060 万円

5,087 万円

991 万円

4,457 万円

道路施設等維持管理事業

街路灯管理事業

除排雪対策事業

橋梁維持管理事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担 その他
7,682 6,360 1,018 財源（万円） 市の負担

991

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
1,817 2,640財源（万円） 市の負担

5,087

路面整正作業

街路灯新設作業

除雪実施状況

橋梁修繕工事

拡
充
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担当課 土木課

【目　　的】
　平成 27 年 9月に発生した豪雨により被害を受けた
道路や河川の復旧を平成 27年度に引き続き行います。
～繰越事業～

【実施内容】
　道路災害復旧：14箇所（国庫補助対象事業）
　河川災害復旧：20箇所（国庫補助対象事業）
　その他災害復旧

4 億 2,198 万円

道路橋梁災害復旧事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担 市　債
11,938 18,380 11,880

被害状況

5 ー 3 快適で便利な居住空間の創出

担当課 都市整備課

【目　　的】
　伊達市都市計画マスタープランにおいて、定住促進
の観点から計画的な住宅地整備を推進する地域に位置
付けし、「健幸都市基本計画」に掲げる「自然と歩きた
くなるまち」の実現を目指し、土地区画整理事業を支
援します。　

【実施内容】
　本事業は、施行区域内の土地所有権等を有する者に
よって組織する土地区画整理組合が施行するものです
が、本市の重要な住宅施策であること、また健幸都市
推進のため、指導、助言および支援を行うものです。
○整備計画地　　�伊達市保原町上保原地内（阿武隈急

行線高子駅北地区）
○整備計画面積　約 14ha
○整備手法　　　�土地区画整理事業（業務代行方式に

よる組合施行）

【前年実績・効果】
　土地区画整理組合設立に向け、土地所有者に本事業
の概要等について説明し、土地区画整理組合設立準備
会発足のため支援を行いました。

0 万円

高子駅北地区土地区画整理事業

イメージ図
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担当課 管理課

【目　　的】
　伊達市で実施している木造住宅耐震診断者派遣業務
により耐震診断を行った結果、住宅の耐震性が不足し
ている住宅に対して木造住宅の耐震改修（耐震補強）
を促進し、震災に強いまちづくりを推進します。

【実施内容】
　耐震性が不足している木造住宅の耐震改修（耐震補
強）工事を実施した者に対し、工事費の一部を補助し
ます。
①一般改修
　工事費の 1/2 で最大 100万円までを補助。
②段階・部分改修
　工事費の 1/2 で最大 60万円までを補助。

【前年実績・効果】
��平成25年度1件、平成26年度2件、平成27年度では、
一般改修 1件、段階・部分改修 3件が耐震改修工事を
行い補助を受けています。

540 万円

安心耐震サポート事業（耐震改修事業）

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
135 405

5 ー 4 安心・安全な水環境の形成

担当課 管理課

【目　　的】
　昭和 56年 5月 31日以前建築または着手となった民
間戸建て木造住宅の耐震診断を希望する方に、市が耐
震診断者を派遣し耐震診断をすることにより、自宅の
耐震性能を認識し、耐震改修への実施を促進します。

【実施内容】
　昭和 56年 5月 31日以前建築された木造住宅（在来
軸組工法等による３階建て以下の木造住宅）の所有者
に対し、耐震診断者を派遣します。

【前年実績・効果】
　平成 17 年度から平成 26 年度までの間で 101 件、
平成 27 年度については 9件に耐震診断者を派遣しま
した。

179 万円

安全安心耐震促進事業
（木造住宅耐震診断者派遣事業）

財源（万円） 市の負担 国・県の負担 その他
57 115 7

担当課 水道総務課担当課 水道総務課

【目　　的】
　中山間地域等の水道未普及地域において、市民の生
活用水を確保するため、水道水の宅配事業を実施しま
す。　

【実施内容】
　申し込みがあった世帯に対して、用意されたタンク
まで、給水車で水道水をお届けします。

【前年実績】
宅配件数　延べ 303件（２月末現在）

【利用料金】
１㎥あたり 500円

【目　　的】
　飲料水の確保が困難となる状況に対処し、市民の生
活の維持向上を図るため、水道未普及地域における井
戸掘削等工事に要する経費について補助金を交付しま
す。

【実施内容】
補助対象事業
　水道未普及地域における一般住宅の新たな飲料水確
保のための井戸掘削等工事および水源の改築工事
○補助率　2/3　　○補助限度額　60万円

【前年実績・効果】
○補助決定件数　13件　○補助金交付額　704万円
※３月１日現在予定額

249 万円1,164 万円

生活用水供給（宅配）事業未普及地区飲料水確保支援事業

財源（万円） 市の負担 その他
230 19財源（万円） 市の負担

1,164
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担当課 施設工事課  

【目　　的】
　老朽化による漏水の危険性が高い石綿セメント管を、
耐久性および耐震性に優れ、災害に強い水道管に布設
替する事業です。

【実施内容】
配水管布設替工事
　○月舘町御代田、月舘地区
　　HPPE φ 150㎜　L=1,300 ｍ

【前年実績・効果】
�配水管布設替工事
　○月舘町御代田地区
　　HPPE φ 150㎜　L=701ｍ
　○月舘町糠田地区
　　HPPE φ 75～ 150㎜　L=1,490 ｍ
石綿管更新事業業務委託
　○実施設計業務委託
　　測量設計　L=3,495 ｍ

1 億 2,584 万円

月舘地域石綿セメント管更新事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担 市　債
2,342 2,562 7,680

西原

殿ノ上

上関

関ノ下
関ノ下山

中平

天王山
川越山
川越

町

町畑
ウルシ坊上戸

鳥井田
久保田 宮前

細布

関ノ下

出夫山

出夫
酒呑ノ入

石行

担当課 施設工事課  

【目　　的】
　山舟生日面地区は水道未普及地区で、水道施設の整
備要望が高い地区であり、早期に整備を促進するもの
です。

【実施内容】
○梁川町山舟生字日面地内
　配水管布設工事
　HPPE・PP 管φ 100～ 50　L=1,500 ｍ
　減圧井築造工事および加圧ポンプ設置　�N=1.0 式

【前年実績・効果】
　業務委託
○測量設計業務委託　実施設計委託　L=2,250 ｍ
　送水管布設工事
○梁川町山舟生字和田地内
　ダクタイル鋳鉄管φ 100　L=680ｍ

1 億 2,135 万円

山舟生日面地区水道施設整備事業

財源（万円） 市の負担
12,135

越戸

鍛冶屋場

減圧井設備

日面

西林新田

上名場
屏風作
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担当課 下水道課  

【目　　的】
　家庭から排水される生活雑排水をきれいにし、河川
や水路などの水質保全や快適な生活が営めるようにす
るため、下水道や農業集落排水施設を利用できない区
域で、合併浄化槽を設置する人に対して補助金を交付
します。

【実施内容】
　16万 6,000 円～ 54万 8,000 円
　浄化槽の大きさや建物の用途によって異なります。
　改造等で単独浄化槽や汲取り便所をすべて撤去する
場合は、６万円から９万円の範囲で撤去費用として加
算します。
　市街化区域の中で当面下水道整備ができない区域（※）

については、８万 4,000 円から 27万 8,000 円の範囲
で通常の補助金に加算します。
※伊達地区：国道４号線より東側
　保原地区：古川より西側　

【前年実績・効果】
設置基数　106基

3,985 万円

浄化槽設置支援事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
2,415 1,570

浄化槽設置で快適な生活

担当課 下水道課

【目　　的】
○�河川や水路などの水質保全や快適な生活を営むため、
下水道を整備しています。
○�家庭などから排出される汚水は国見町にある県北浄
化センターできれいな水にして阿武隈川に放流して
います。

【実施内容】
○�下水道本管を埋設し各家庭からの汚水を接続するた
めに、工事区間内の宅地内に公共桝を設置しています。
○�今年度は約 1.2Km（伊達地域根田および沢田地内・
梁川地域清水町地内）を整備します。
○�下水道使用が可能になった市民の皆さんには、速や
かに下水道に接続をお願いします。

【前年実績・効果】
　平成 27年度末で約 126K ｍの下水道管が整備され、
約 21,800 人の市民が利用できるようになりました。

2 億 4,654 万円

公共下水道整備事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担 市　債 その他
7,385 7,140 9,100 1,029

公共下水道で快適な生活
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当初予算の内訳

■当初予算額（一般会計）の推移

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

18 年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

23,300 25,382 26,211 24,026 25,161 26,893 24,887 27,040 29,664 27,371

23,893

放射能対策事業

通常事業
16,451

4,119
2,287

48,780
43,491

33,783
29,658

28 年度

30,656

2,682
33,338

（百万円）

※借換債を含む
20年度＝1,025 百万円
21年度＝300百万円　
26年度＝100百万円
27年度＝106百万円

■歳入（市に入るお金）の内訳　　歳入予算額　333 億 3,800 万円

項　　目
平成 28 年度 平成 27 年度

増減額予算額 構成比 予算額 構成比
自　主　財　源 86 億 2,372 万円 25.9% 83 億　817 万円 28.0% 3 億 1,555 万円

市 税 54 億 3,924 万円 16.3% 52 億 9,982 万円 17.9% 1 億 3,942 万円

税 外 収 入 31 億 8,448 万円 9.6% 30 億　835 万円 10.1% 1 億 7,613 万円

依　存　財　源 247 億 1,428 万円 74.1% 213 億 4,983 万円 72.0% 33 億 6,445 万円

地 方 譲 与 税 3 億 4,233 万円 1.0% 3 億 1,954 万円 1.077% 2,279 万円

そ の 他 の 交 付 金 11 億 6,344 万円 3.5% 10 億 6,062 万円 3.576% 1 億　282 万円

地 方 交 付 税 101 億 3,261 万円 30.4% 105 億 1,935 万円 35.469% ▲ 3 億 8,674 万円

国 庫 支 出 金 36 億 3,836 万円 10.9% 24 億 7,447 万円 8.343% 11 億 6,389 万円

県 支 出 金 38 億 4,514 万円 11.5% 43 億 4,065 万円 14.636% ▲ 4 億 9,551 万円

市 債 55 億 9,240 万円 16.8% 26 億 3,520 万円 8.885% 29 億 5,720 万円

計 333 億 3,800 万円 100.0% 296 億 5,800 万円 100.0% 36 億 8,000 万円

　今年度に市に入るお金（歳入）は前年度と比較し
て 36 億 8,000 万円（12.4％）増加しました。そ
の大きな要因は、新市建設計画事業が本格工事に着
手することとなったため市債（市の借金）が大きく
増加したことによります。また、市税は平成 27 年
度の実績などから増額を見込み、国庫支出金も普通
建設事業および臨時福祉給付金事業の増により増額
となりました。
　一方、地方交付税は、国勢調査人口の減や今年度
から始まる交付税一本算定による減額を見込みまし
た。
　結果、全体予算に占める自主財源の割合は約
26％となり、昨年度から２％程度その割合が減少
しました。

＊依存財源
247 億 1,428 万円
74.1%

＊自主財源
86 億 2,372 万円
25.9%

市税
54 億
3,924 万円
16.3%

地方譲与税
3 億 4,233 万円
1.0%

税外収入 
31 億 8,448 万円
9.6%

その他の交付金
11 億 6,344 万円
3.5%

地方交付税
101 億 3,261 万円
30.4%

国庫支出金
36 億
3,836 万円
10.9%

県支出金 
38 億
4,514 万円
11.5%

市債
55 億
9,240 万円
16.8%

歳入合計
333億
3,800 万円
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■歳出（市で使う金）の内訳　　歳出予算額　333 億 3,800 万円

項　　目 平成 28 年度 平成 27 年度 増減額予算額 構成比 予算額 構成比
義　務　的　経　費 120 億 9,990 万円 36.3% 124 億 4,731 万円 42.0% ▲ 3 億 4,741 万円
人 件 費 44 億 1,711 万円 13.2% 46 億 1,362 万円 15.6% ▲ 1 億 9,651 万円
扶 助 費 42 億 2,408 万円 12.7% 42 億 7,526 万円 14.4% ▲ 5,118 万円
公 債 費 34 億 5,871 万円 10.4% 35 億 5,843 万円 12.0% ▲ 9,972 万円
投　資　的　経　費 62 億 2,359 万円 18.7% 27 億 4,090 万円 9.3% 34 億 8,269 万円
普 通 建 設 事 業 62 億 2,359 万円 18.7% 27 億 4,090 万円 9.3% 34 億 8,269 万円
災 害 復 旧 事 業 0 万円 0.0% 0 万円 0.0% 0 万円

そ 　 の 　 他 150 億 1,451 万円 45.0% 144 億 6,979 万円 48.7% 5 億 4,472 万円
補 助 費 等 46 億　811 万円 13.8% 46 億 2,716 万円 15.6% ▲ 1,905 万円
貸 付 金 1 億 7,060 万円 0.5% 1 億 7,560 万円 0.6% ▲ 500 万円
物 件 費 73 億 5,460 万円 22.1% 69 億 4,955 万円 23.4% 4 億　505 万円
維 持 補 修 費 2 億 1,054 万円 0.6% 1 億 8,736 万円 0.6% 2,318 万円
積 立 金 2 億 5,763 万円 0.8% 2 億 6,666 万円 0.9% ▲ 903 万円
投 資 お よ び 出 資 金 1 億 3,233 万円 0.4% 1 億 2,567 万円 0.4% 666 万円
繰 出 金 21 億 8,070 万円 6.5% 20 億 3,779 万円 6.9% 1 億 4,291 万円
予 備 費 1 億円 0.3% 1 億円 0.3% 0 万円

計 333 億 3,800 万円 100.0% 296 億 5,800 万円 100.0% 36 億 8,000 万円

　市で使うお金（歳出）はその使い道によって「性
質別」と「目的別」の二つの視点から見ることがで
きます。
　「性質別」とは人件費や扶助費、公債費のように
毎年必ず支出しなければならない「義務的」なもの
か、あるいは道路建設や学校建築など、将来に対し
て「投資的」に行う経費かに分類する見方です。「目
的別」とは、消防・防災、福祉、教育などの目的（分
野）別に分類する見方になります。
　全体的には地域創生事業への取り組みとともに、
新市建設計画の着実な実行、放射能対策への継続的
な取り組みにより、予算総額は前年より大幅に増額
し、積極的な予算を編成としました。
　そのため性質的には投資的経費が昨年に比べ約
27％（34 億 8300 万円）増加となりました。具体
的には本庁舎増築、給食センター建設、同報系防災
無線整備、道の駅建設等の新市建設計画事業などの
普通建設事業費が増加しました。義務的経費につい
ては人件費、扶助費、公債費とも減となりました。
　一方目的別にみると、少子高齢化の進行を反映
して子育て支援や福祉事業などの民生費が全体の
26.9％とかなり大きなウエートを占めています。
次いで、本庁舎増築事業によって増加となった総務
費が 17％、教育費の 11％、公債費の 10％と続い
ています。また、放射能対策費が中心である災害復
旧費は、市道除染等の経費を増額したため約４億増
加し、全体の８％となっています。

＊義務的経費
120 億 9,990 万円 36.3%

＊投資的経費
62 億 2,359 万円 18.7%

＊その他
150 億
1,451 万円
45.0%

歳出合計
333億
3,800 万円

人件費
44 億
1,711 万円
13.2%

扶助費
42 億
2,408 万円
12.7%

公債費
34 億
5,871 万円
10.4%

普通建設事業
62 億
2,359 万円
18.7%

積立金
2 億
5,763 万円
0.8%

投資および出資金
1 億 3,233 万円
0.4%

補助費等
46 億
811万円
13.8%

物件費
73 億
5,460 万円
22.1%

維持補修費
2 億
1,054 万円
0.6%

貸付金
1 億 7,060 万円
0.5%

繰出金
21 億 8,070 万円 6.5%

予備費
1 億円 0.3% 性質別

歳出合計
333億
3,800 万円

総務費
56 億
8,498 万円
17.1%

民生費
89 億
6,588 万円
26.9%

予備費
1 億円 0.3%

議会費
2 億 6,329 万円 0.8%

公債費
34 億
5,871 万円
10.4%

災害復旧費
26 億 8,185 万円
8.0%

教育費
37 億
8,299 万円
11.3%

衛生費
20 億
4,650 万円
6.1%

労働費
1,550 万円 0.1%

商工費
6 億 2,799 万円 1.9%
農林水産業費
7 億 3,726 万円 2.2%

土木費
29 億 9,453 万円
9.0%

消防費
19 億
7,852 万円
5.9%

目的別
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■基金（積立）現在高の推移

　基金とは、特定の目的や財政の運営のために使う「貯金」のことです。
　平成 18 年度末で約 39 億円あった基金の総額は、毎年積み立てた結果、平成 27 年度末で約 153
億 8 千万円となる見込みです。平成 28 年度はその一部を取り崩し、本庁舎増築、梁川幼稚園等解体、
保原中央交流館空調改修、学校給食センター建設、道路整備などに活用する予定です。そのため、平
成 28 年度末の基金総額は約 138 億 3 千万円となる見込みです。

基　　　金　　　名 平成 25 年度末
現在高

平成 26 年度末
現在高

平成 27 年度末
現在高見込額

平成 28 年度末
現在高見込額

財政調整基金 42 億 3,471 万円 42 億 4,025 万円 39 億 7,876 万円 32 億 3,450 万円

減債基金 5 億 6,720 万円 12 億 5,938 万円 16 億 5,967 万円 16 億 6,011 万円

地域創造基金 37 億 5,369 万円 38 億 1,731 万円 38 億 8,096 万円 39 億 3,560 万円

そ
の
他
の
基
金

復興きずな基金 6 億 7,409 万円 3 億 8,201 万円 3 億 1,095 万円 2 億 2,237 万円

福祉基金 5,752 万円 5,759 万円 5,861 万円 5,863 万円

国際交流基金 809 万円 709 万円 709 万円 510 万円

こどもの村施設整備基金 8,409 万円 7,192 万円 5,287 万円 5,290 万円

奨学資金貸付基金 1 億　473 万円 1 億　473 万円 1 億　488 万円 1 億　488 万円

寺田育英奨学資金給付基金 1,642 万円 1,554 万円 1,457 万円 1,359 万円

ケーブルテレビ設備機器整備基金 133 万円 133 万円 133 万円 133 万円

教育振興基金 274 万円 161 万円 1 億　124 万円 9,143 万円

教育施設整備基金 12 億 3,471 万円 14 億 2,982 万円 12 億 5,367 万円 10 億 4,660 万円

公共施設維持整備基金 26 億 3,652 万円 32 億 7,092 万円 30 億 9,010 万円 26 億 9,518 万円

地域雇用創出・産業活性化基金 1 億 5,635 万円 2 億 1,786 万円 1 億 8,153 万円 9,958 万円

さわやか現道整備基金 1 億 9,927 万円 1 億 1,391 万円 3 億　96 万円 2 億　106 万円

国民健康保険財政調整基金 2 億 2,397 万円 2 億 2,409 万円 1 億 4,804 万円 1 億 4,811 万円

国民健康保険高額医療費資金貸付基金 301 万円 301 万円 301 万円 301 万円

介護保険介護給付費準備基金 1,430 万円 0 万円 4,883 万円 7,214 万円

粟野地区農業集落排水処理事業財政調整基金 6,109 万円 6,521 万円 6,811 万円 6,813 万円

財産区基金合計 8,998 万円 9,007 万円 8,652 万円 8,492 万円

上記以外の基金 4,069 万円 3,537 万円 3,139 万円 2,740 万円

合　　　計 141 億 6,450 万円 154 億　902 万円 153 億 8,309 万円 138 億 2,657 万円

0 20 億 40億 60億 80億 100億 120億 140億 160億

平成 18年度末
残高

平成 26年度末
残高

平成 27年度末
残高見込額

平成 28年度末
残高見込額

財政調整基金 9 億 4,418 万円
減債基金 1 億 6,396 万円
地域創造基金 11 億 1,399 万円

その他の基金 16 億 7,997 万円

38億 1,731 万円42億 4,025 万円 60億 9,208 万円

38億 8,096 万円39億 7,876 万円 58億 6,370 万円

39億 3,560 万円 49億 9,636 万円32億 3,450 万円

12億 5,938 万円

16億 5,967 万円

16億 6,011 万円
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■借入金（市債）の推移

  市債とは、公共施設の建設などの財源として市が借り入れる長期の「借入金」のことです。
　自治体では、その年で使うお金を同じ年度で得る収入（市税や地方交付税など）で賄わなければな
りませんので、多額の費用を必要とする公共事業は通常の収入で賄うことはできません。また、整備
した公共施設は次世代の皆さんも利用します。そこで長期間にわたり使用する学校や道路などの公共
施設の建設事業を行う場合、借入れすることが認められています。
　平成 28 年度末には全会計合計で 27 年度末から６億 6,618 万円増加し、513 億 2,407 万円とな
る見込みです。
　なお、全体の４分の３以上を占める一般会計の中には、本来、国が補助金や交付金などの形で市に
交付しなければならないものを国に代わって市が一時的に借入れし、後で返済額の全部または一部が
国から地方交付税として交付されるものも含まれています。平成 28 年度末残高は、本庁舎増築、給
食センター建設、同報系防災無線整備、道の駅建設等の大規模事業のための借入により、市の自己財
源で返済するものが増額となりますが、平成 27 年度において減債基金を約４億円積み増し、将来の
返済に備えています。今後も引き続き健全な財政運営に努めてまいります。

平成 25 年度末
残高

平成 26 年度末
残高

平成 27 年度末
残高見込額

平成 28 年度末
残高見込額

一 般 会 計 357 億　747 万円 369 億 2,236 万円 371 億 8,900 万円 397 億 1,593 万円

水 道 事 業 67 億 2,576 万円 63 億 8,786 万円 60 億 8,889 万円 57 億 2,947 万円

公 共 下 水 道 事 業 78 億 9,651 万円 78 億　610 万円 73 億 8,000 万円 73 億 1,671 万円

月 舘 宅 地 造 成 事 業 1,004 万円 0 万円 0 万円 0 万円

工 業 団 地 事 業 0 万円 0 万円 0 万円 1 億　970 万円

合　計 503 億 3,978 万円 511 億 1,632 万円 506 億 5,789 万円 513 億 2,407 万円

平成 18年度末
残高

平成 26年度末
残高

平成 27年度末
残高見込額

平成 28年度末
残高見込額

市の自己財源で返済するもの 国が交付税として配分するもの

0 50 億 100億 150億 200億 250億 300億 350億 400億

200億 1,041 万円 143億 4,694 万円

278億 8,267 万円118億 3,326 万円

256億 6,261 万円115億 2,639 万円

255億 2,876 万円113億 9,360 万円

（一般会計）
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財政計画の概要

　平成 26 年度の財政収支見通しでは、合併から 15 年が経過し、普通交付税が一本算定となる平成
33 年度には交付税が 24.2 億円減となることが見込まれ、また同時に、財政調整基金を全て取り崩し
ても、財源が不足すると試算されました。
　このため、普通交付税の一本算定後も持続可能な財政運営を目指して、中長期的な視点に立った財
政計画を平成 27 年 12 月に策定し、歳入確保、歳出抑制等の徹底により、健全な財政構造の確立を
図ることとしています。
　（詳しくは市ホームページをご覧ください。）

■計画期間  ————————————————————————————　 

　「伊達市第２次総合計画」との整合を図り、平成 28 年度から平成 34 年度までの７年間とします。

■計画の位置付け  —————————————————————————
　市の最上位計画である「伊達市第２次総合計画」の基本理念のもと、「伊達市行財政改革指針実行
計画」とも連動し、持続可能な財政運営に係る計画としています。

■計画の見直し  ——————————————————————————
⑴ 目標の設定
　① この計画の成果指標および目標値は「伊達市行財政改革指針実行計画」（平成 27 ～ 30 年）と共

有します。
　② 計画最終年度の財源不足対策の具体的数値目標は設けず、１年毎のローリング方式により新年度

の予算編成に合わせて年度毎に目標を示します。（国の交付税算定見直しにより、一本算定の影
響額が毎年変動するため。）

⑵ 見直しの時期
　大きな情勢変化があった場合は、最終年度を待たずに計画の見直しを行います。

■財政状況  ————————————————————————————
　市の財政状況は、東日本大震災以降、除染などの放射能対策事業や被災建物の改築など投資的経費
も増加したことにより、決算額は平成 25 年度をピークに大きく変動しました。
　歳入の市税収入については、震災等の復旧・復興事業により経済状況が緩やかに活性化したことに
より、平成 20 年度以降減少していた市税収入が増加に転じました。
　歳出の義務的経費については、職員数の減により人件費は減少していますが、扶助費が増加してい
るため、全体としては横ばいで推移しました。
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⑴決算額の推移

　　＊地方財政状況調査（決算統計）による推移

⑵財政力指数　　伊達市は 0.39（県内市町村平均は：0.44）

数字が大きい方が、より健全
　財政力指数は、市の人口や面積などに応じ標準的に必要となるお金に対して、市自ら得るお金（税
金や各種使用料など）がどの程度であるか、いわば市の「財政の体力」を示す指標です。
　数値が大きければ大きいほど財源に余裕があることになり、数値が「１」であれば、100％自主的
な収入で市の運営ができることになります。
　平成 26 年度決算では、前年度までと数値の変動はありませんでした。

200

300

400

500

600

平成
18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度
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⑶経常収支比率　　伊達市は 87.2％（県内市町村平均は：86.1％）

数字が小さい方が、より健全
　経常収支比率は、税金や地方交付税など毎年決まって入ってくるお金（経常的な収入）に対して、
人件費や施設の維持費、福祉の経費など毎年決まって出て行くお金（経常的な経費）がどの程度の割
合になるか、いわば市の「財政の柔軟性」を示す指数です。
　数値が大きければ大きいほど自由に使えるお金が少ないことになり、数値が「100％」であれば、
決まって入ってくるお金の全てが決まった支出となるため、自由に使えるお金はゼロとなります。
　平成 26 年度決算では、前年度に比べ数値が上昇しており、固定的な支出の割合が多くなりました。

⑷実質公債費比率　　伊達市は 7.4％（県内市町村平均は：8.6％）

数字が小さい方が、より健全
　実質公債費比率は、税金や地方交付税など毎年決まって入ってくるお金（経常的な収入）に対して、
借入金（市債）の返済に充てた経費（公債費）がどの程度の割合になるか、いわば市の「借金返済の
負担の大きさ」を示す指数です。
　数値が大きければ大きいほど借金返済の負担が大きいことになり、数値が「25％」を上回ると、国
から財政健全化に向けた様々な制約が課せられます。
　平成 26 年度決算では、前年度より 0.9 ポイント減少し、合併した平成 18 年度以降、借入金返済
の負担が減少しています。
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⑸プライマリーバランス（基礎的財政収支）
　プライマリーバランスは、借入金（市債）を除く税収や地方交付税など毎年入ってくるお金（経常
的な収入）と借入金の返済に充てた経費（公債費）を除いた歳出の差額です。
　そのバランスが均衡していれば、借金に頼らない行政サービスをしていることを表します。
　赤字で推移した場合、それを補填するための借入を行なわなければならないことから、市債残高は
増加せざるをえない状況となります。
　平成 26 年度のプライマリーバランスは、黒字を維持していますが、歳出における新市建設計画等
の投資的経費が前年比 19.8 億円と増えたことに伴い、12.8 億円（前年比△ 21.7 億円）と大幅に減
少しました。

■財政見通し  ———————————————————————————
　平成 26 年度地方財政状況調査（決算統計）を基に試算しました。

財政収支見通しにおける前年度との比較

歳入歳出差引額（特目基金充当後）＋財政調整基金残高

⑴前回試算からの変更点
　①平成 26 年度に策定された第２次総合計画の新たな推計人口に基づき試算。
　②新市建設計画等により整備予定の公共施設等のランニングコストを同等規模の施設を参考に試算。

⑵試算の結果
　①平成 28 年度までは財源不足にならない見込みとなりました。
　②平成 32 年度までは財政調整基金等の活用により、収支の均衡が保たれる見込みとなりました。
　　（前年試算と同水準を維持しました。）
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【H26年度財政収支見通し】
H33年度に財政調整基金が
底をつく見込みであった。

【H27年度財政収支見通し】
H33年度に財政調整基金が

底をつく見込み。

（億円）
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■財政運営上の課題  ————————————————————————
普通交付税の推移見込み

⑴ 普通交付税の縮減が避けられない中で、これまでと同程度の歳出を続けた場合、平成 33 年度には
財政調整基金等も底をつく見込みであることから、収支均衡に向けた歳出の見直しを進める必要が
あります。

⑵ 歳入面においては、本市は依存財源の比率が高く、財政力指数が低位で推移している状況であるこ
とから、安定的な財政運営のために、自主財源の更なる確保に努める必要があります。

⑶ 歳出削減による住民サービスの低下を最小限にとどめるため、行政運営の更なる効率化を進め、サー
ビスの質的向上を図るために、予算編成・執行についても見直しを進める必要があります。
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■財政運営上の課題への対応策  ———————————————————
　伊達市では、合併以来、将来の交付税縮減に備えて、基金の積み増しや市債の繰上償還など、可能
な限り財政健全化への努力を重ねてきましたが、平成 28 年度から、地方交付税の一本算定に向けた
縮減が始まるにあたり、「伊達市第２次総合計画」が目指す将来都市像の実現に向けて「健全で持続
可能な財政運営」を維持するため、三つの方針に基づき、全庁を挙げて課題解決への対応策に取り組
みます。

歳入歳出差引額（特目基金充当後）＋財政調整基金残高

対応策の成果イメージ

⑴義務的経費の見直し 
　○人件費
　新たな定員適正化計画
　本庁機能の集約による行政運営の効率化 
　費用対効果の高い業務をアウトソーシング
　（外部委託）
　○扶助費
　市単独事業や国・県の水準を上回る事業の見直し
　○公債費
　交付税措置等のある有利な起債を最大限活用 
　市場公募債の発行を終了 
⑵公共施設維持管理経費の見直し 
　公共施設等総合管理計画による維持管理経費の抑制 
　指定管理者制度の活用 
⑶物件費の見直し
　庁内情報システムのコスト削減
　業務委託の見直し
⑷投資的経費の見直し
　（仮称）公共施設等配置適正化計画の策定・推進 
⑸補助金等の整理合理化
　類似した補助金等の整理・統合
　市単独補助金および上乗せ補助の見直し

⑴予算編成方式の見直し
　施策枠配分方式から部局枠
　配分方式への変更
⑵ 行政評価や伊達業務革新活動
（ＤＴＩ）の推進 

　優先度評価に基づいた選択と集中
　ＤＴＩによる経常的経費の抑制 
⑶行政と市民の協働
　地域自治組織などと連携した
　効果的・効率的な行政経営
⑷計画的な財政運営 
　全庁を挙げた財政計画の
　着実な実行 

⑴市税等の収納率の向上 
　徴収対策の推進
　滞納整理の強化 
⑵新たな財源の確保
　企業誘致や定住人口の確保対策 
　未利用財産の有効活用
　広告収入の新たな分野の開拓
⑶受益者負担の見直し
　使用料・手数料の減免制度や
料金体系等の見直し 
⑷財源対策
　特定財源の活用
　市債の活用
　基金の活用

収支均衡のための歳出削減 効果的で効率的な予算編成・執行安定的な自主財源の確保

健全で持続可能な財政運営
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平成 28 年度行政経営方針

■要旨  ——————————————————————————————　 
　１　 伊達市の特徴を活かした発展のため、将来を見据えた投資や新たな取組みも積極的

に実施します。
　２　市民参画と協働、本質を見極めた計画的で効率的な行財政経営を推進します。
　３　 総合計画の将来都市像の実現や地域創生を推進するため、行財政改革に取り組みます。

■行政経営の基本的な考え方  ————————————————————

◎みらい創生

　◯「誇れるまち・選ばれるまち・選ばれ続けるまち」として強く支持されるまちづくり
　◯ 各地域の多彩な魅力や特徴を活かし、地域に誇りや愛着を持っていきいきと活躍でき

る伊達市らしさの創造
　◯「伊達な地域創生戦略」に掲げた３つの基本目標への取組み

伊達市第２次総合計画と伊達な地域創生戦略のイメージ

将来都市像
健幸と個性が創る　活力と希望あふれる故郷　伊達市
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　１　市民協働の推進

　◯ 「自助・共助・公助」の精神を基本とした自発的な地域活動の支援

　◯市民がまちづくりの主体となり、「自ら考え、自ら行動する」意識の醸成

　◯ 交流館を拠点とした地域づくり活動の活発化

　２　施策目標を達成する組織

（1）効率的な行政経営を推進するための組織  
　◯組織全体での情報の共有化による組織力の強化

　◯施策目標達成のための柔軟で組織横断的な連携に即応できる組織編制

（2）職員の能力と意欲の向上を図る人事管理
　◯新たな行政課題に総合的対応のできる政策立案能力の強化

　◯人材育成に重点を置いた人事評価

　◯職員の能力・意欲を向上させる取組みによる組織全体の質向上

　３　行政評価・行財政改革の推進

（1）行政評価の推進 
　◯施策別評価の質的向上と優先順位に基づいた事業の選択と集中

　◯歳入に見合った歳出構造の確立による持続可能な行政経営

（2）行財政改革の推進
　◯行財政改革指針実行計画の着実な推進

　◯行政評価の結果に基づく事務事業の改革改善と廃止・整理統合

　◯業務のムダ取りによる組織の省人化・活人化
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　政策目標を効率的に達成するために、市民や団体が実施する事業や運営などに対して財政支援を
行っています。ここでは、1 万円以上の補助金について掲載します。　　　　　　　（単位：万円）

補　助　金　名 金　額 説　　　明　　　欄　

総務費

市町村生活交通対策事業運行費 1,638 廃止された路線の代替バス運行を委託するため福島交通（株）
に補助

生活バス路線等維持対策費 704 地方バス路線の運行を維持するため福島交通（株）に補助

阿武隈急行緊急保全整備事業費 1,053 車両の購入および阿武隈急行線の橋やトンネル改修、線路の整
備等を行う阿武隈急行（株）に補助

新多目的交通システム事業 7,386 デマンド型乗合タクシー運行のため伊達市商工会、保原町商工
会に補助

太陽光発電システム設置費 720
市内で住宅に太陽光発電システムを設置する個人に対し、シス
テムの最大出力 1 ｋＷ当たり 3 万円、4 ｋＷを上限（最大 12
万円）として補助。

コミュニティ助成事業 2,000
宝くじの収益金を活用し、（財）自治総合センターの助成による
地域コミュニティ活動の支援に対する助成。今年度は３団体を
予定

集会施設整備改修事業 950 地域のコミュニティの核である集会所の新築・増改築・修繕に
対して工事費の２分の１以内を助成

伊達市国際交流協会 395 国際化社会に対応できる人材を育成するため、海外派遣事業な
どを行う伊達市国際交流協会へ補助

市統計調査振興事業 210 統計調査に関する研修および相互の連絡を図るため、伊達市の
統計調査員で組織された「伊達市統計調査員協議会」へ補助

伊達地区交通安全協会各部会 271 交通事故防止を図るために啓発や啓蒙活動を行う、交通安全協
会各部会へ補助

伊達市交通安全市民大会 37 交通安全について意識高揚を図るために開催する大会の準備委
員会へ補助

伊達市暴力団排除連絡協議会 7 暴力団を街から排除し明るい地域社会をつくるために活動する
連絡協議会へ補助

伊達市防犯協会連合会 57 犯罪のない街づくりを推進活動している防犯協会連合会へ補助

町内会借地料 40 集会所の敷地を借用している町内会に対し、借地料の２分の１
（10 万円限度）の範囲内で助成（伊達地域）

集会所運営費 11 集会所を運営する自治活動組織「区民会等」の 5 団体に各 2.2
万円を交付（霊山地域）

公募提案型協働モデル事業 80 地域の多様な課題について、市民の発想を生かした提案を募集
し、提案団体が市と協働して実施する事業に補助

生き活き集落づくり事業 280 市が委嘱する地域おこし支援員の受け入れに関し、住居修繕な
ど必要経費について 40 万円を上限に補助

衛生費

浄化槽設置整備事業費 3,985 公共下水道認可区域以外および農業集落排水区域以外の地域で、
合併処理浄化槽を設置する費用に対する助成

補助金支出先
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補　助　金　名 金　額 説　　　明　　　欄　

廃棄物減量化支援事業 30
電動（手動）式生ごみ処理機・生ごみ堆肥化容器・密閉式（ぼかし）
容器の生ごみ処理機を購入した市民に対し、購入金額の 5 割の
額で限度額 25,000 円まで補助

廃棄物再資源化支援事業 200 市内で活動している団体が、地域の家庭から集めた古紙をリサ
イクル業者に出した時、1 ｋｇあたり 3 円の奨励金を支出

未普及地区飲料水確保支援事業 1,164 水道未普及地域で市民が井戸を整備する際に支出

上水道事業 11,763
水道事業に対する支出（旧簡易水道企業債元利償還金分 6,325
万円、職員児童手当経費分 92 万円、受水費基本料金分 5,168
万円、給水車減価償却費分 178 万円）

民生費

遺族会補助金 17 伊達町遺族会、保原町遺族連合会、霊山町遺族会、梁川町遺族会、
月舘町遺族会の活動へ補助

伊達市社会福祉協議会運営費補
助金 2,181 地域福祉活動に中核的な役割を果たしている伊達市社会福祉協

議会に対して、その安定した運営を図るために補助

伊達市社会福祉協議会福祉活動
専門員設置事業補助金 1,840 伊達市社会福祉協議会が各地域で福祉活動を展開するために配

置する福祉活動専門員に要する費用を補助

地域福祉活動事業補助金 189

市民協働による地域福祉の推進および地域コミュニティの形成
を図るため、地域住民主体の団体が実施する地域福祉活動を支
援するため、伊達市社会福祉協議会を通じて助成する。
伊達地域 13 福祉会、梁川地域 8 地区社会福祉協議会、霊山地
域１区民会、月舘地域３福祉会

ボランティア活動支援事業補助
金 358

伊達市社会福祉協議会が行なう、ボランティアの育成・活動支
援等や、ボランティアセンターの設置による、ボランティア活
動の活性化を推進するための補助

臨時福祉給付金給付事業補助金
（高齢者向け） 24,000 高齢者世帯の年金も含めた所得全体の底上げを図り、個人消費

の下支えにも資するための補助

臨時福祉給付金給付事業補助金
（簡素な給付） 4,500 低所得者に対し、消費税引上げ（５⇒８％）による影響を緩和

するために実施する補助

臨時福祉給付金給付事業補助金
（年金生活者向け） 4,500 低年金受給者への支援により、所得全体の底上げを図り、個人

消費の下支えにも資するための補助

手をつなぐ親の会補助金 16 伊達市手をつなぐ親の会の活動へ補助

伊達市身体障がい者福祉会補助
金 35 伊達市身体障がい者福祉会の活動へ補助

スポーツ・レクレーション教室
開催事業補助金 36 伊達市社会福祉協議会が主催する障がい者ふれあいスポーツ大

会に係る事業費の一部を補助

地域活動支援センター補助金 750
就労が困難な在宅の障がい者に対し創作活動や生産活動の機会
を提供し、障がい者と社会との交流の場を運営する事業者に対
し補助

自発的活動支援事業補助金 15 障がいのある方、その家族、地域住民などが自発的に行なう活
動に対し補助

障がい福祉施設環境整備事業補
助金 1,890 障がい福祉施設等の設置などに係る費用の一部を補助

老人クラブ活動事業 812 市老人クラブ連合会および５地域の 79 単位クラブに支出
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補　助　金　名 金　額 説　　　明　　　欄　

放課後児童クラブ事業 254
仕事などで保護者が日中家にいない小学生を対象に遊びや集団
生活の場を提供するため、放課後児童クラブを実施している梁
川保育園に補助

一時保育促進事業 1,262
保護者の傷病、入院、災害、育児等に伴う緊急・一時的な保育
の需要に対応するため、一時保育を実施している私立保育園・
認定こども園に補助

霊山三育保育園運営費 20 私立保育園の保育所事業の振興充実を図るため、保育園園庭用
地を賃借している霊山三育保育園に支出

社会福祉法人桑の実福祉会助成 130 私立保育園の保育所事業の振興充実を図るため、保育園用地を
賃借している伊達保育園に支出

障がい児保育事業 821 障がい児保育の推進と処遇の向上を図るため、障がい児を受け
入れている私立保育園・認定こども園に支出

地域保育施設健康診断費等 46 民間保育施設に入所する児童の処遇の向上と福祉の増進を図る
ため、認可外保育施設に支出

保育所地域活動事業 100 地域の特性や創意工夫を生かした子育てサービスの提供などの
事業を実施している私立保育園に支出

延長保育促進事業 1,383 延長保育を実施している私立保育園・認定こども園に支出

保育対策等促進事業費 28 保育所体験特別事業を実施している私立保育園に支出

病後児保育事業 915
病気の回復期にあって集団保育が困難な期間に、専用スペース
において病後児を受け入れている私立保育園・認定こども園へ
支出

一時預かり事業 2,993 教育認定園児を対象として行う一時預かり事業を実施している
私立幼稚園・私立認定こども園へ支出

労働費

シルバー人材センター運営事業 1,028
高年齢者の就業機会の増大と福祉の増進、高年齢者の能力を生
かした活力ある地域社会づくりのため、シルバー人材センター
に支出

勤労者互助会 5 未組織事業所に勤務する労働者の福利厚生を増進するための事
業を支援

農林水産業費

西根堰維持管理事業 90 伊達西根堰土地改良区上下堰用水路および藤倉ダムの維持管理
のため、伊達西根堰土地改良区に支出

東根堰維持管理事業 301 東根堰幹線水路の維持管理のため、東根堰土地改良区へ支出

農業用施設維持管理 5 農業用施設（頭首工）の維持管理のため、道城場堰下水利組合・
大立目堰水利組合に支出

緑の少年団育成事業 12 山舟生小学校、大枝小学校、富成小学校、石田小学校で結成し
ている緑の少年団の活動を支援するため支出

森林環境交付金事業 353 県森林環境交付金事業により県から補助を受け、市内小学校８
校が実施する森林環境学習のため支出

伊達市有害鳥獣対策事業 4,393 伊達市有害鳥獣対策協議会が行う電気柵設置などへの事業に対
し支援

伊達市農林業振興公社運営支援
事業 500 中山間地域の農業振興と地域活性化を図る公社への支援
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補　助　金　名 金　額 説　　　明　　　欄　

猪革プロジェクト事業 1,500 伊達市農林業振興公社が実施する地域振興型事業の補助

農業振興対策補助事業 958 伊達市農業振興事業補助金交付要綱に定められている補助事業
について実施

農業経営基盤強化資金利子助成
事業 60 認定農業者が農業経営上必要な資金（農業経営基盤強化資金）

を借り入れた際に、その利子を補給

就農支援事業 30 担い手確保を目的に新規就農者に対し支援金を交付

６次産業化推進事業 75 ６次産業化に積極的に取り組みを行う３戸以上の農業者または
２戸以上の認定農業者に対し支援

経営所得安定対策事業 900 経営所得安定対策事業推進のため、伊達市地域農業再生協議会
に対し支援

農業振興支援事業 5,000 もも穿孔細菌病の被害拡大防止のため、防風ネットの購入費を
支援

農業後継者育成支援事業 825 認定新規就農者の経営を支援

元気な産地づくり整備事業 447
園芸作物の水田への導入、水田を活用した飼料作物の生産拡大
や原発事故により厳しい環境下にある農産物の生産、園芸品生
産拡大の取組を支援

中山間地域直接支払交付金事業 3,645 中山間地域等直接支払制度に基づき、協定を結んだ地域に対し
補助

農地等除染対策事業 13,715 福島県営農再開支援事業を活用し、安全安心の農産物を生産し、
安定した農業経営を支援

農産物モニタリング調査事業 4,250 平成 27 年産米の全量全袋検査およびあんぽ柿生産に伴うモニ
タリング検査等を支援

ふくしまの恵み安全安心推進事
業 104 放射性物質簡易分析器の経費を実施主体である伊達地域農業再

生協議会へ支援

農業経営安定資金債務保証手数
料補助事業 25 原発事故の影響を受けている農業者に融資する「原発事故対策

緊急支援金」にかかる債務保証手数料相当額を補助

商工費

保原町消費生活研究会 7 保原町消費生活研究会活動事業に対する運営補助

福島県ニット工業組合 410 地場産業であるニット産業の活性化を図るため、福島県ニット
工業組合に支出

保原町工業団地懇話会 13 工業団地内企業の異業種間交流と産業振興を図るための事業を
支援

商工会 2,334 地域商工業の振興と地域経済の発展のために、伊達市商工会と
保原町商工会に運営費を支出

中心市街地活性化コミュニティ
活動 87

地域住民がお茶の間として気軽に利用できる施設（まちなかお
茶の間まわらん処）を中心市街地で運営し、まちなかの活性化
を図ることを目的とした事業を行う、保原町商工会に支出

伝統産業真綿振興協会 9 伝統産業である入り金真綿を PR するための事業を支援

福島たばこ販売協同組合 12 たばこ販売促進と地域環境美化事業に対する助成

観光物産協会 564 事務所光熱費や臨時職員補助

商店街共同駐車場借地料 43 商店街が設置整備した共同駐車場敷地の借地料に対する助成
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補　助　金　名 金　額 説　　　明　　　欄　

商店街街路灯電灯料 311 街路灯組合などが独自に設置した商店街街路灯の電気料に対す
る助成

信用保証料補助金 559 中小企業制度資金利用の際の保証協会保証料を補助

土木費

優れた街並み景観形成支援事業 10 福島県優良景観形成住民協定認定に基づく優れた街並み景観形
成活動を行っている、「梁川町川北まちづくりの会」への助成

消防費

消防団厚生交付金 232 消防団の適正かつ円滑な運営とその活動促進を図るため、本団
と支団に支出

教育費

小中学校部活動奨励 876 小・中学校の部活動で大会参加に必要な経費を補助

伊達市小中学校長会 12 伊達市小中学校長会事業（水泳大会等）と５つの方部校長会事
業（教育研修事業等）に対して助成

小学校交流事業 23 保原地域の児童と横浜市立矢向小学校、新鶴見小学校児童との
交流事業を実施する実行委員会へ補助

遠距離通学費 197 遠距離通学の中学生保護者への補助（梁川・保原地域）

自転車通学費 13 片道５キロ以上の距離を、バス以外で通学している中学生の保
護者へ補助（霊山地域）

私立幼稚園就園奨励費 179 新制度に移行していない私立幼稚園に就園する幼児の保護者の
経済的負担を軽減するため、保育料と入園料を補助

遠距離通学費 8 遠隔地から通園する幼稚園児の保護者へ補助（梁川地域）

青少年育成市民会議 5,899 青少年の健全育成を推進するため、伊達市青少年育成市民会議
に対する助成

文化団体連絡協議会補助金 185 協議会活動に対する助成

文化振興費団体育成助成金 300 文化団体の活動に対する助成

文化財保護団体育成助成金 34 無形民俗文化財など指定文化財保持団体の保護育成に対する助成

市指定文化財保存管理助成 110 指定文化財の管理や修理に対する助成

郷土史研究会 11 歴史文化意識高揚のため、郷土史研究会が発行する研究誌に対
する助成

スポーツ少年団 92 スポーツ少年団の事業開催と組織運営に対する補助

ふくしま駅伝参加 105 ふくしま駅伝に参加する伊達市駅伝チームの選手育成強化、参
加補助として支出

三浦弥平杯ロードレース大会 217 福島県で初めてオリンピックに出場した三浦弥平氏（伊達市梁
川町出身）を讃えたロードレース大会の実行委員会に支出

青少年育成剣道大会 8 青少年育成剣道大会を開催する、伊達中央剣道連盟に対する補助

伊達市相撲振興事業 9 伊達市相撲振興協会事業の開催と組織運営に対する補助

伊達市体育協会 390 伊達市体育協会事業の開催と運営に対する補助

福島県総合体育大会開催 6 福島県ボクシング連盟の福島県総合体育大会ボクシング競技事
業開催に対する補助
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補　助　金　名 金　額 説　　　明　　　欄　

伊達市レクリエーション協会 8 伊達市レクリエーション協会事業の開催と運営に対する補助

新成人記念実行委員会 新成人を祝う記念パーティーの実行委員会に支出（保原地域）

伊達ももの里マラソン大会 400 伊達ももの里マラソン大会の実行委員会に支出

特別会計

分譲地購入者奨励金 420 夢見の郷宅地分譲地購入者に対し奨励金を交付（紹介者にも奨
励金を交付）（月舘宅地造成事業会計）

水洗便所改造資金利子 7
排水設備設置工事費等（汲み取り便所から水洗便所への改造工
事または既存浄化槽からの切替工事）に対して、金融機関より
融資を受けた際の利息分を交付（公共下水道事業特別会計）
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　市の主な施設の維持管理に必要な経費（委託料、光熱水費、修繕費）を平成 28 年度予算額で見
ると次のようになります。
　市では、サービスの質を確保しながら経費の削減に努めていきます。

（単位：万円）

施　　　設　　　名 地域
委　託　料

（施設管理の
賃金を含む）

光熱水費
（燃料費を

含む）
修　繕　費 指定管理 摘　

要

保原本庁舎 保原 3,492 2,458 80
梁川分庁舎 梁川 1,074 1,378 129
伊達総合支所 伊達 135 242 78
霊山総合支所 霊山 114 323 64
月舘総合支所 月舘 467 429 40
泉原勤労者交流センター 霊山 28 37 20
伊達ふれあいセンター 伊達 1,416 2,092 232
伊達中央交流館

伊達 1,143 377 46
伊達東地区交流館
保原中央交流館

保原 1,679 1,025
56

保原市民センター 30
上保原地区交流館

保原 173 286 44
富成地区交流館
柱沢地区交流館
大田地区交流館
梁川中央交流館

梁川 1,204 1,093 185

粟野地区交流館
堰本地区交流館
白根地区交流館
山舟生地区交流館
富野地区交流館
五十沢地区交流館
東大枝地区交流館
霊山中央交流館

霊山 1,091 682 107
掛田地区交流館
霊山地区交流館
石戸地区交流館
小国地区交流館
月舘中央交流館

月舘 917 403 53
布川地区交流館
御代田地区交流館
下手渡地区交流館

施設維持管理費
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施　　　設　　　名 地域
委　託　料

（施設管理の
賃金を含む）

光熱水費
（燃料費を

含む）
修　繕　費 指定管理 摘　

要

中川集落センター 霊山 12 19

78

山野川ふれあいセンター 霊山 19 19
下小国中央集会所 霊山 1 15
山戸田中央集会所 霊山 8 15
日向前団地集会所 霊山 4
旧泉原小学校　校舎・ちびっこ広場 霊山 7 138
スマイルパークほばら　【新】 保原 1,472 270 50
パレオパークやながわ　【新】 梁川 1,472 220 50
月舘町殿上集会所 月舘 11 7
箱崎農村環境改善センター 伊達 334 53 8
霊山こどもの村 霊山 93 2,469
りょうぜん紅彩館 霊山 100 2,160
掛田まちなかサロン 霊山 820
霊山児童館 霊山 97 196 20
つきだて花工房およびつきだて交流館もりもり 月舘 79 4,937
五十沢農村公園

梁川 53 24 6

二野袋農村公園
新田農村公園
薬師堂農村公園
向川原農村公園
沼端農村公園
二野袋東部農村公園
山舟生農村公園
白根農村広場

梁川 35 30 15山舟生農村広場
大枝農村広場
五十沢運動広場 梁川 15 4
山野川農村公園

霊山 6 10
根古屋農村公園
赤坂の里森林公園 保原 253 28 20
紅屋峠千本桜森林公園 保原 29
富成花見山森林公園 保原 18
霊山湧水の里 霊山 53 7 20
月見舘森林公園 月舘 213 76 8
やながわ希望の森公園 梁川 1,264 621 87
伊達氏ゆかりの公園（新） 梁川 81 73 10
保原総合公園 保原 83 2,369
その他の公園（川原町公園ほか 137 カ所） 全域 477 312 94
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施　　　設　　　名 地域
委　託　料

（施設管理の
賃金を含む）

光熱水費
（燃料費を

含む）
修　繕　費 指定管理 摘　

要

都市公園（丸山公園ほか４カ所） 保原 8
伊達駅なかプラザ 伊達 39 5
ステーションプラザ梁川

梁川 30
やながわ希望の森公園前駅舎
粟野地区農業集落排水処理施設 梁川 694 310 170
保原駅コミュニティセンター 保原 161 219 23
ほばら元気ハウス 保原 212 113 15
保原保健センター 保原 190 349 40
伊達福祉センター 伊達 620 385 3
梁川福祉会館 梁川 476 200 60
梁川寿健康センター 梁川 2,351 10
月舘老人福祉センター 月舘 36 51 8
保原ふれあいセンター 保原 490 322 32
霊山総合福祉センター 霊山 631 1,167 52
月舘保健福祉センター 月舘 334 766 74
保原保育園

保原 250 527 70
保原保育園分園
児童公園（小幡児童公園ほか 68 カ所） 全域 10
小学校　21 校 全域 3,358 1,095
中学校　6 校 全域 1,692 460
幼稚園　9 園 全域 237 696 150

認定こども園　2 園　【新】 梁川
月舘 527 986 165

放課後児童クラブ（11 クラブ） 全域 1,161 603 149
伊達学校給食センター 伊達 309 1,324 86
梁川学校給食センター 梁川 251 1,387 120
保原学校給食センター 保原 359 1,917 190
体育施設

（体育館、プール、グラウンド等 17 施設）
伊達体育館、梁川体育館、保原体育館、保原
第２体育館、霊山体育館、月舘体育館、梁川
プール、保原プール、伊達グラウンド、中瀬
グラウンド、柏町運動広場、霊山運動広場、
月舘運動場、伊達テニスコート、梁川テニス
コート、梁川弓道場、伊達市屋内ゲートボー
ル場

全域 3,561 9,313

伊
達
市
ス
ポ
ー
ツ
振
興
公
社

ふるさと会館 伊達 1,290 565 159
梁川美術館 梁川 916 279 91
保原歴史文化資料館 保原 946 2 15
御代田コミュニティセンター 月舘 14 23
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●用語の説明
用　　語 説　　明

会
　
計

一般会計 市の中心となる会計で、行政サービスの根本的なものである福祉、教育や道路、公園
の整備などを行うための予算。

特別会計 特定の目的のための会計予算で、国民健康保険特別会計など、特定の収入があり、一
般会計から切り離して収入、支出を経理する予算。

歳

入

自主財源 市が自主的に収入できる財源のこと。

依存財源 国や県から交付されたり、割り当てられる収入のこと。

市税 皆さんに納めていただく税金です。

地方交付税 全国の地方公共団体が一定水準の行政サービスを確保できるよう、国が国税の中から
交付するもの。

地方譲与税 国税として徴収し、そのまま地方公共団体に対して譲与される税金のこと。

国庫支出金 国から交付される特定の事業に充てるための資金のこと。

県支出金 県から交付される特定の事業に充てるための資金のこと。

市債 市が資金調達のために借り入れるお金のこと。

歳

出

義務的経費 給料などの「人件費」、生活保護などの「扶助費」、借入金の返済の「公債費のことで、
毎年必ず支出しなければならない費用のこと。

投資的経費 公共施設の建設、道路や公園の整備・建設など将来世代に渡り使用するような施設・
都市基盤の整備にかかる費用のこと。

議会費 議会運営の経費

総務費 市の全般的な管理事務などの経費

民生費 障がい、児童福祉、生活保護などのの経費

衛生費 保健衛生、環境保全、ごみ処理、リサイクルなどの経費

農林水産業費 農林業の振興や農業土木などの経費

商工費 商工業や観光の振興などの経費

土木費 道路、橋、河川、都市計画、公園、市営住宅などの経費

消防費 消防や防災対策のための経費

教育費 幼稚園や小中学校、社会教育など全ての教育関係の経費

公債費 市が事業を行うために借り入れたお金の返済金

災害復旧費 災害によって生じた被害の復旧に要する経費

市

債

臨時財政対策債
本来は国から交付されるべきお金を、市が一時的に借金をして立て替えるものです。
返済額が 100％国からの交付される仕組みですが、返済するまでは、市の債務として
計上されます。

合併特例債 合併後のまちづくりを定めた新市建設計画に基づき実施される事業で特別に借入れが
できるものです。返済金の 70％が国から交付されます。
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●基金の説明
基金名 説　　　　　明 担当課

財政調整基金

市の財政は、景気の悪化などにより大幅な税収減に見舞われたり、災害な
どにより支出が多くなる場合があります。この基金は、このような場合に
備え収支の不均衡を調整するために設けられたもので、計画的な財政運営
を行うため積み立てておくものです。

財　政　課

減債基金 市の借り入れの返済を将来に向けて計画的に行うために設けられた基金で、
収入が多い場合にその度合いに応じて積み立てておくものです。 財　政　課

地域創造基金 合併に伴い設置された基金で、合併に伴う地域の振興および住民の一体感
醸成のための事業に活用される財源として積み立てておくものです。 総合政策課

復興きずな基金 東日本大震災からの復興に向けて、福島県から交付された市町村復興支援
交付金により平成 23 年度に創設されました。 財　政　課

福祉基金
市民の皆さんや企業などから福祉向上のためにいただいた寄附金を積み立
て、高齢者や障がい者などの福祉の向上、ボランティア活動の活発化、保
健福祉の増進に関する各事業に要する資金に充てるものです。

社会福祉課

国際交流基金
市が実施する国際交流事業および民間機関・団体などが行う国際交流事業
を助成するために設けられた基金で、国際交流の推進を図るために活用さ
れています。

市民協働課

こどもの村施設
整備基金

霊山こどもの村園内にある施設の整備に充てるために積み立てておくもの
です。

霊 　 　 山
総 合 支 所

奨学資金貸付基
金

教育の機会均等を図るための基金です。能力があっても経済的理由により
就学困難と認められる生徒または学生に奨学資金の貸付を行うために設け
られたものです。

教育総務課

寺田育英奨学資
金給付基金

伊達地域の寺田一男氏からの寄付により創設したもので、伊達地域出身の
４年制以上の大学に進学した学生に、一人につき奨学金 10 万円を給付し
ています。

伊 　 　 達
総 合 支 所

ケーブルテレビ
設備機器整備基
金

デジタル化に向けて機器の設備を整備するためのものです。 秘書広報課

教育振興基金 教育施策の推進に要する財源を確保するためのものです。教育の総合的振
興を目的としています。 教育総務課

教育施設整備基
金

学校や体育館などの教育施設の整備のために積み立てておくものです。こ
れにより計画的な維持修繕など健全な施設管理が図られます。 教育総務課

公共施設維持整
備基金

市には、たくさんの施設がありますが、老朽化が進んで修繕や建て替えが
必要となる場合に備えるために積み立てておくものです。 財　政　課

地 域 雇 用 創 出・
産業活性化基金

仕事の場をつくるために、国からの地域雇用創出推進費を積み立てたもの
です。仕事を探している人に一時的に仕事を提供したり、農業や商工業を
活発にするために活用されています。

商工観光課

さわやか現道整
備基金

市で管理している砂利道路はまだまだ残っています。その中の生活道路を
今の幅のまま舗装していくために積立てておくものです。 土　木　課

国民健康保険財
政調整基金

急激な医療費の増加や経済事情の変動により財源に著しく不足が生じた場
合に充てるためのものです。 国保年金課

国民健康保険高
額医療費資金貸
付基金

被保険者の方が、医療費が高額のため支払いが困難な場合に、市が医療費
の 80 パーセントを貸し付けるためのものです。 国保年金課
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基金名 説　　　　　明 担当課

介護保険介護給
付費準備基金

介護保険特別会計において、毎年決算後の剰余金を積み立てておく基金で
す。給付費が伸びた場合に取り崩すことになります。 高齢福祉課

粟野地区農業集
落排水処理事業
財政調整基金

粟野地区農業集落排水処理施設の適正な維持管理指針に基づき、施設の老
朽化や自然災害などの不測の事態に備えて積み立てるものです。 下 水 道 課

財産区基金
市内各 12 財産区の運営・維持管理をしていくために積み立てておく基金
です。各財産区特別会計で突発的支出などにより資金が不足した場合に取
り崩すこととなります。

農林整備課

●巻末索引
事　　業　　名 担　当　課 掲載頁

　政策１　ともに紡ぐ共同のまちづくり（協働、防災防犯、行政経営）

阿武隈急行沿線地域の広域連携と新たな観光資源創出事業 総合政策課 18
生き活き集落づくり事業 総合政策課 42
英語が溶け込むまちづくり事業 総合政策課 13
業務改善推進事業 総合政策課 48
ケーブルテレビ施設維持管理事業 秘書広報課 51
ケーブルテレビネット配信事業 秘書広報課 51
ケーブルテレビ番組制作放送事業 秘書広報課 50
交通安全施設整備事業 生活環境課 47
交通安全対策事業 生活環境課 47
広報紙発行事業 秘書広報課 49
国際交流事業 市民協働課 42
国土調査事業 農林整備課 52
子育てファミリーウェルカム事業 総合政策課 14
産官民連携まちづくり会社の設立事業 総合政策課 12
自主防災組織支援事業 消防防災課 47
市民懇談会事業 秘書広報課 50
収納管理事務 収納課 51
生涯活躍のまち（伊達市版 CCRC）推進事業 総合政策課 17
消費者行政推進事業 生活環境課 48

消防団活動事業 消防防災課
各総合支所 46

森林資源を活かした生業づくり事業 総合政策課 13
第 2 次総合計画進行管理事業 総合政策課 48
滞納整理事務 収納課 52
伊達市子育てアプリ事業 総合政策課 14
伊達市チルドレンズ・インダストリー事業 総合政策課 17
伊達地域づくり支援事業 伊達総合支所 44
男女共同参画事業 市民協働課 42
地域自治組織推進事業 市民協働課 42
月舘地域交流施設整備事業 月舘総合支所 19
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事　　業　　名 担　当　課 掲載頁
月舘地域づくり支援事業 月舘総合支所 46
同報系防災行政無線整備事業 消防防災課 32
非核平和都市宣言事業 総務課 49
ファシリティマネジメント推進事業 財政課 49
福島県北５市町誘客推進事業 総合政策課 18
ふるさとティーチャリングプロジェクト事業 総合政策課 15
ホームページ運用事業 秘書広報課 50
保原交流館維持管理事業 保原総合支所 43
保原地域づくり支援事業 保原総合支所 45
本庁舎増築事業 総務課 49
まちなかワイナリー事業 総合政策課 12
梁川地域づくり支援事業 梁川総合支所 44
梁川歴史と文化のまちづくり整備事業 梁川総合支所 43
霊山地域づくり支援事業 霊山総合支所 45

　政策２　豊かな心を育むまちづくり　（子育て、教育、生涯学習、芸術文化）

いきいき土曜日体験活動事業 教育総務課 60
（仮称）伊達市保原学校給食センター建設事業 学校給食センター 34
学校給食センター運営事業 学校給食センター 59
学校図書館機能活性化事業 学校教育課 59
上保原小学校改修事業 教育総務課 59
教育相談事業 学校教育課 60
こども遊び場整備事業 こども支援課 21
子ども・子育て支援事業 こども支援課 55
こども体力低下対策事業 教育総務課 60
産前産後子育て支援ヘルパー派遣事業 こども支援課 15
史跡整備保存活用事業 文化課 63
児童虐待等相談事業 こども支援課 56
出産祝金支給事業 こども支援課 54
生涯学習指導員配置事業 教育総務課 61
小学校施設整備事業 教育総務課 33
小中一貫校建設事業 教育総務課 20
小中連携学力向上推進事業 学校教育課 58
吹奏楽きらめき事業 学校教育課 58
スポーツ施設指定管理事業 教育総務課 61
体育施設維持管理事業 教育総務課 61
伊達小学校改築事業 教育総務課 21
伊達認定こども園整備事業 こども支援課 28
中学校施設維持管理事業 教育総務課 33
通学合宿所整備事業 教育総務課 31

適正規模・適正配置推進事業 学校教育課
教育総務課 20

図書館運営事業 市立図書館 62
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事　　業　　名 担　当　課 掲載頁
認定こども園運営費負担金事務、認定こども園維持管理事業 こども育成課 57
美術館管理運営事業 文化課 64
美術館自主文化事業 文化課 64
ひとり親家庭自立支援給付事業 こども支援課 55
文化財保護事業 文化課 63
文化振興事業 文化課 63
保育所運営費負担金事務、私立保育園補助金交付事業、保原保育園運
営維持管理事業 こども育成課 57

放課後児童健全育成事業 こども育成課 54
保原体育館改修整備事業 教育総務課 34
保原認定こども園整備事業 こども支援課 19
埋蔵文化財保護事業 文化課 62
遊具の設置や子育てのイベント開催事業 こども育成課 23
幼児発達支援事業 こども支援課 55
幼稚園管理運営事務、私立幼稚園運営費負担金事務 こども育成課 56
霊山高原構想整備事業 霊山総合支所 24
歴史資料館管理運営事業 文化課 64

　政策３　地域の魅力が輝くまちづくり　（産業）

猪皮プロジェクト事業 農政課 16
観光諸費 商工観光課 71
観光でにぎわう魅力づくり事業 商工観光課 70
観光物産交流協会設立事業 商工観光課 69
観光誘客促進事業 商工観光課 69
企業誘致推進事業 商工観光課 23
県営ため池等整備事業 農林整備課 67
県営湛水防除事業（五十沢地区） 農林整備課 37
県営農地整備事業（小島３期地区） 農林整備課 67
県営農地保全整備事業（柱田地区） 農林整備課 67
伊達氏ゆかりの史跡整備事業 商工観光課 70
伊達総合支所観光施設維持管理事業 伊達総合支所 70
伊達田園回帰支援事業 農政課 16
湛水防除施設維持管理事業 農林整備課 68
地域経済活性化事業（市制度資金保証料補助） 商工観光課 68
地域経済活性化事業（プレミアム付共通商品券発行支援事業） 商工観光課 68
中心市街地活性化コミュニティ活動事業 商工観光課 69
農業振興支援事業 農政課 66
農業振興対策事業 農政課 66
農林業施設災害復旧事業 農林整備課 68
福島市・相馬市・二本松市・伊達市観光圏整備事業 商工観光課 70
ふくしま森林再生事業 農林整備課 66
道の駅建設事業 管理課 30
林道大霊山線整備事業 農林整備課 66
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事　　業　　名 担　当　課 掲載頁

　政策 4　こころ寄り添う健やかなまちづくり　（福祉、健康、保健）

介護基盤等整備事業 高齢福祉課 81
介護予防事業 高齢福祉課 81
健康・食生活指導事業 健康推進課 86
健康運動習慣化支援事業 健幸都市づくり課 22
健康だて 21 計画策定事業 健康推進課 83
健幸都市推進事業 健幸都市づくり課 25
　　ＳＷＣ歩きたくなる公園整備事業 都市整備課 25
　　ＳＷＣ掛田地区コミュニティ道路整備事業 土木課 27
　　ＳＷＣ掛田地区市道整備事業 土木課 27
　　ＳＷＣ掛田地区ポケットパーク・駐車場整備事業 都市整備課 27

　　ＳＷＣ都市再生整備計画提案事業 霊山総合支所
商工観光課 26

検診事業 健康推進課 84
高齢者福祉計画策定事業 高齢福祉課 81
在宅酸素療法者酸素濃縮器利用助成事業 社会福祉課 79
在宅重度障がい者対策事業 社会福祉課 78
社会福祉協議会支援事業 社会福祉課 76
重度心身障がい者医療費等助成事業 社会福祉課 77
重度心身障がい者タクシー利用等助成事業 社会福祉課 78
障がい者医療事業 社会福祉課 77
障がい者虐待防止対策事業 社会福祉課 80
障がい者就労サポート事業 社会福祉課 79
障がい者総合支援認定審査会運営事業 社会福祉課 79
障がい者就労支援専門員設置事業 社会福祉課 79
障がい福祉サービス事業 社会福祉課 80
障がい福祉サービス事業（介護給付） 社会福祉課 76
障がい福祉サービス事業（訓練等給付） 社会福祉課 77
障がい福祉施設環境整備事業 社会福祉課 76
人権擁護委員活動支援事業 社会福祉課 75
人工透析患者通院交通費助成事業 社会福祉課 78
生活困窮者自立支援事業 社会福祉課 74
生活保護法施行事務事業 社会福祉課 80
伊達市戦没者追悼式事業 社会福祉課 74
伊達市総合福祉計画策定事業 社会福祉課 74
地域救急医療体制整備事業 健康推進課 85
地域生活支援事業 社会福祉課 76
地域福祉活動支援事業 社会福祉課 75
月舘地域高齢者福祉事業 月舘総合支所 82
特定健康診査事業 国保年金課 83
特別障がい者手当等支給事業 社会福祉課 78
乳幼児健康診査事業 健康推進課 87



139

事　　業　　名 担　当　課 掲載頁
認知症初期集中支援事業 高齢福祉課 82
妊婦健康診査事業 健康推進課 86
歯っぴースマイル事業 健康推進課 85
避難行動要支援者対策事業 社会福祉課 75
被保護者就労支援事業 社会福祉課 80
母子健康相談・健康教育事業 健康推進課 87
補装具交付補助事業 社会福祉課 77
保原ふれあいセンター維持管理事業 高齢福祉課 82
民生委員活動支援事業 社会福祉課 75
予防接種事業（任意） 健康推進課 84
予防接種事業（法定） 健康推進課 85
霊山地域高齢者ふれあいサロン事業 霊山総合支所 82
臨時福祉給付金給付事業 社会福祉課 74

　政策 5　自然と調和し快適で住みよいまちづくり　（環境、都市基盤）

空き家対策事業 市民協働課 22
阿武隈急行支援事業 総合政策課 92
安心耐震サポート事業（耐震改修事業） 管理課 108
安全安心耐震促進事業（木造住宅耐震診断者派遣事業） 管理課 108
街路灯管理事業 土木課 106
上小国地区水道施設整備事業 施設工事課 28
橋梁維持管理事業 土木課 106
公共下水道整備事業 下水道課 110
高速道路対策事業 高速道路推進室 93
小型家電リサイクル事業 生活環境課 90
さわやか現道整備事業 土木課 94
市町村代替バス運行事業 総合政策課 92
浄化槽設置支援事業 下水道課 110
除排雪対策事業 土木課 106
新エネルギー推進事業 生活環境課 91
新多目的交通システム事業 総合政策課 91
生活用水供給（宅配）事業 水道総務課 108
高子駅北地区土地区画整理事業 都市整備課 107
伊達駅前整備事業 都市整備課 30
地域公共交通活性化協議会参画事業 総合政策課 91
地方バス路線運行事業 総合政策課 92
月舘地域石綿セメント管更新事業 施設工事課 109
道路橋梁災害復旧事業 土木課 107
道路施設等維持管理事業 土木課 106
道路新設改良事業 土木課 29
道路新設改良事業（都市計画） 土木課 94
廃棄物減量化支援事業 生活環境課 90
廃棄物再資源化支援事業 生活環境課 90
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事　　業　　名 担　当　課 掲載頁
不法投棄防止活動事業 生活環境課 90

保原総合公園拡張整備事業 都市整備課
総合政策課 31

未普及地区飲料水確保支援事業 水道総務課 108
山舟生日面地区水道施設整備事業 施設工事課 109

　特別対策　放射能対策事業

外部被ばく検査事業 健康推進課 37
学校給食食材モニタリング調査事業 学校給食センター 39
環境放射線モニタリング事業 放射能対策課 36
心と体の健康管理事業 健康推進課 38
除染対策事業 放射能対策課 35
生活圏除染対策事業 放射能対策課 35
内部被ばく検査事業 健康推進課 38

農地等除染対策事業 農林整備課
農政課 36

避難者帰還推進事業 放射能対策課 37
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●問合せ窓口
部　　署　　名 連 絡 先

市 長 直 轄

総合政策課 575-1142

秘書広報課 575-1113

ケーブルテレビ室 551-2131

放射能対策課 575-1003

総 務 部

総務課 575-1111

人事課 575-1104

地域振興対策室 575-2115

財 務 部

財政課 575-1189

収納課 575-1231
575-1232

税務課 575-1235
575-1138

市 民 生 活 部

消防防災課 575-1197

生活環境課 575-1228
575-1290

市民課 575-0205

市民協働課 575-1177

健 康 福 祉 部

社会福祉課 575-1264
575-1274

高齢福祉課 575-1299

国保年金課 575-1198

健幸都市づくり課 575-1146
575-1148

健康推進課

575-1116
575-1153
576-3510
576-3736

産 業 部

農政課 577-3173

農林整備課 577-3154

商工観光課 577-3175

建 設 部

管理課 577-3147

土木課 577-3135

都市整備課 577-3149

高速道路推進室 577-3184

上 下 水 道 部

水道総務課 577-3283

施設工事課 577-1139
577-7213

下水道課 577-3162

部　　署　　名 連 絡 先

教
育
委
員
会

教 育 部

教育総務課 577-3245

文化課 577-3221

学校教育課 577-3249
577-3250

学校給食センター 575-5311

市立図書館 551-2132

こども部
こども支援課 577-3128

こども育成課 577-3141

議 会 事務局 575-1217

農 業 委 員 会 事務局 577-3237

行 政 委 員 会 事務局 575-1204
575-1207

出 納 会計課 575-2116

部　　署　　名 連 絡 先

伊 達 総 合 支 所 583-2111

伊 達 中 央 交 流 館 551-1285

梁 川 総 合 支 所 577-1111

梁 川 中 央 交 流 館 577-5300

保 原 総 合 支 所 575-2111

保 原 中 央 交 流 館 575-4166

霊 山 総 合 支 所 586-3401

霊 山 中 央 交 流 館 586-1314

月 舘 総 合 支 所 572-2111

月 舘 中 央 交 流 館 572-2133




